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序　負の自画像としてのレイシズム

伊地知紀子（大阪市立大学）

1．はじめに

　この特集は、2014年6月8日開催の国際高麗学

会日本支部2014年度全国大会でのシンポジウム

「ヘイト・スピーチ、排外主義の台頭と在日コリ

アン」で登壇いただいた報告者・コメンテーター

のうち、3名の方々から当日の報告・コメントを

もとに改めて原稿を執筆いただき構成した。

　本シンポジウムのテーマであるヘイト・スピー

チは2000年代に急速に拡がり、2013年にメディ

アで頻繁にとりあげられ社会問題化した。罵詈雑

言をまき散らすヘイト・デモに対し、カウン

ター・デモが立ち上がり多くの市民が参集する姿

に、日本社会の良識をまだ見いだせるという文章

をブログなどで見ることもある。カウンターはデ

モだけではなく様々な形がありうる。ヘイト・ス

ピーチをテーマとした市民団体での講演会や学会

でのシンポジウムもまた排外主義に向き合う場と

して重要であるし、こうした場が数多くもたれる

必要性が今の日本社会にはある。本学会日本支部

大会のシンポジウムもまた、こうした流れに位置

するものである。さらに、本学会日本支部は在特

会が標的とする在日コリアンが多数所属するとこ

ろでもある。それゆえ、本大会のテーマをこのよ

うに設定した。

2．シンポジウム

　今回のシンポジウムでは、すでに本テーマに関

わる講演を各地でしておられ、2014年に入って

間もなく相次いで関連する書籍を出版された方々

が一堂に会する貴重な機会となった。シンポジウ

ムの主旨として報告者には次のようにお願いした。

まず一つ目に、2000年代以降の排外主義の台頭

をどうみるのかということについて、これは近年

日本社会に起きた「問題」（例えば、「在日特権を

許さない市民の会」＝以下、在特会をつぶせば解決

するというような問題）ではなく、戦後日本が産

んだこの社会の「末路」という観点を踏まえての

議論展開である。もちろん、こうした動きをネオ

リベラリズムの潮流のなかで捉えるという世界水

準での議論も可能であるが、この排外主義が、日

本社会の文脈における特有性によることも無視で

きない。それゆえ次に、この状況についてより綿

密に分析的に議論し、排外主義の蔓延を終息させ

るための方途を各報告から検討することをとおし

て、どのような社会を展望するのかという点だ。

　シンポジウム当日は、金尚均さん（龍谷大学法

科大学院） 「京都朝鮮学校襲撃事件と裁判の意味」、

樋口直人さん（徳島大学総合科学部） 「日本政治と

排外主義運動：剥奪による説明を越えて」、師岡

康子さん（弁護士） 「国際人権基準におけるヘイ

ト・スピーチ規制と日本」、以上3名の方々から

報告いただいた。これを受けてのコメントは、文
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京洙さん（立命館大学国際関係学部）と中村一成さ

ん（ジャーナリスト）にお願いした。当日は120

名ほどが参加し大会開催以来最高の数となり、本

テーマへの関心の高さが示され、報告・コメント

そして会場からの発言も熱を帯びたものとなった。

シンポジウム全体の流れとしては、法規制を具体

化する方向性へと収斂していった。

3．シンポジウムをめぐる状況

　日本において「ヘイト・スピーチ」という言葉

が広く知られるようになったのは、2013年である。

2009年12月4日から翌年にかけて3度にわたって

京都朝鮮第一初級学校を襲撃した在特会に対して、

学校を運営する京都朝鮮学園が民事訴訟を起こし、

地裁判決が出たのがこの年10月7日であった。在

特会の行動を「人種差別」と明確に規定した判決

は大きく報道され、日本社会においてヘイト・ス

ピーチという差別行為の問題性がようやく世間に

認知されることとなった。裁判については在特会

側が控訴し、本シンポジウムは2014年の高裁判

決を待つ時期での開催であった。同年7月8日高

裁判決でも京都朝鮮学園側が勝訴し、在特会は上

告。この間、在特会は相も変わらず鶴橋や新大久

保をはじめとして各地でヘイト・スピーチを繰り

広げたが、その声を封じるためのカウンター行動

に参集する市民の数も増えていった。こうした状

況のなかで、在特会と会長・桜井誠およびまとめ

サイト「保守速報」を相手取って損害賠償を求め

た裁判を大阪地裁に提訴したのが、フリーライ

ターの李信恵さんである。同年8月18日に提訴し

た裁判についての会見で、李信恵さんは被告らに

よって自身が受けた民族差別・女性差別について

の損害賠償請求裁判ではあるが、ヘイト・スピー

チに日々さらされ黙らされているごく普通の人び

とを考えながら立ち上がる決断をしたと述べた1）。

「反ヘイトスピーチ裁判」と名を打った本件の口

頭弁論が進み始めるなか、12月9日最高裁は在特

会の上告を棄却、大阪高裁判決が確定した。

　本シンポジウムに登壇いただいた師岡康子さん

によると、「ヘイト・スピーチ」という用語は、

「ヘイト・クライムという用語とともに一九八〇

年代のアメリカで作られ、一般化した意外に新し

い用語である」。これらは、当時のアメリカで

「アフリカ系の人々や性的マイノリティに対する

差別主義的動機による殺人事件が頻発したこと」、

また「大学内で非白人や女性に対する差別事件が

頻発したこと」への対応のなかで用いられるよう

になった［師岡　2013：ⅰ］2）。ヘイト・スピーチ

やヘイト・クライムなどの特定のマイノリティへ

の排外主義運動は、その背後に主義主張としての

「レイシズム」が存在するがゆえに、アメリカに

とどまらずヨーロッパ各地でも1980年代以降に

台頭してきた。また、排外主義運動は在特会のよ

うな市民レベルから生み出されるだけではない。

国家やマスコミが滋養する「上からのレイシズ

ム」にも目を向ける必要がある［森　2014］。

　日本の場合、1990年代以降に姿を現した歴史

修正主義の波のなかで、2002年日朝首脳会談に

よって拉致問題が明らかになるや北朝鮮バッシン

グが激化し、2010年日本政府は朝鮮高級学校の

みを「高校無償化」法の対象から外し、続いて大

阪市・大阪府を筆頭に各自治体が歴史的経緯を有

する朝鮮学校への補助金交付を停止するという排

外的対応に出た。2000年代の日本は韓流ブーム

の広がりとともに韓国への好意的関心が幅広い世

代へ生まれた時期でもある。しかし残念ながら、

これらの動きは個人の消費欲望を満たすに留まり

がちであり、こうした人びとの朝鮮半島への関心

は断片化されたままとなりやすい。人びとの関心

に生まれた間隙を埋めるように、国家とメディア

による「上からのレイシズム」形成は在特会のよ

うに行動するレイシストに存在意義を与えるだけ

ではなく、「サイレント・マジョリティ」を生み

出し、朝日新聞の慰安婦報道にかかる韓国バッシ

ングのようにひとたび朝鮮半島を標的とする話題

が出るや、ネット上での排外的行動を誘発しその

矛先が在日朝鮮人へと向けられる。

　日本は、1995年人種差別撤廃条約に加盟しな
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がらもヘイト・クライム及びヘイト・スピーチを

規制する条文については留保している。近年ヘイ

ト・スピーチ問題が拡大するなか、2014年8月29

日国連人種差別撤廃委員会は日本政府に対し法律

による規制を勧告した3）。さらに、同年9月19日

東京都国立市議会において「ヘイトスピーチを含

む人種的および社会的マイノリティへの差別を禁

止する新たな法整備を求める意見書」を賛成多数

で採択し、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大

臣、法務大臣宛に送付したことを嚆矢とし、12

月末までに5都府県議会、4政令市議会、1特別

区議会、14市町議会の合計24自治体の議会で同

様の意見書が可決された。文面は、オリンピック

が開催されることに言及したさいたま市、人権差

別撤廃条約における4条（a）（b）の留保撤廃を求

めた堺市と方向性に相違が見られるものの要求ポ

イントは同じである。

　国連から勧告を受け、自治体レベルでの法整備

への要求の動きが生まれるなか、国家がいかなる

対応に出るのかが注視される。ただ、何らかの措

置がとられヘイト・クライムへの規制が成立した

としても、それをもって90年代以降表面化して

きた日本におけるレイシズムが消滅するとはいえ

ない。在特会が頻繁に攻撃対象とするのは朝鮮人

である。このことが、日本の植民地支配と敗戦後

における戦後処理の不備、戦争責任の問題と連な

っていることは論を俟たない。100年を越えて形

成されてきた日本のレイシズムは時代ごとに姿形

（あるいは方向）を変えながら、制度や権利、言論

や意識の形成において「見えない他者」を生み出

してきた。日本社会に生きる私たち個々人が、こ

の問題に向き合うとき、どこに位置しいかなるふ

るまいをとってきたのかを俯瞰的に捉える視点抜

きにはいかなる規制も既存の社会構造や思考方式

を組み替える一歩にもなりえない。本シンポジウ

ムで交わされた議論は、こうした日本社会におけ

る状況、日本を含めた世界の流れのなかのなかで、

参加者個々人が自らの位置を見すえ次なる一歩を

どのように踏み出すのかという問いを生むものと

なったといえるだろう。

4．特集の構成

　日本社会は今、ヘイト・スピーチの規制という

実践的課題への取り組みが求められている。本特

集では、戦後民主憲法が制定される以前に生み出

され、今なお絶えることない日本におけるレイシ

ズムの文脈を踏まえ、昨今具体的にいかなる被害

を生み、これに対してどのような対応の可能性が

見いだし得るのかを3人の論者が議論する。憲法

21条が定める「表現の自由」と規制との兼ね合

いについて議論を求める向きもあるが、本特集は

「自由」か「規制」かを検討するものではなく、

戦後日本社会において「表現の自由」は誰にとっ

てのどのようなものとして保障されてきたのかを

論じることに繋がる課題提示の場なのである。

　最初に、樋口論文では2014年に公刊した自著

『日本型排外主義』（名古屋大学出版会）での知見

を踏まえ、排外主義運動を発生させる構造的̶政

治的文脈を明らかにし、そのうえで排外主義の抑

制策およびその効果を論じるものである。日本に

おける排外主義運動と制度政治との関連性を検討

するにあたって、西欧の極右研究を踏まえたうえ

で、日本で取り得る極右対策を模索する。歴史の

浅い極右政党が既成政党にとってのキャスティン

グ・ボートになるか否かによって、既成政党がよ

り排他的な政策をとるかどうかに影響する。日本

の政治がどのような排外的政策をとってきたのか

を世界各地での排外主義の動向と合わせて検証す

ることは、本テーマをガラパゴス的議論に収束さ

せないためにも必要な視角といえる。

　次の中村論文は、在特会の襲撃を受けた京都朝

鮮第一初級学校の教員、保護者、裁判を担当した

弁護士らに丹念にインタビューし、ヘイト・ス

ピーチが人びとにいかなる害悪を与えたのかを描

いた自著『ルポ　京都朝鮮学校襲撃事件̶〈ヘイ

トクライムに抗して〉』（岩波書店、2014年）から、

被害の継続性と歴史性に論及している。先に触れ

たように、2014年に入り本書が主題とした事件

判決や各自治体でのヘイト・スピーチ規制への意
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見書といった動きとともに、自民党・公明党内で

この問題へのプロジェクト・チームが設立されて

もいる。しかし、事件後いまだ被害者が抱える

「恐怖」、「トラウマ」、「喪失感」と、これらが日

本における朝鮮人へのレイシズムによって生じて

いることを踏まえていなければ、いずれの動きも

「人間として不実だ」と論ずる。つまり、朝鮮人

被害者を日本の司法が裁く際に「法の前で人はみ

な平等」原則は徹底されるのかという疑念、中村

論文でいうところの「法の前、制度の前での非対

称性」を被害者が抱くだけの歴史的経緯を有する

存在であることへの想像力が問われているのだ。

こうした前提のうえで、中村論文は、京都朝鮮第

一初級学校襲撃事件に対する判決が、提訴への被

害者たちの決断と支援者の尽力を活かす「力」と

なったことをして、今が「法の前での平等」な規

制の整備に向けての一連の動きを着地させる「最

後の機会」であると提言する。

　最後の金尚均論文では、中村論文の提言を実践

するうえでの法学的検討を展開し、ヘイト・ス

ピーチ規制の根拠を「表現の自由」と対置させる

のではなく、社会的平等に置くべきであると論じ

る。ヘイト・スピーチを「不快表現」という個人

的感情的問題として論じる向きがあるが、こうし

た捉え方は中村論文が述べるところの被害の「非

対称性」を考慮しない、マジョリティ・ベースの

認識に過ぎない。ヘイト・スピーチの蔓延は単に

表現にとどまらず、当該社会において対象とされ

た集団への蔑視感を蓄積し、将来的に重大な犯罪

へと結びつく可能性を有することは、関東大震災

での朝鮮人虐殺、ナチスドイツのユダヤ人虐殺が

例証している。金尚均論文の議論は、著者編によ

る『ヘイト・スピーチの法的研究』（法律文化社、

2014）においても詳細に検討されているが、本論

文ではそのエッセンスが縦横に展開されている。

5．おわりに

　昨今のヘイト・スピーチが、行く先に社会的排

除と暴力犯罪の可能性を有していることを、文学

者であり役者である崔真碩さんは「ウシロカラサ

サレル」という身体の緊張で表現した（崔　

2014）。崔真碩さん自身、2014年ヘイト・スピー

チに晒された。勤務する広島大学での講義で日本

軍慰安婦問題を題材としてドキュメンタリー映画

『終わらない戦争』（金東元監督、2008）を授業で

上映したことに対して、「偏った内容である」と

主張した学生の意見を産経新聞が無批判に取り上

げ、ネット上で韓国籍の崔真碩さんへ誹謗中傷が

繰り広げられ、大学へ抗議電話が殺到し、在特会

は講義開講阻止の脅迫電話までしてきた。崔真碩

さんが、この身体の緊張を強く感じるようになっ

たのは、2002年日朝首脳会談以降だという。確

かに以前にも差別は存在していたが、この時期以

降の空気の変化を感じ取っての緊張である。

　解放後、日本社会には在日朝鮮人に対する多種

多様な差別と排除の壁が築かれてきた。そのなか

で、在日朝鮮人自身によって差別撤廃運動は早く

から展開され、1970年代には市民運動がその流

れに加わることにより次第に制度的差別が取り除

かれてきたことは確かだ。もちろん時代の変化や

社会状況による影響もあるが、それらは運動によ

って勝ち取るものではなく、植民地支配の責任と

して解放後に整備されなければならなかった案件

ばかりであった。

　現在繰り広げられているヘイト・スピーチをは

じめとするレイシズムは、戦後日本が放置し続け

てきた負の自画像を照射するものともいえる。こ

れは日本だけではなく、世界各地で巻き起こる排

外主義運動がかつての植民地宗主国、あるいは非

情なマイノリティ弾圧をした列強国家で台頭して

きたことから明らかなように、抑圧し弾圧した側

がその責を問われていることを示す。本特集は、

こうした世界の流れのなかで、日本においてこの

負の自画像から何を見いだし、いかにして次なる

像を結べるのかを模索するものである。その手が

かりのひとつは、戦後この社会を生きてきた人び

との間で諸処に築かれてきたのではないだろうか。
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注
1） 記者会見の内容については、「ハフィントンポス
ト」のHP（http://www.huffingtonpost.jp/2014/09/05）
を参照。

2） 日本におけるヘイト・スピーチ問題を考えるにあ
たって、アメリカにおける黒人差別と公民権運動
の歴史を参照することを提案するものとして、高
賛侑（2014）「ハリウッド映画が描き出す人種差
別問題」（『人権と部落問題』部落問題研究所、
pp.31-37）がある。

3） この勧告を含む「最終見解」は、日本が 1995年
から加入する人種差別撤廃条約に基づく対日審査
の総括に当たり、2001年、2010年に続き 3回目
となる。

参照文献
師岡康子（2013）『ヘイト・スピーチとは何か』岩波

書店．
崔真碩（2014）『朝鮮人はあなたに呼びかけている─

ヘイトスピーチを越えて』彩流社．
樋口直人（2014）『日本型排外主義─在特会・外国

人参政権・東アジア地政学』名古屋大学出版会．
金尚均編（2014）『ヘイト・スピーチの法的研究』法

律文化社．
高賛侑（2014）ハリウッド映画が描き出す人種差別問

題」『人権と部落問題』部落問題研究所、pp.31-
37．

森千香子（2014）「ヘイト・スピーチとレイシズムの
関係性─なぜ，今それを問わねばならないのか」
金尚均編（2014）『ヘイト・スピーチの法的研究』
法律文化社、pp.3-17．

中村一成（2014）『ルポ　京都朝鮮学校襲撃事件─
〈ヘイトクライム〉に抗して』岩波書店．
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1．排外主義と政治 
─いかなる観点から論じるべきか

　在日特権を許さない市民の会（在特会）などの

排外主義運動1）に対して、何を議論すべきなのか。

筆者は2011年から排外主義運動の活動家に聞き

取りを行い、日本の排外主義運動を分析した本を

上梓した［樋口 2014］。在特会に関しては、安田

浩一［2012］の手による詳細なルポが刊行されて

いる。筆者は本の序章で、在特会が「しんどそう

な人々」の「承認欲求」に支えられているという

安田の議論を、因果関係の解釈も含めて批判した。

すなわち、低学歴で非正規雇用にあるような不安

定な者が、排外主義運動の担い手であるという見

方は間違っている。社会心理学的な不安・不満に

還元する見方では、問題の諸相を明らかにできな

いのではないか、と。

　こうした趣旨に変わりはないし、重要な論点で

はあるが、筆者自身はこの点が過度に強調される

点に戸惑いを覚えざるを得なかった。聞き取りの

結果をみると、活動家たちが運動に関わるように

なる過程は「意外に普通」であり、社会運動研究

からすると合理的な理解が可能なものだった。そ

れゆえ、活動家個人よりも運動を発生させる構造

的─端的には政治的─文脈の方が特徴的で重

要である、というのが最大の知見だと考えていた

からである。

　この点は、排外主義の抑制という実践的な研究

の方向性にも関わる。（問題を抱えた）個人に焦点

を当てるのであれば、その個人の「病理」を取り

除くことが必要になるだろう。政治に着目するの

であれば、排外主義運動を生起させる政治的要素

を取り上げ、それとの関係で排外主義の抑制を論

じることとなる。本稿は、後者の立場から問題に

アプローチする。すなわち、排外主義的な極右政

党2）が台頭した時、どのような影響が生じうるの

か、いかなる対策がありえるのか、それはどの程

度の効果を持つのか。これが本稿のリサーチ・ク

エスチョンとなる3）。

　こうした問いを立てるのは、2000年代後半以

降に「たちあがれ日本」「日本維新の会」「次世代

の党」など、西欧的なら極右と分類される政党が

次々に登場したからである。排外主義運動につい

て考えるとき、もはや運動だけみるのでは不十分

で、運動と政治の連続性を意識しつつ制度政治の

側に焦点を当てる段階に入っているのではないか。

つまり、表1でみる政党－社会運動組織－サブカ

ルチャー的基盤が一定の連関を示す多層的な存在

として、極右勢力を位置づける必要があるのでは

ないか。

　こうした問題意識のもとで、本稿では西欧の極

右研究に着目し、西欧の研究の紹介をもとに日本

で取り得る極右対策を模索する。これまでの極右

研究で主要な問いとなってきたのは、極右が台頭

する／しない要因であった。これは政治制度や政

党間競合、有権者の属性や意識によって主に説明

され、洗練された分析方法と膨大なデータによる

実証が蓄積されてきた［樋口 2014］。こうした

樋口直人（徳島大学）

排外主義勢力と 
いかに対峙すべきか 
─極右への対応を 

めぐるレビュー─

特集
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Whyという問いにもとづく研究は、極右台頭の

背景をかなりの程度解明してきたが、それへの対

応に関して直接的な示唆を与えてくれるわけでは

ない。

　そうした目的のために必要なのは Howにもと

づく研究であり、「どのような対応がなされてき

たのか」「既成政党による対応はどのような効果

を持つのか」といった問いが必要となる。こうし

た研究は、「極右に対して何をなすべきか」とい

う実践的な問いに答える基礎となるからである

［Downs 2002: 34］。こうした関心にもとづく研究蓄

積は、ある程度の確定的な見通しを得るには不十

分な程度の厚みしかない。それでも、日本での実

践的な関心に対して一定の示唆を引き出すことは

できるのではないか。以下は、そうした問題意識

にもとづき未熟な研究領域をレビューする試みで

あることを、あらかじめお断りしておく。

2．極右への対応をめぐる類型

（1）議論の限定

　本稿は、一次データに基づく研究ではなく、主

として西欧における極右政党の研究からリサー

チ・クエスチョンに対する見通しを示す。日本で

問題になっているのは、排外主義運動によるヘイ

トスピーチであるが、西欧でも運動そのものに関

する研究は極端に少ない。さらに排外主義運動の

抑制に関する研究蓄積はほとんどなく、知見とし

ても以下のようなことしかいえない。

　第1に、強力な反レイシズム運動があるところ

では、極右の行動は監視され、場合によっては訴

追され敗訴して極右団体が財政的に破綻すること

もある［Michael 2003］。第2に、極右に対するステ

ィグマが強い状況では、活動家になることが失職

を意味することもあり、運動参加のコストがきわ

めて高くなる［Linden and Klandermans 2006a, 2006b］。

これは、運動の規模を抑制する上で一定の効果を

持つ。第3に、反レイシズムの対抗動員は極右の

直接行動を抑制する効果がある［Willems 1995］。

これは、社会がレイシストを容認しないことを示

して運動参加のコストを引き上げると同時に、対

抗動員が極右運動のイベントを直接妨害すること

にもよるだろう4）。

　極右運動に関するこうした知見は、社会的な反

レイシズムの活動が一定の効果を持つことを示す

が、常識で理解できる範囲を超えるものではない。

それに対して、既成政党と極右政党の関係につい

ては、（極右研究ではマイナーなテーマとはいえ）一

定の経験的研究がある。極右政党に対する既成政

党の反応は、極右政党の帰趨にどのような影響を

及ぼすのか。こうした問いにもとづく研究蓄積は、

本稿のリサーチ・クエスチョンに有益な手がかり

を提供してくれるため、以下ではその知見を紹介

していく。

（2）無視・孤立化・法的規制・政策の取り込み・協力 
─極右への対応をめぐる類型

　欧州各国の既成政党は、極右政党への対応に苦

慮してきた。極右政党は、イデオロギーを問わず

民主主義にとっての敵として、忌避される存在で

ある。一方で、極右政党といえども選挙で一定の

支持を得て議席を持つ以上、潜在的な協力相手と

表1　日本の極右政党と極右運動

イデオロギー 政党 社会運動組織 サブカルチャー的基盤

ナ
シ
ョ
ナ
リ
ズ
ム

外国人排斥
次
世
代
の
党

維

新

の

党

自

民

党

日
本
会
議

在特会 インターネット

対外強硬派 救う会 青年会議所

歴史修正主義 新しい歴史教科書をつくる会
英霊にこたえる会

宗教団体

伝統主義 街宣右翼

出典：Minkenberg ［2002: 247］を参考にして作成。



8　　特集

する誘因も発生する。保守政権が連立形成に困難

を来す場合、左派政党よりも極右政党の方が政策

的共通点が多く、連立により安定的な政権運営が

可能になる。他方で、極右政党は選挙での競合相

手であり、場合によっては極右の政策を取り込ま

ねば票を奪われかねない。

　こうした両義性ゆえに、既成政党による極右政

党への対応には国や時期によりかなりの幅がある

［Bale et al. 2010; Donselaar 2003］。それを示したのが

ダウンズ［Downs 2001］の図1であり、彼は「無

視」「孤立化」「法的規制」「政策の取り込み」「協

力」の5つに類型化した。無視（存在しないもの

とする）、孤立化（いかなる協力もしない）、法的規

制（人種差別的政党の禁止）は敵対的な応答であ

り、極右を民主主義の外部にある存在として扱う

ことを意味する。こうした扱いは、極右政党にど

のような影響を及ぼすのか。3節の前半では、既

成政党の対応→極右政党への影響という因果関係

を検討する。具体的には、反極右の代表的な応答

たる「協力関係からの排除」─防疫線（cordon 

sanitaire）の構築─が、極右政党の帰趨にもたら

す効果について、先行研究の知見を紹介していく。

　それに対して、政策の取り込み（移民規制の強

化など）や協力（連立形成など）は融和的な対応

となるだろう。極右に対する融和的な政策は、排

外主義的な政策の実現という帰結をもたらすのか。

あるいは、極右の穏健化により極端な政策がかえ

って実現されにくくなるのか。3節の後半では、

極右政党→政治にもたらす帰結という因果関係に

目を転じる。ここでは特に、極右政党が移民政策

に及ぼす影響を論じていく。

3．既成政党による極右への応答の帰結

（1）防疫線の効果

　防疫線という言葉は疫学に由来しており、極右

を民主主義の敵とみなし意思決定に加わらせない

ように一切の協力を拒むことを指す。1980年代

までは、一時期のイタリアを除いて西欧全体で防

疫線が引かれてきたが、90年代になると極右が

連立政権入りする国も出て対応にばらつきが生じ

る［Mudde 2007: 288］。一般に、既成政党が防疫線

を引いてきた代表がフランス、ベルギーのフラン

デル、ドイツであり、極右政党は一貫して敵対視

されてきた。既成政党にとっては、防疫線が存在

する限り極右政党に投票しても無駄だと主張し、

極右への投票を抑制する狙いがある［Spanje and 

Van der Brug 2007: 1022］。だが、防疫線を引くこと

で極右は民主主義に浸透せず、その影響力を最小

限にとどめることができるのか。この点について

は、ある種のジレンマを伴うものと理解されてき

た傾向がある。

　すなわち、防疫線の構築は、民主主義は極右を

容認しないという立場を堅持する意味で、民主主

義の表出的な価値を守るには資するところがある。

だが、こうした「正義の実行」はしばしば意図せ

ざる結果をもたらす。既成政党が極右を批判する

ことで、かえって極右のポピュリスト的な魅力を

高めてしまうことだってある（フランデル地方の

フラームス・ブロックの場合など）。つまり、極右

の伸張を阻止するという道具的な側面に関して、

防疫線は目的を果たし得ないのではないか。2000

年代初期の研究では、こうした効果に関して不明

な部分が多いとされていた［e.g. Donselaar 2003; 

Downs 2002］。しかし、2000年代後半から実証研

究が蓄積されており、現実はどうなのかを先行研

究の知見から検討していきたい。

離脱

関与

無視

孤立化

政策の取り込み

協力

法的規制

連合形成からの排除

立法

行政

選挙

図1　村八分政党への対応をめぐる選択肢
出典：Downs ［2001: 26］
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a　極右政党のイデオロギーに対する影響

　既成政党による防疫線は、極右政党の過激化を

帰結するという見方が、これまでしばしばとられ

てきた。政党の主たる目的は政策の実現であり、

他党と協力する余地があれば妥協点を見出す努力

をするが、排除されれば実現可能な政策を打ち出

す必要がないからである。こうした見方は、仮説

に適合的な事例を超えた一般法則としていえるの

か。Van Spanje and Van der Brug ［2007］は11の極

右政党を取り上げ、（1）排除された政党は過激化

する、（2）排除されない政党は穏健化するという

仮説を立て、防疫線の効果を計量的に分析した。

その結果、（1）排除された政党のイデオロギーは

変わらず過激化するわけではないが、（2）排除さ

れない政党は穏健化したという結果を得ている。

　それに対して Akkerman and Rooduijn ［forthcom-

ing］は、異なる方法論のもとで同じ仮説を検証し

ている。彼らは、Van Spanje and Van der Brug ［2007］

の欠点として、（1）一般的な左右の尺度を用いて

いる、（2）専門家の評価という間接的な指標を用

いていることを挙げ、異なる方法論が必要だとし

た。すなわち、極右政党は反移民政党としての性

格を強く持つから、政策全般ではなく移民政策に

よって立場を測定しなければならない。また、専

門家の評価ではなく政策集などから直接に変化を

分析する必要がある。

　その結果、防疫線と極右政党の政策に有意な関

係はなく、状況に応じて柔軟に変化しており、過

激化するところもあれば穏健化するところもあっ

た。つまり、防疫線の外側にあるから過激化する

わけではなく、組織の内紛、あるいは票や与党入

りを求める内部事情により政策が変化していた。

同様に、他党と協力する政党が穏健化するわけで

はなく、2000年代に入ってから過激化する傾向

すらあった。

　研究蓄積が十分でないため確定的な結論とはい

えないが、道具的にみれば防疫線によって現実が

大きく変わるわけではなく、それをもとに対応を

考える必要がある。Van Spanje and Van der Brug 

［2007］の知見からは、排除することで過激化し

ないのならば、意思決定から排除したままの方が

よいといいうる。逆に、極右政党を排除するので

はなく政権内部に取り込んでしまった方が、政策

の穏健化を進め過激化に歯止めをかけることがで

きるともいえるだろう。しかし、これは同時に極

右政党を取り込むことで、極右の政策が実現する

可能性も生み出すことになる（これについては次

項でさらに検討する）。

　他方で防疫線には規範的な意味があり、政治的

正統性の境界を定義する際に重要である［Akker-

man and Rooduijn forthcoming: 15］。代表制民主主義

のもとで極右政党が一定の票を得たとしても、正

統性を持つ政治勢力として認めない意思表示とし

て、防疫線は使われてきた。ただし、こうした措

置が極右支持をためらわせて勢力拡大を防ぐのに

役立たなければ、既成政党が手を汚さないという

自己満足にしかならないともいえる［Downs 2002］。

b　極右政党の得票に対する影響

　では、防疫線を引くことで極右政党の勢力拡大

＝選挙での得票増を防ぐことはできるのか。この

点については、Meguid ［2005］によるニッチ政党

研究が基礎となる知見を導いており、ニッチ政党

が持ち込んだ争点に対する既成政党の反応によっ

て説明できるという5）。極右政党の場合、争点化

した「移民問題」に対して独占的にアピールでき

た場合（issue ownership）、もっとも票が伸びる傾向

がある6）。Meguid ［2005］の分析が示唆するのは、

極右政党と対決姿勢をとるのではなく冷たくあし

らうか、争点を取り込んで目立たせなくした方が、

極右政党の得票を抑えられるということである

［cf. Art 2006］。

　こうした知見は、極右政党に対する防疫線につ

いても該当するのか。Van Spanje and Van der Brug 

［2009］は、自ら支持する政策の実現を最大限重

視する合理的な有権者モデルにもとづいて以下の

仮説を提示した7）。（1）防疫線が引かれている状

況では政策実現の可能性が低下するため、極右政

党の得票が減少する。（2）野党の影響力が大きな

議会では政策実現の確率が高まるため、極右への
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防疫線の効果は弱まる。検証の結果、全体として

みると仮説通りの結果にはならなかった。防疫線

の影響はなく、極右への支持に対してプラスにも

マイナスにもなっていない。だが、防疫線が長期

に渡って引かれていた国では、極右の得票はむし

ろ高い傾向があった。

　つまり、防疫線のなかで生き延び定着した極右

政党は、排除されていること自体が既成政党とは

異なる特徴とみなされるようになる。これは、既

成政党に対する抗議票の受け皿となる要素であり、

反移民意識が強い有権者以外からも得票できるよ

うになる8）。その結果、既成政党が一致協力して

防疫線を引いて対抗しても、極右の伸張を防ぐこ

とができた例は少ない（ナチスの過去を持つドイツ

と小選挙区制のイギリスくらいである）［Kitschelt 

2013: 240-1］。ただしこれは、フランスの国民戦線

やベルギーの「フランデルの利益」のような、安

定した極右政党を念頭においた結果である。こう

した政党は、犯罪や移民といった得意な争点に特

化して認知されているがゆえに、防疫線を引かれ

ても生き延びることができる［Mudde 2007: 289］。

逆にいえば、歴史が浅く認知度が低い極右政党に

対しては、防疫線が効果を持つといえるわけで、

初期の対策としては意味があるといえる［Art 

2011; Mudde 2007］。

（2）移民政策に及ぼす影響

　防疫線とは対照的に、1994年のイタリアを皮

切りに、オーストリア、デンマーク、オランダ、

ノルウェーで極右政党が政権入りする例が増加し

ている［Lange 2012］。この背景には、極右勢力の

得票率が上がり、多数派形成に際して無視できな

くなったこと、極右を入れることで中道右派政権

の拡大につながるという計算がある［Bale 2003; 

Lange 2012］。その結果、イタリアやオーストリア

では極右政党が政権入りしている間に制限的な移

民政策がとられるようになった［Zaslobe 2004］。

ただし、政権入りしても経験豊富な保守政党を相

手に政策を実現させるのは容易ではなく、未熟な

極右政党は求心力を失って衰退する可能性もある

（オーストリアの自由党やオランダのフォルタイン党

など）［Heinisch 2003; Mudde 2007: 290］。一方で、保

守政党は協力の見返りに極右の反移民や福祉シ

ョーヴィニズムを議題に乗せ、それを実行する可

能性もある［Bale 2003］。

　こうした見方のどちらが妥当なのか。最初に本

格的な研究を行ったMinkenberg ［2001］は、ドイ

ツ、オーストリア、イタリア、フランスの経験を

分析した。それによると、極右政党が議席を持っ

たとしても、防疫線が引かれている限り政策に直

接影響を及ぼすことはない。ただし極右が弱体な

ドイツでも、保守政党が極右票の取り込みをはか

って一定の影響があらわれる場合もある。また、

ドイツやオーストリアは連邦制であるがゆえに、

極右が特定の地盤で影響力を発揮しやすい。だが、

極右が政権入りした時ほどには、こうした間接的

な影響力は大きくない。極右が与党になることの

最大の意味は、文化をめぐる反左派・反移民陣営

の形成であり、民主主義 vs極右では問題になら

なかったものが、右派連合 vs左派連合で争点化

する。その結果、より排除的なメンバーシップの

基準が形成され、国民（demos）は民族（ethnos）

へと徐々に変化していくという。

　Schain ［2006］は、こうした変化を政党間競合

により説明している。彼が分析対象としたサルコ

ジ政権以前のフランスでは、一部の地方選挙を除

いて国民戦線に対して防疫線が引かれてきたが、

国民戦線は安定した支持を獲得してきた。これは

国民戦線に固定支持層がついたことの反映でもあ

り、有権者の政党支持構造が変化したことを意味

する。こうした変化は既成政党にも影響を及ぼす

のであり、失った支持を取り戻すべく極右に伍し

て移民政策を語るようになる（地方レベルでは国

民戦線と保守政党の協力も生じている）。Minkenberg 

［2001］がドイツについて簡単にふれた論点を発

展させた考察であり、防疫線を引いても政策に対

する影響を排除することは難しいことがわかる。

　こうした研究を踏まえて、Carvalho ［2013］は明

示的な国際比較を行っており、単一事例の報告と



排外主義勢力といかに対峙すべきか─極右への対応をめぐるレビュー─　　11

は異なる知見を導き出した。彼は、（1）移民の数、

（2）世論における移民の重要性、（3）既成政党の

得票に対する極右政党の脅威、（4）極右政党に対

する既成政党の反応を説明変数とした。その際、

イギリス、フランス、イタリアを取り上げ、移民

政策の帰趨を追っており、主な知見は以下のよう

になる。

　イギリスの場合、移民フローが減少しているこ

と、既成政党がイギリスの極右たる国民党を無視

していること、国民党自体の支持率が高くないこ

とにより、極右は政策に影響を及ぼしていない。

2005年の選挙で移民問題が最重要課題となった

のも、国民党の活動によるものではなく、かえっ

て得票を減らす結果となった。これも国民党が脅

威になるほど票を集めていたわけではなく、既成

政党が無視し続けた結果だという。

　フランスでは、大統領選挙で決選投票にまで進

出した2002年にも、極右政党である国民戦線は

移民政策に影響力を発揮しなかった。これは既成

政党が反国民戦線で協力した結果としか説明しえ

ない。それとは対照的に、国民戦線が主張を穏健

化させた2007年には、保守政党が国民戦線に近

い政策を採用している。これは、当時のサルコジ

大統領が国民戦線と非公式の協力を模索していた

ことによっており、ここでも既成政党の対応が変

化をもたらしたといいうる。

　イタリアが他と異なるのは、1990年代から北

部同盟とイタリア社会運動という2つの極右政党

が、中道右派政権に入っていたことにある。その

結果、特に北部同盟は他の保守政党の移民政策に

対して重大な影響を及ぼしていた。この間に北部

同盟が選挙での強力なライバルになったのは確か

だが、その間接的な効果よりも保守政党が北部同

盟を連立政権に取り込んだことの方が移民政策を

決定したと考えられる。つまり、英仏伊を通じて

極右政党に対する既成政党の処遇が移民政策を規

定する最大の要因であり、極右政党との協力が排

除的な移民政策を生み出すといってよい。

（3）欧州の経験から得られる教訓

　極右政党への排除的／包摂的な対応がもたらす

帰結について、関連する研究成果を紹介してきた。

投票行動研究と異なり、確定的なことがいえるほ

どの研究蓄積があるわけではないが、暫定的には

以下の2点を教訓として指摘することができる。

　第1に、既成政党が協力して防疫線を構築した

からといって、確立した極右政党に対して影響力

を行使できるわけではない。いくら極右の政策は

実現しないから投票しても無駄だといっても、安

定した政党として認知され固定的な支持者がつけ

ば、基礎票は確保できるし批判票の受け皿にもな

る。もっとも、防疫線の構築によって極右がさら

に過激化するわけではない以上、それ自体が有害

な結果をもたらすわけではないといえなくもない。

さらに、極右に対して民主主義的な正統性を認め

ないというメッセージを発し続ける点で、防疫線

の表出的な価値自体は維持されることとなろう。

　第2に、政策の実現という点では、政権内部に

極右政党を取り込むことで多大な影響が生じるこ

ととなる。防疫線を引いていたとしても、極右政

党の得票が無視できない水準に達すると、既成政

党は極右票を取り込むべく排除的な移民政策をと

るようになる。しかしそれよりは、極右政党が与

党となる見返りに象徴的な政策を実現させること

の方が、直接的な影響が大きい［Bale 2003; 

Minkenberg 2013］。さらに、保守政党が極右政党を

連立のパートナーとみなすことで、民主主義にお

ける「右端」の伸びに歯止めがかからなくなる。

これは、体制内化した極右が穏健化することを差

し引いても、それをはるかに上回る政策の変化を

生み出す可能性が高い。

　これらを勘案すると、防疫線は極右政党の伸張

を止めるうえで力になるわけではないが、その正

統性を認めず政策を実現させないという点では重

要な役割を果たすとみなしうる。その意味で、極

右政党を通常の政党と同様に扱い「飼い慣らす」

方が害悪が少ないとは言い難い。また、歴史の浅

い極右政党に対して防疫線は有効性を発揮すると



12　　特集

いう知見は、日本での対応のあり方を考えるにあ

たって一定の示唆を与えてくれるだろう。

4．日本での取り組みに対する示唆

　前節での議論から、日本での反排外主義の取り

組みに対してどのような示唆を得ることができる

のか。極右政党研究で日本が比較の土俵に上がる

ことは、筆者が知る限り一度もなかった。日本に

明確な極右政党がなかった故のことといえなくは

ないが9）、冒頭で述べたように2000年代後半から

状況は変化している。欧州的な基準からすれば紛

れもない極右政党たる日本維新の会は、新自由主

義的性格が強い維新の党と排外主義極右たる次世

代の党に分裂した。2014年12月14日の衆議院選

挙の結果、維新の党は微減にとどまったが、次世

代の党は19→ 2議席とほぼ壊滅したといってよい。

その意味で、さしあたり排外主義極右が議会で台

頭する可能性は低くなったものの、極右問題を対

岸の火事としてみるのではなく日本政治の中で考

える必要がある。

　では、前節でみた西欧の議論を日本に適用する

と、どのように位置づけることが可能だろうか。

第1に、日本で実質的に防疫線を引かれているの

は共産党であり、極右政党ではなかった。たちあ

がれ日本、日本維新の会、次世代の党は、いずれ

も与党入りしたことはないものの、その極右的な

性格が与党に警戒されたからとはいえない。自

民・公明で安定政権を維持できる議席がなければ、

連立政権のパートナーになった可能性は十分にあ

る。2009年に民主党政権が当時のたちあがれ日

本と連立を組まなかったのは、その極右的な性格

を嫌ったからと解釈できるが、これは既成政党が

一致して防疫線を引いたのとは異なる。したがっ

て、図2でいえば日本は中間と包摂の間に位置し

ており、選挙結果次第で包摂（政権入り）に移動

する状況にある。

 　その意味で、極右に対する忌避感や警戒感の

弱さが日本の特徴でもあり、これは極右が政権入

りしたオーストリアやイタリア以上かもしれない。

これに対しては、まず日本に「極右」が存在する

という認知を定着させ、極右という用語を日本政

治に持ち込む必要がある。これは一方で、実際に

西欧なら極右とみなされる政党が存在する以上、

極右と規定した方が正確な事実認識に近づけると

いう趣旨にもとづく。他方では、日本の極右政党

に対しても、極右という言葉が持つ強い否定的な

意味合いが必要であると考えることによる。

　日本の排外主義運動をめぐる経験から得られる

教訓の1つは、それを批判する言葉─ヘイトス

ピーチ─を紡ぎ出す必要性であった10）。それま

で及び腰だったマスコミの姿勢も、在特会を形容

するヘイトスピーチという言葉が広がったことで、

積極的に報道する方向へと変化した。政治の場で

も、ヘイトスピーチは社会悪を指し示すものとい

う点で、基本的にイデオロギーを超えた一致がみ

られる。極右についても、民主主義の敵であり政

治的な悪であるという認識を定着させることが、

極右への対応の第一歩となるだろう。日本のマス

コミは、日本の特定の行為者に極右という言葉を

用いることに慎重であり、まずは研究者が積極的

に用いることが必要なのではないか。

　第2に、政策への影響という点でいえば、極右

を体制内に取り込まず防疫線を引いた状態にして

おくことが、戦略的にはもっとも望ましいことと

なる。これまで、在日外国人に関わる政策は、関

係省庁の方針に沿って策定されており、立法府が

独自性を発揮することはほとんどなかった。これ

は、政策としての重要性がそれほどないとみなさ

図2　西欧主要国の既成政党による極右への対応
注： Art［2006］、Eatwell［2010］、Kestel and Godmer［2004］、

Lange［2012］、Schain［2002］を参考にして作成。

排除 中間 包摂

イギリス

ベルギー オーストリア

フランス フランス
（サルコジ政権）

90年代オランダ 00年代オランダ

ドイツ イタリア
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れていた結果ともいえるだろう。ただ、一般に政

権与党は移民政策を広めず妥協で対立を回避し選

挙で取り上げないことで、政治化させないように

する傾向がある［Perlmutter 2002: 270］。日本は、

その典型例だったともいえるだろう。

　それに対して、外国人政策が政治化された際の

数少ない教訓を、外国人参政権の経験から導き出

すことができる［樋口 2014］。日本で外国人参政

権が本格的に政治の議題に上ったのは、1998年

の自自公連立合意の時であった。これは、連立政

権の樹立に際して政策的にリベラルな公明党が持

ち込んだ、極右とは逆の包摂的な移民政策といえ

る。この時に反対したのは、与党の要たる自民党

の一部議員だった。仮に反対派の議員が与党では

なく、野党の極右政党にいたとしたら、外国人参

政権法案は通過した可能性がかなりある。同様に、

民主党政権にあって強力に反対を打ち出したのは、

保守政党たる国民新党だった。この時、国民新党

ではなく公明党が連立のパートナーであれば、民

公協力の象徴的な政策として外国人参政権が実現

した可能性が高い。

　極右政党が連立政権に加わった場合、単に包摂

的な外国人政策に反対するだけでなく、排除的な

外国人政策の実現を求める動きが本格的に生じる

可能性がある。次世代の党は、2014年衆議院選

挙での政策集で、国籍取得要件等の厳格化、特別

永住制度の見直し、生活保護制度を日本人に限定

といった排外主義的政策を掲げている11）。これら

は従来の政治では何ら問題視されなかったことで

あり、それをタブー破りとして扇動する動きが現

実に生じつつあるとみたほうがよい。こうした政

党が与党入りする前に、極右という言葉を日本政

治に定着させ、極右との協力を躊躇させるような

状況を作り出すことが求められる。

5．結語に代えて

　筆者自身は、日本の排外主義の抑制に関してや

や悲観的な見方をしている。歴史問題の未解決と

冷戦構造の継続という東アジアの構造的な問題が

ある限り、近隣諸国に対する憎悪を煽る動きは一

定数の人を引きつけ続けることになるだろう。そ

うした憎悪の一部は、在日コリアンや在日中国人

への憎悪へと変換され、外国人に対する排斥感情

を強めることとなる［樋口 2014］。そうした困難

な状況下で後退戦を強いられる中で、研究や実践

としてできることを模索する一環として本稿は書

かれている。

　本稿執筆時点で、在特会メンバーによる京都朝

鮮第一初級学校嫌がらせ事件の最高裁判決が出さ

れ、高額の賠償金が課されるなど公的な制裁が確

定した。結成以来の会長も退き、今後は衰退する

可能性が高い。裁判闘争やカウンター行動など、

反在特会の動きから学ぶことは多いが、在特会だ

けを敵手とする段階は過ぎたと考える。民主党政

権が誕生して以降の政治の動きをみれば、排外主

義という意味での悪の根源は、在特会よりむしろ

政治の内部にある。歴史修正主義に肩入れする安

倍晋三首相が率いる政権が続く以上、事態の大幅

な改善は期待できないが、その中でできる言説上

の実践について本稿では検討してきた。極右とい

う言葉が、ヘイトスピーチという言葉ほどの効果

を発揮できるとは思えないが、その言葉の定着が

反極右の取り組みの第一歩であることは強調して

おきたい。

注
1）  樋口［2014］では、排外主義を nativismとほぼ同

義のものとして、「国家は国民だけのものであり、
外国に出自を持つ（とされる）集団は国民国家の
脅威であるとするイデオロギー」［Mudde 2007］
と定義した。が、本稿では運動だけでなく政治も
分析対象とするため、より広義に「外国及び外国
に出自を持つ（とされる）集団は国民国家の脅威
であり、強硬な対応が必要であるとするイデオロ
ギー」と定義しておく。

2）  ここでいう極右とは、ナショナリズムと排外主義
に関して主流派保守より強硬な主張をする政治勢
力を指す［Mudde 2007］。

3）  こうした問題設定を行うに際して、クープマンス
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の一連の研究がきわめて示唆的であった［Koop-
mans 1996; Koopmans and Statham 1999; Koopmans 
and Olzak 2004; Koopmans et al. 2005; Koopmans and 
Muis 2009; Braun and Koopmans 2014］。

4）  欧州の反レイシズム運動は、極右のイベントにぶ
つけて同一の日時・場所でのデモを警察に申請す
る。警察は、同時開催による混乱を恐れて双方の
イベントを許可せず、結果的に極右はイベントを
開催できない状況がしばしば生じるという［Klan-
dermans and Mayer 2006; Stiflung 2007］。

5）  彼女は極右を含むニッチ政党の特徴を以下のよう
にまとめている［Meguid 2005: 347-8］。（1）階級
を基盤とするのではなく、それまで取り上げられ
てこなかった争点を政治の場に持ち込む。（2）そ
の争点は、既存の政治的対立軸と必ずしも一致し
ない。（3）単一争点に特化してアピールする。

6） 極右政党といっても、古いファシストの流れを汲
むものではなく、反移民を最重要の争点とするポ
ピュリスト政党に限って「移民問題」が影響する
という研究もある［Golder 2003］。

7）  本稿のテーマに関係ない仮説は取り上げていない。
8）  日本ならば、与党だけでなく野党からも防疫線を

引かれている共産党が、批判票の受け皿となって
議席を伸ばす状況を考えればよい。ただし、極右
政党が抗議票によって勢力を伸ばしているという
のは早計で、基本的には反移民意識の強い者が反
移民政策を支持して投票した結果とみなしたほう
がよい［Van der Brug and Fennema 2003］。

9）  もっとも、何度か国政選挙にも出馬した維新政
党・新風の得票率は、オランダの極右・中央党と
さしたる相違はない。中央党は極右研究でも取り
上げられるから、日本でそうした問題意識にもと
づく研究がなかっただけのことともいえる。

10）  筆者自身は、排外主義をヘイトスピーチという言
葉で表すことに違和感があるが、政治的なフレー
ムとしての役割は高く評価しており、そうした文
脈での議論であることをお断りしておく。

11）  次世代の党「次世代が希望を持てる日本を（政策
集）」2014年 11月。
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1.「議題化」したヘイト・スピーチ

　日本で「人種的差別の煽動」は犯罪ではない。

自らの性器を3Dプリンターで型取り、活動資金

提供者らに頒布したアーティストが「表現の自由

の限界」を超えたと逮捕、起訴される一方で、旧

京都朝鮮第一初級学校周辺の路上で「朝鮮人を保

健所で殺処分しろ」と叫び、大教大附属池田小事

件を念頭に「（あの犯人が）朝鮮学校になだれ込み、

朝鮮人の子どもを皆殺しにしたら、これ英雄です

よ」と嘯いたレイシストは、今も機動隊の護衛付

でヘイト・スピーチをまき散らす。「私は自分の

体の一部にすぎない『まんこ』が何故日本では悪

いもの、汚らわしいものとして嫌われ、『まんこ』

という三文字を口にするだけでも怒られたりおそ

れられたりするのか疑問に思い、この活動をして

きました」1）というアーティストの表現─これ

こそ思想表現である─を「わいせつ」として逮

捕、起訴する一方で、官憲（≒国家）は、街頭で

のヘイト・スピーチを「表現の自由」として野放

しにしているのだ。

　民事でも、たとえば漠然とした「朝鮮人は

云々」的差別発言がなされた場合、「個人に具体

的な損害が生じていないにもかかわらず、人種差

別行為がされたというだけで裁判所が行為者に賠

償金の支払いを命じること」は「民法の解釈を逸

脱している」とされる2）。国が人種的差別の煽動

に「否」を言わないことは、「差別など大した問

題ではない」とのメタ・メッセージを社会に発信

し続けていることに等しい。この日本の対応の遅

れは、欧州、特にかつて同じ「悪の枢軸」だった

ドイツが、ナチス再興阻止を至上命題として、

早々とヘイト・スピーチの法規制に乗り出したの

とは対極である。ヘイト・スピーチへの対処とは、

何よりも歴史への向き合いを巡る問題なのである。

（対等な関係にあった欧州各国を侵略したドイツと、

人類史上で欧州が率先して行い、いまだ「過去清算」

の対象とはされていない「植民地主義」の文脈でア

ジア諸国を侵略した日本を単純に並べることは出来

ないが）。

　その日本で2013年春以降、差別の法規制を巡

る論議がマス・メディアでも取り上げられ始め、

社会的な広がりをみせた（あくまでも「広がり」

であって、「深まり」ではない）。大きな要因は、こ

の年2月、新大久保でのヘイトデモ参加者たちが

行っていた終了後の「お散歩」（路地を徘徊し、路

上にはみ出た韓流ショップの看板を蹴り倒したり、

汚い言葉で韓国人店員らを恫喝する）阻止を目的に

集まった者たちが、差別デモへのカウンターを始

めたこと。それに追走する形で、国会議員が国会

で問題を取り上げたことが原因だ。メディアが主

体的にその問題性を認識したからではない。

　メディアによる「沈黙の共謀」状況を変える上

で、とりわけ大きかったのはカウンターの存在で

ある。文字通り体を張って「お散歩」を止めるだ

けでなく、負けない音量の怒号でレイシストたち

のコールを無化し、プラカードを掲げ、レイシス

中村一成（ジャーナリスト）

ヘイト・スピーチ 
問題の現在 
～被害実態から考える～

特集
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トがまき散らすデマ、妄言に反論するビラを撒く。

「一触即発力」のイメージを振りまき、「騒動」を

嫌がる警察に相手の「行き過ぎ」を抑えさせる

─。

　従来の左翼系とはまったく違う発想を持ち、時

に逮捕者を出しつつも差別デモに対峙する彼彼女

らによって、ヘイトデモはそれまでの暴力性を削

がれ、参加者も減ってきた。とはいえレイシスト

のデモそれ自体は止められない。カウンター行動

は、現行法の枠内ではヘイト・スピーチに対処で

きない現実をも浮き彫りにしている（学識者らに

は、現状のカウンター活動を「対抗言論」の一種と

見る者が少なくないが、カウンターの方法論的ス

タートラインは、レイシストとの「コミュニケーシ

ョン」を端から放棄したところにあると筆者は思う）。

　それでも問題を無視してきた日本政府だが、

2014年に入り、外堀が埋まってきた。旧京都朝

鮮第一初級学校襲撃事件の京都地裁判決（2013年

10月7日）と大阪高裁判決（2014年7月8日）3）で、

彼彼女らの差別街宣が明確に「人種差別」と断じ

られたこと。加えて国連自由権規約委からの勧告

（7月24日）があり、東京五輪を控えた都知事の

政府への要請（8月7日）の後には、人種差別撤

廃委の勧告（8月29日）も出た。これらを受ける

形で自民党、公明党の中にヘイト・スピーチ対策

に関するプロジェクト・チーム（PT）が設立され

た。初回会合では当時の政調会長が国会前デモへ

の規制に言及し、その後の会議でも、「韓国での

対日ヘイト・スピーチと規制の実態調査」を関係

省庁に指示するなど迷走しているとはいえ、問題

は議題化している。一方で超党派議連「人種差別

撤廃基本法の制定を求める議員連盟」による「人

種差別撤廃基本法」上程への努力も続いている。

　一方、新聞紙上などであいも変わらず繰り返さ

れるのは、主に憲法学者や弁護士らが口にする

「表現の自由」との二項対立論である。「濫用の危

険」「正当な言論の委縮」などを持ち出し、あた

かも「民主主義の根幹」が脅かされるかのように

喧伝する。これで「何か」を言ったつもりになっ

ているだから御目出度い。ヘイト・スピーチを伴

う街頭デモに限定しても、2000年代後半には公

然化している。2009年の蕨市事件、朝鮮学校襲

撃事件からでも5年（本稿執筆2014年11月段階）

になろうとしている問題である。この期に至って

「慎重を期すべき」と結ぶなど知的怠慢の極みだ

し、それ以前に人間としても不実だ。

　「表現の自由」を印籠に、「差別天国」日本の現

状に対峙しないのは、「私たちの自由」のためマ

イノリティに「我慢しろ」と言っているに等しい。

「濫用の危険」は常にある（濫用の危険がない法律

など存在しない）、現政権に新たな「武器」を与え

る側面はある。かといって「だから規制すべきで

はない」で思考停止して済む話ではない。共に生

きる社会を構想するなら、属性に対して罵詈雑言

を浴びせ、更なる暴力を煽動する者たちに抗する

合法的手段がない社会はおかしい。「表現の自由」

に逃げ込むのではなく、被害に目を向け、その回

復と防止に向けた刑事、民事の法制度設計を検討

すべきだろう。本稿ではヘイトスピーチ問題の一

つの原点「京都朝鮮学校襲撃事件」を中心に、被

害実態を素描したい。

2．計三度の襲撃、「警察問題」としての
ヘイト・スピーチ問題

　さて、京都朝鮮学校襲撃事件とはいかなるもの

だったのか？　概要は以下のとおりだ。2009年

12月4日午後1時ごろ、京都市南区の旧京都朝鮮

第一初級学校（その後、京都朝鮮第三初級と合併、

移転）に「在日特権を許さない市民の会」「主権

回復を目指す会」の活動家で構成する「チーム関

西」のメンバーら11人が押しかけ、約1時間にわ

たり、日本でいう幼稚園と小学校相当の子どもた

ちがいる学校に向けて差別街宣をした。彼らが掲

げていたのは「公園奪還」である。歴史的経緯で

グラウンドがない同校が、隣接した京都市立の勧

進橋児童公園を市と地元自治体との合意（1963年

12月）に基づき、およそ半世紀にわたって校庭代

わりに使っていたことを「不法占拠」と一方的に

決めつけ、公園を朝鮮学校から奪い返すと主張し
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ていたのだった。現在に至るまで彼らはその行動

について、一部、行き過ぎはあったが政治的主張

を訴えるデモだったと「正当化」している。しか

し、それが悪質な差別的憎悪表現に他ならないこ

とは、以下に記す文言をみれば明らかである。

　「戦争中、男手がないとこ女の人をレイプして

虐殺して奪ったのがこの土地」「（学校敷地内を指

し）ここも元々日本人の土地や。お前らが戦後奪

ったんちゃうんかい、こら！」「戦後焼野原にな

った日本人に付け込んで、民族学校、民族教育闘

争、こういった形で至るところ、至る日本中、至

るとこで土地の収奪が行われている」「お前ら日

本にすませてやってんねん」「不逞鮮人」「こいつ

ら密入国の子孫」「犯罪朝鮮人」「チョンコ」「こ

れはね、侵略行為なんですよ。北朝鮮による」

「ここは北朝鮮のスパイ養成機関」「犯罪者に教育

された子ども」「何が子どもじゃ、スパイの子ど

もやないか」「端の方歩いとったらええんや、は

じめから」「ウンコ喰っとけ」「約束というのはね、

人間同士がするもんなんですよ。人間と朝鮮人で

は約束は成立しません」「朝鮮ヤクザ！なめとっ

たらあかんぞ」─。

　初回襲撃時に発せられた罵詈雑言のごく一部で

ある。これらのどこが政治的主張なのか？　「ヘ

イト・スピーチ（憎悪表現）」というメディア用

語は、何やら近年になって顕れた現象かのごとき

表面的な認識─欧州のネオナチを念頭に「輸入

された」と問題を語る者もいた─をもたらして

いる。自ら撮影した動画を通じて支持を拡大する

などの運動スタイルは確かに目新しいが、彼らの

罵詈雑言は驚くほど旧態依然だ。その元ネタは植

民地期以来、繰り返されてきた差別用語とその焼

き直しである。崔徳孝は、彼彼女らの言葉の源流

の一つが1946年、国会での隠匿物資を巡る審議

の中で「選良」たちの口から飛び出した差別扇動

発言（ヘイトスピーチ）の中にあるという興味深

い分析をしている4）。また、いわゆるネトウヨた

ちの歴史修正主義的言説との親和性の高さはよく

指摘されるところである 5）。21世紀のレイシス

ト・グループの「武器」は、日本の「選良」や右

派メディアを通じて流布され、再生産されてきた

ものだ。石原慎太郎の「三国人発言」（まさに

「闇市神話」発の差別用語である）はその典型であ

る。彼彼女らが何か新しい言葉を紡ぎ出し、それ

で追随者が増えたのではない。「選良」の差別発

言、歴史修正主義発言が平場のレイシストを勇気

づけ、平場の差別デモが「選良」から更なる妄言、

暴言を引き出すのがこの国の風景である（大衆の

空気を読むことに長けたポピュリスト政治家は、人

種差別デモから勢いを得て、より悪質なレイシスト

発言で人気を得ようとする）。日本で実効的なヘイ

ト・スピーチ規制を実現する最大の困難は、「表

現の自由」論でなく、まさにここにある。立法措

置の権限を持つこの国の権力層は、一貫して植民

地支配、侵略（その資源こそが「差別」である）の

責任を真摯に見つめる作業を怠り、歴史修正主義

的立場を自明としてきたのだ。「日本で反差別と

反歴史否定論の二重の規範形成をいかに成し遂げ

るかという難題に私たちは投げ込まれている」6）

　後の民事訴訟で被告らはこれらの言動について、

「行き過ぎ」は一部にあったかもしれないが政治

的な主張であり「公正な論評」などと主張したが、

裁判所は「（差別街宣の）装いに過ぎない」と一蹴

した。政治的主張ではなく、差別ありきの街宣だ

ったと認定したわけだ。日本社会の「常識」その

ものである裁判官にもそれほどの「説得力」を持

った罵詈雑言の数々が、多くはトラメガで拡声さ

れ、子どものいる平日昼休みの学校に向けて浴び

せられたのである。なかには中庭の水道で歯を磨

いていて、襲撃者から「こっちおいで」などと声

を掛けられた子どももいた。襲撃者らが自らの

「戦果」として動画サイトにアップロードした活

動報告の映像を観ると、襲撃者の侵入を防ごうと

中庭に出てきた教師の後ろ側を数人の子どもが駆

け足で通る姿が映っている。一人の女児はまるで

雷に打たれたかのようにその場に立ちすくんでい

た。声を掛けられた3年生の男児が教室に駆け込

むと、それに続いて罵詈雑言のシャワーが始まっ

た。怒号の怖さは当然として、3年生にもなれば

そこで語られていることの意味もある程度わかる。
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教師はカーテンを閉めたが罵詈雑言は防ぎきれな

い。この日誕生日だった女児が泣き出すと、泣き

声は連鎖し、瞬く間にクラス（18人）の半数以上

が泣きじゃくった。「このまま壊れてしまうので

はないか」（当時の担任）と思うほどの激しさだっ

たという。

　3階北側の講堂では、当時、京都、滋賀に計4

校あった初級学校高学年の合同授業が行われてお

り、120名ほどの子どもが集まっていた。ここで

も教師たちはカーテンをすべて閉め、教室内で流

す音楽のボリュームを最大にして怒号を防ごうと

した。男性教師たちは中庭に降り、駆け付けた卒

業生や保護者らと共に門内で襲撃者たちと対峙し

た。

　レイシストたちは動画サイトに襲撃予告を投稿

しており、学校側では事前に協議し、「門の内側

で侵入を防ぐ」「挑発には乗らない」「警察に対応

を任せる」との方針を決めていた。子どもの前で

暴力は見せないとの思いだった。一方で襲撃者た

ちはどんどん行動をエスカレートさせていった。

彼らは公園に設置していた学校のサッカーゴール

を倒し、隅に置いていた朝礼台を公園から勝手に

持ち出し、取り付けてあったスピーカーを切断し

た。

　通報を受けた警察が現着したのは街宣が始まっ

てから十数分後だった。初回の「街宣」は、のち

に学校側の告訴を受けて刑事事件化し、うち4人

が威力業務妨害などで逮捕、起訴され、全員の執

行猶予付き有罪が確定している。だが警察官は当

日、ほぼ何もせずに彼らの行為を放置した。それ

だけではない。学校側が襲撃者を刑事告訴した後

にも警察は同じく白昼、学校横の公園を起点にし

たコースでの差別デモの申請を許可し、100人単

位の機動隊でデモを護衛した。さらには学校側が

京都地裁に申請した街宣禁止の仮処分が認められ

た後にも警察はデモを許可し、やはり100人単位

の機動隊で差別デモを警備した。

　警察のヘイトデモへの「共犯的な寛容さ」は、

ヘイト・スピーチが社会問題化した2013年以降

も幾度となく指摘されている。たとえばデモ絡み

で逮捕された人数は2014年11月10日現在、ヘイ

トデモ側7名、カウンター側12名である。ヘイト

デモ側の逮捕者7人中5人は、2014年8月15日の

夜にカウンター側を襲い、無抵抗の2人を集団で

暴行して肋骨骨折などの怪我を負わせた悪質かつ

明白な犯罪だった。だが逮捕は被害届提出から2

カ月以上後の10月25日のこと。警察官の不偏不

党と公正中立を謳う警察法2条（警察の責務）と

は対極の職務執行は、国連の自由権規約委員会や

人種差別撤廃委員会の日本政府答弁の審査でも取

り上げられ、遠回しながら勧告にも盛り込まれた。

京都朝鮮学校襲撃事件は、現在に至るまで、一貫

してレイシスト側に立ってきた警察の姿を示した

原点ともいえる。

3．根こそぎにされようとした「あたりまえ」

　三度の街宣は何より被害者の心への大きなダ

メージをもたらした。それは子どもたちに顕著だ

った。襲撃日から、夜尿や夜泣きが始まった子ど

ももいた。襲撃者に似た作業服姿の男性をみると

「在特会が来た」と親の背後にしがみつく子や、

「学校に行きたくない」「公園（子どもにとっては

校庭）に出たくない」という子もあらわれた。当

時のオモニたちが子どもたちから共通して受けた

質問がある。「朝鮮人って悪いことなん？」「朝鮮

学校ってアカンのん？」「オンマ、私ら何か悪い

ことしてるの？」「朝鮮人って悪い言葉なん？」

「私らなんで日本に住んでんの」─。当時の父

母は筆者（1969年生）と同世代である。曽祖父母

あるいは祖父母の代は「内地人より一段低い人

間」と位置付けられた植民地期を経験し、父母た

ちも今より遥かに「差別」が公然と行われた時代

を生きてきた。露骨な被差別経験をした父母も少

なくない。だからこそ、例えば日本にいる理由や

名前について説明する必要もない場所、すなわち

朝鮮人が朝鮮人であることが当然で、ましてやカ

タカナの「チョーセン」と蔑まれることのない朝

鮮学校に子どもを送り、マジョリティの中で生き
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る面倒臭さから解放された場所で、「自尊感情」

を育んでほしいと思った。そのウリハッキョで子

どもが最悪の被差別体験をしたのだ。家と学校の

外には、朝鮮人対する確定的な悪意と憎悪がある

と思い知らせてしまった。保護者、そして教師ら

の悔しさ、苦痛は察するに余りある。

　被害は長期に及んでいる。筆者が被害者への聴

き取りを集中的に行ったのは、事件後3年を経っ

たころだが、その時点でも事件の後遺症は明らか

だった。地元のファミリーレストランに「在特会

がいる」と言い張り、行くのを拒絶する子もいた。

点けっぱなしのテレビのニュースでヘイトデモの

模様が流れると、予期せぬ事態に取り乱す子もい

た。顕著なのは音への反応だ。ある教師は、駅の

ホームで酔漢が発した大声や、子どもの泣き声を

聞いて、事件の光景がフラッシュバックしたと語

った。大人ですらそうなのだ。廃品回収の呼びか

けや選挙カーのアナウンス、家や学校など安全な

場に侵入してくる割れた音で心の安定を喪う子ど

ももいた。もはや因果関係は不明だが、事件3年

を経てから突然、夜、一人でトイレに行けなくな

った子もいる。「（トイレの排水の）音が怖い」の

が理由だった。在校生の大半は多くが現在、京都

朝鮮中高級学校に学ぶ。学校は京都有数の観光

地・銀閣寺の付近にあり、特に観光シーズンの通

学路は人々でごった返す。ある生徒は、登校する

時は観光客の多い銀閣寺道を避けて裏門を使うと

語った。道を訊かれても緊張が走るからだ。

　辛い記憶が蘇る状況の回避や、音に対する過敏

かつ身体的な反応、集中力の低下などはトラウマ

反応の典型である。保護者からは、日本人がマジ

ョリティを占める日本社会で生きる「在日」とし

ての家庭教育に悩む声も聞いた。ある母親は言っ

た。「あれ以降、子どもは『日本人』と聞くと目

がつり上がるような部分が出てきて、在特会は日

本人の一部で、基本的にはいい人だとことさらに

言わなければいけなくなった」。

　子どもに「動揺」を見せられなかった大人たち

も深く傷ついていた。「喪失感」「引き戻される」

「無力感」「アウェー感」「不安感」「恐怖感」。聴

き取りをすれば、口を衝いたのはこれらの言葉で

ある。「喪失感」を語ったのはある男性保護者で

ある。初回の街宣に駆け付けた彼が、直面した出

来事について考えだしたのはその夜だった。数時

間後、あるいは数日後になって自らが受けた被害

を実感し始めるのは、現場で罵詈雑言を浴びた人

に共通する現象だった。日本の学校に通い、マジ

ョリティの中で生きる「面倒くささ」を体験しつ

つも積み上げてきた「朝鮮人として生きる」動機

づけを根こそぎにされたとの思いである。

　ある男性教師が感じたのも「喪失感」だった。

彼が教師生活をスタートさせたのは1990年代で

ある。欧米からの外圧に押される形で日本が国際

人権規約（1979年）や難民条約（1981年）などに

次々と加入した時期を経て、国内的には指紋押捺

拒否闘争が広汎な広がりを獲得。差別状況が徐々

に改善するなかで、朝鮮学校を巡る処遇も改善さ

れていった。彼の現役時代は締め出されていた高

校総体などスポーツ・文化各種大会への門戸が開

かれ、JR通学定期運賃の割引率格差が是正され、

大学入学資格についても朝鮮学校の卒業資格で大

学を受験できるようになり、定時制へのダブルス

クールという従来の負担はなくなった（一方で、

他の外国人学校が学校単位で受験を認められるのに、

朝鮮学校だけは個人単位での認定にされたことは抑

えねばならない。他の外国人学校と朝鮮学校を分け

て、朝鮮学校のみを差別するこの露骨な手法は、高

校無償化からの排除にも引き継がれた）。

　日本社会で「朝鮮学校」への認知が進み、今後

の展望が開けていく。日本の学校との交流も進ん

だ。事件直前に取り組んでいたのは朝鮮学校の課

題である障害のある子どもの教育だった。培った

日本学校の教師とのつながりや、広がる理解者の

協力を得て、実効性のある手法を探究し、理解に

差が出やすい算数など一部教科に関しては個別に

おこなう「抜き出し授業」などの実践を始めてい

た。その矢先に起こったのが差別街宣だった。そ

れでなくても限界に近い業務に、警察、警備員の

役割が被さり、取り組みは立ち行かなくなった。

そもそも学校全体で自習が増え、学力低下も深刻
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な問題になった。それも含め彼が憂慮するのはヘ

イトデモに対して無抵抗を貫いた大人の姿が子ど

もにどのように映ったのか、ということ、そして、

それを見た子どもたちの印象と将来への影響とい

う。

　「普段から『朝鮮人であることは悪いことでは

ない』『誇りを持って生きよう』と言いながら、

それを全否定するような事態になってしまった。

『こんなん学校やない』とか『スパイ養成機関』

とか。言葉だからこそ残る。将来的な影響を心配

しています。子どもたちのいる場で一度ならず計

三度の街宣がなされたわけです。日本の社会はこ

れが OKなのか？ということです。これまで積み

上げたものは砂上の楼閣だったのかと……」。

　差別街宣に臨場した当時の教師たちがもっとも

悔しかった罵声にあげる一つは「こんなん学校や

ない」だった。その後、高校無償化からの排除が

決定、その言葉は更に現実のものとなる。平場の

レイシストと政府から、「学校やない」と通告さ

れたのである。事件を巡る負担の増大と同時進行

で起こっていたのが、高校無償化からの排除と、

複数の自治体での補助金ストップだった。自民党

の下野と民主党政権の誕生、自滅、そして自民党

の与党復帰と、政治情勢が大きく変わるなかでも

変わることなく続いた朝鮮学校への差別である。

高裁判決後、事件を経験した京都朝鮮中高級学校

の生徒たち数人と接する機会を得たが、多くの生

徒は、友人が経済的負担を主因に日本の学校に転

校したことを気に病んでいた。平場のレイシスト

による差別扇動と、日本政府による差別扇動「高

校無償化除外」に挟まれ、マイノリティが尊厳を

もって生きられる機会や空間が奪われている現在

の危機を端的に示していた。

　街宣を防げなかった「無力感」は教師や保護者

の中にも根深く残っている。とりわけ事前に予告

を知りながら、あの街宣を防げなかった人たちに

とってそれは深刻だった。「申し訳なくて私、あ

の日は子どもたちの顔を見られなかったんです」。

元教師はこう語った。「甘かった、私が甘かった」

と繰り返した保護者は何人もいた。子どもへの襲

撃を防げない「無力感」、やり場のない怒りは自

身に向いていった。余りに不合理、不条理な経験

をすると、人は自身で納得できる所に責任を帰す

る。この場合は「守れなかった自分」であったり、

「学校の対応」などだ。ヘイトクライム被害の典

型である「帰責の間違い」だ。

　大人たちの聴き取りで特徴的だったのは、事件

が、彼彼女らの幼少時の被差別体験を引き摺り出

すことだった。今現在被った被害が人々を何十年

も前に「引き戻し」、この社会の地金を突きつけ

る。自らの父母や、祖父母に浴びせられた差別用

語「不逞鮮人」の意味をはじめて知ったと涙した

人もいた。通学途中に自らのチョゴリを切り裂か

れた経験や、通学バスで級友が一面識もない酔漢

から傘で殴られた経験を想起したオモニもいた。

別のオモニは語った。「集住地域に生まれ育って、

朝鮮学校に通ってたでしょ。回りは同胞ばかりだ

ったから自分がマイノリティだと思ってなかった。

『お山の大将』だったんですね。事件の時は『や

っぱりアウェーなんや』って、あの時初めてくら

いに思いましたね」。

　聴き取りの際、事件の細部については既に記憶

があいまいな人も少なくなかったが、当時の感情

は思考に侵入してくる。突然、増水した川が氾濫

するように言葉に詰まる人は何人もいた。語れば

体調に異変を生じるとの声は少なくなかった。

「あの時」を想起すると緊張で腹痛に苦しむ保護

者もいたし、ある保護者は動画を観ると、「子宮

が痛くなる」と語った。様々な集会で報告し、支

援を訴えてきたある保護者は、「今も色々と話そ

うと思うけど、マイクを握った瞬間、当時のこと

がこみ上げて来てまったく話せなくなる」と語っ

た。

　トラウマ体験は、人間が社会で生きる上での

「あたりまえ」を根こそぎにしようとする。「自分

はむやみに攻撃されたり傷つけられたりしない」

「世界は生きるに値する有意義な場である」「悪い

ことをする人は処罰される」「私は私でいい」

─などである。それは世界の前提、あるいは世

界への信頼感覚と言い替えてもいい。その「信
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頼」とは、当該社会が人権を尊重する住み心地よ

い場所であるとの意味ではない。道を歩いていて

突然、見知らぬ人間に殴られたり、罵声を浴びせ

られたりはしない、というレベルの話だ。さすが

に公の場で「人間」がそんな言動をするはずはな

いとの「常識」である。私と同世代の人たちは、

たとえばチマ・チョゴリを着た生徒が見知らぬ者

から暴行されるなど、その「あたりまえ」が揺ら

ぐ経験の中を育ってきた。それから世代を重ね、

公的差別が「今」より少しでも「まし」になり、

徐々にこの社会が、そこで生きるに足る社会とな

っていくことを信じ、子どもにより展望のある社

会を残そうと努力してきた者たちの思いをあの街

宣は襲った。そしてデモは、日本の官憲に許可さ

れ、多数者の無関心の下で完遂されたのだ。

　三度の街宣の被害は心的トラウマに止まらない。

翌日からオモニたちは朝夕の登下校や最寄駅での

見回り体制をとり、それは翌年の年度明けまで続

いた。対応に忙殺される中で複数のオモニが仕事

を辞めざるを得なかった。各種学校を「理由」に

私学助成から排除され、経済的負担の大きい朝鮮

学校に子どもを通わせる保護者たちの負担が更に

増すのである。何か非常事態が起こると、制度的

差別に晒されている朝鮮学校の苦境がより鮮明に

なる。財政的に厳しい朝鮮学校の運営を支えるの

は、教員の手が回らぬ部分を支える保護者たちの

無償労働だが、父母たちが事件対応に追われるこ

とは、支援に手が回らなくなることを意味してい

た。ただでさえ手一杯の日常に、レイシスト対策

が加わる。教師に警察官や警備員の役目が加わり、

自習時間が増える。これが子どもたちの学力低下

をもたらした。

　一方、学校はレイシストたちの「聖地」となり、

頻繁に不審者が現れた。初回の街宣直後から学校

には電話が相次いだ。大半は無言電話や一方的な

怒号である。職員会議の議題も「安心・安全」が

中心になり、授業準備の時間が圧迫されていく。

この時の教師の半数以上は、事件から3年半の間

に退職している。事件をめぐる過重労働が大きな

原因だった。

　さらに繰り返された差別街宣は、典型的な差別

扇動の被害をもたらした。「被害者が厄介者」と

なる倒錯である。在特会らから「不法占拠を黙認

している」などの批判を受けることを恐れた京都

市は、「都市公園法に違反している可能性がある」

として第三者を決め込んだ。学校から公園に飛び

出した子どもが車と接触するのを防ぐため、学校

側が設置したカーブミラーの撤去すら求めてきた。

そして事件後、朝鮮学校は地域における迷惑施設

化していった。半世紀にわたって運営されてきた

学校と地域社会との関係は、「たった三度の街宣」

（元校長）で揺らいでしまった。公園の使用もま

まならなくなり、教育環境は破壊された。元々あ

った移転計画を早める形になったが、街宣のネタ

になることを警戒し、広範な募金運動は行わなか

ったし、地域や支援者に開いた形での閉校セレモ

ニーも出来なかった。

4.「法的応戦」と社会制度の欠落

　このような、「破壊された日常」の中で取り組

まれたのが法的応戦だった。だがそこで被害者た

ちが直面したのは、日本にはヘイトデモをそれと

して裁き、法的責任を問う法律がない現実だった。

それは彼彼女らが被った苦しみが、この社会では

「犯罪ではない」あるいは民事上の「『不法行為』

ではない」と示されるリスクをも意味していた。

　逆恨みされ、更なる襲撃を受けるリスクもある。

悩みにぬいた末に刑事告訴したが、一向に着手の

気配はなかった。しかし前述したように彼らの街

宣は止まらなかった。その中で踏み切られたのが

民事訴訟だった。可能なすべての手段を講じて闘

う覚悟を示すことで、事件化に消極的な─本音

では立件したくなかった─警察の捜査を促すた

めだった。それは原告≒晒される、という裁判制

度それ自体を引き受けることを意味していた。入

口かでその問題は現れた。「原告を誰にするか？」

というシビアな課題である。子どもが通う学校へ

の襲撃、うち2回は平日昼間である。素直に考え
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れば朝鮮学校で教育を受ける権利を侵害されたの

は子ども・生徒だが、原告にすればレイシスト側

に子どもの個人情報を渡すことになる。出来ない

相談だ。だから裁判では「民族教育を実施する権

利」が毀損されたと論理構成し、学校法人京都朝

鮮学園を原告にした。悩み抜いて捻出した理屈だ

った。

　民事提訴の直後、京都府警は襲撃者4人を逮捕

したが、刑事告訴で保護者や学校側がこだわった

「名誉毀損」は、検事の判断で「侮辱罪」に格下

げされた。民主主義社会の根幹「表現の自由」と

の兼ね合いを考えれば「名誉毀損」のハードルが

高いのは当然だが、それは、無罪などの「失点」

を恐れる検事が法令適用を避ける傾向へと繋がる。

尊厳を守る手段として刑事司法は役に立たなかっ

たのだ。民事訴訟に託すしかなかった。

　今回の民事訴訟は、襲撃者の法的な責任を問い、

そして彼彼女らに貶められた民族教育の正統性を

公の場で訴え、陳述書に記録し、できれば判決文

という究極の公文書に記載させて自らの正当性を

確認する「回復の場」としての側面があった（実

際にそのようなものとして機能した側面は大きい）。

しかし、プラスだけではない。訴訟を続けること

は、被害者に「あの時」へと引き戻される回路を

抱えさせることを意味する。自分たちの行為は

「正義」であり「正当」と主張する被告側に発言

の機会を与えるのである。それはカウンター行動

が出来ない場でのヘイト・スピーチであり、法廷

の被害者たちに二次被害をもたらした。

　一連の襲撃を企画した主犯男性は、保護者ら学

校関係者が詰めかけた傍聴席を背に、「朝鮮学校

での教育など配慮するに値しない」との見解を披

歴し、「（不法占拠を）子どもに教えるのも大人の

役目」などと語った。尋問では、前述した「不法

占拠」といった「主張」の数々が無根拠な虚言で

あることや、近隣に迷惑を確認したなどの発言も

虚偽だったことが明らかになった。彼は初回街宣

時の仲間内のマニュアルでは「多重人格者のごと

く狂い」マイク街宣を始めると記していた。原告

側弁護士にそれを訊かれると、彼はこともなげに

いった。「まあ、お笑いですね」。被告の発言に怒

り、傍聴席から怒声を浴びせれば裁判官の心証を

悪くする。場合によっては退廷だ。代わりに静ま

り返った法廷内には幾度も抗議を込めた支援者た

ちの冷笑が響き、裁判官が「ここは法廷ですの

で」と苦笑しつつ注意する光景が繰り返された。

だが何人かの保護者は口を真一文字に結んで前方

を見据えていた。このような「軽さ」で彼らは子

どもの心に斬り付け、いつ弾けるかも分からない

トラウマ記憶を残したのである。それを実感する

こと自体も二次被害だった。被告側弁護士が、出

所不明の風聞や、帰国前提の政治思想教育を重視

していた時代の朝鮮学校を批判した暴露本を引用

し、「（朝鮮学校の教育自体が）ヘイト・スピーチ

教育ととられても仕方がないと言える」などと述

べた時、あるオモニが傍聴席で号泣したこともあ

った。教師保護者が一丸で守り、子どもたちが楽

しく通う場がまたも侮辱されたのだから。

　それだけではない。裁判で勝つということは、

裁判官を「説得」し、「納得」させることを意味

する。だが第三者である判事の胸に被害の実態を

届けようとする行為それ自体が、被害者の傷を抉

り、あの時に「引き戻す」ことにも繋がってしま

う。証人尋問に立った教師や保護者の心的負担も

重かった。「（証人尋問の）直前まで、交通事故か

急病にならないかと真剣に考えていた」という当

時のオモニ会会長は、準備段階で何度も「あの

時」に引き戻された。目の前にいる裁判長に自分

の思いを必死で訴えている夢を幾度も見て、その

たびに泣きながら目を覚ました。最後に裁判所に

言いたいことは？と問われた男性教師は言った。

「これまで学んで来たことを全否定された傷は私

たち教師でも残っている。早くこれを解決して、

『二度とこんなことは起こらないんだよ』という

ことをちゃんと伝えたい。子どもらも、遠い所か

ら送っている保護者の方にも」。第8回口頭弁論

では襲撃の動画が上映された。上映前には「退席

可」「控室あり」の告知がなされたが、その時、

廷内にいた被告の一人が言った、「そうだ、出て

行け」。ある保護者はその声が今も耳に残ると吐



24　　特集

露した。

　民事訴訟の意義を全否定する訳ではない。前述

のように事件の弁論は「回復の場」としても機能

した。口頭弁論で弁護団は多くの時間を割いて、

差別街宣で攻撃された朝鮮学校での民族教育につ

いて、多数者の都合で保護／排除される「恩恵」

ではない「正当な権利」だと主張した。自己肯定

感を与えたいと入れた学校であのような目にあわ

せてしまったと自分を責め、同じ人間ではないと

罵られ続ける場面を見聞した子どもへの影響を懸

念していた人たちにとって、法廷での弁論は、賠

償云々以前に、自分たちの正当性を主張し、残す

場としての意味合いを帯びていた側面もある。だ

が弁論は救済の場ではない。二次被害はあちこち

に地雷のように潜んでいた。性犯罪の被害者が法

廷で二次被害を受ける危険性はかなり認知される

ようになってきたが、ヘイト・スピーチもその部

分では同様である。法規制の是非ばかりが語られ

るのは、現場を知らぬ憲法学者や加害者分析に終

始する社会学者らが問題を「机上化」してきた影

響もあるだろう。それは実際には対策の一部に過

ぎない。被害者が加害者と法廷で対峙する必要も

なく、費用も安価でスピーディな「国内人権機

関」もこの日本には存在しない。とことん「差

別」に無関心なのだ。

5．課題を浮き彫りにした勝訴判決

　2013年10月7日、京都地裁は、人種差別撤廃

条約を大胆に援用して彼彼女らのヘイトデモを明

確に「人種差別」と指弾し、約1226万円余の賠

償を命じる判決を言い渡した（メディアでは「高

額」とも言われるが、初回襲撃時学校に居た子ども、

教師、保護者だけでも200人近い。その場にいなかっ

た保護者を加えれば数百人に及ぶ。あの被害を金銭

に換算などできないが一人100万円としても総額で幾

らになるか計算して欲しい）。さらに、まだ街宣を

されていない（「被害」が出ていない）新校舎への

街宣禁止という、関係者が最も望み、また盛り込

まれるかどうか不安を抱いていた訴えをも認める

画期的な判決だった。一方で、京都地裁判決は、

原告が訴えた「民族教育権実施権」を完全にス

ルーした。「好意的に」解釈すればそれは、より

国家意志に近い判断を出しがちな高裁で破棄され

ない判決を書こうとの配慮だったのかもしれない。

だが、「ヘイトクライムのない社会」と「民族教

育権の保障」を掲げて闘った関係者には素直に喜

べない側面があった。

　しかし今年7月8日の大阪高裁はそれを上回る

予想外の判決を言い渡した。人種差別撤廃条約適

用の点では後退する一方、地裁で脇に置かれた民

族教育に言及したのだ。「民族教育を軸に据えた

学校教育を実施する場として社会的評価が形成さ

れている」「上記行為（在特会らによる三度の差別

街宣）によって民族教育事業の運営に重大な支障

を来しただけでなく、被控訴人は理不尽な憎悪表

現にさらされたもので、その結果、業務が妨害さ

れ、社会的評価が低下させられ、人格的利益に多

大の打撃を受けており、今後もその被害が拡大、

再生産される可能性があるというべきである」な

どと「民族教育」の4文字に言及した上で、損な

われた利益を「我が国で在日朝鮮人が民族教育を

行う社会環境」とまで判じた。「民族教育権」ま

でには踏み込まなかったが、今後、このくだりが、

民族教育権を巡ってさらに踏み込んだ判決を獲得

する土台となるはずだ。まさに画期的判決だった。

　判決後、大阪弁護士会で開かれた報告集会で、

裁判を牽引した当時のアボジ会副会長は緊張で白

くなった顔を強張らせて言った。「涙が出ない。

ほっとしました…」。この一言を言うのに4年半

かかったのである。そもそも日本の司直は自分た

ちを抑圧するものであり、法制度は自分たちへの

差別に「お墨付き」を与えるものでしかないとい

う、歴史的にみれば「根も葉もある」社会システ

ムへの不信感を抱えての法的応戦だった。この歴

史的に培われた「法の前、制度の前での非対称

性」という認識は、裁判のハードルだった。「し

ょせん日本の司法は朝鮮人、朝鮮学校を守らな

い」。複数の関係者から同様の言葉を聞いた。
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数々の弾圧と排除という「例外状態」を強いられ

た結果として、社会制度内での権利の実現には先

に「諦念」が立つ。「国民ではないから」と、社

会的平等の枠外に自分を置いてしまう。

　法規制慎重派の多く、とりわけ憲法学者が語る

「『言論の自由』の侵害可能性」が法規制推進派と

かみ合わない、はっきりいえば軽薄に聞こえる一

因は、「非対称性」への認識のなさがある。水や

空気のように「権利」を享受してきた「円満な国

民」が法規制による「重大な権利の危機」を訴え

ても、在日にはほとんど説得力はない。そもそも

憲法25条を支える年金や医療からも排除されて

きた現実があるからだ。基本的人権ですら「国民

様の権利」と見做してきたこの国に生きるマイノ

リティに刻み付けられた「法の前での非対称性」

に思いを馳せない文言、「国民特権」を享受して

きた自らを問わぬ言葉など、空言に等しい。

　更に言えば、被害を見据え、「今、何をなすべ

きか」から発想せず、あくまで現行法制度内での

対処、踏み込んでもヘイトデモが行われる時と場

所─内容ではない─での規制で対応可とする

感覚は、「被害の非対称性」への想像力を欠いて

いる。円満な国民には「不快」「恥ずかしい」「腹

立たしい」で済むヘイト・スピーチは、その属性

を有する者らにとっては、「生存の危機」に直結

する、まさに即自的な暴力なのである。

　踏み出すか否かを巡って大激論になった刑事告

訴前の会議で出た最大の消極論は「相手を刺激す

れば子どもに危険が及ぶ」だった。ある保護者は

語った。「テレビで『北朝鮮のニュース』が報じ

られる度に不安になる」「帰る時間が遅くなると

何かあったのかと思う」。その緊張が事件以降、

民事裁判の判決までこの間ずっと続いたのだ。実

際、地裁判決の日、学校は集団登下校体制をとっ

ていたし、高裁判決の日も、判決次第では、関係

者は報告集会を欠席して学校に戻る手はずだった。

地裁判決が撤回されれば、即日、学校に対して報

復デモがなされる心配があったからだ。判示内容

の画期性─それはその通りなのだが─ばかり

が焦点化される今回の判決だが、背景には事件以

来の「覚悟と決断」の毎日があった。リスクを抱

え、社会への不信感を抱きつつ、それでも「筋」

を通し、闘いに踏み切ったからこそ得られた結果

である。そこまでせねば、権利も認められないの

だろうか？

　一方で判決が示したのは、現行法の限界だった。

高裁判決後、廷内にいたレイシストが「日本の司

法も終わったね。腰抜けばっかり」「朝鮮人にお

もねって。恥を知れ、恥を」「拉致実行犯やない

か、あんたら、ニッポンから出ていきいや」など

と怒号を発したのは象徴的である。現行法システ

ムではこの行為を止められないのだ。実際、判決

後もデモは各地で申請され、警察の警備下で完遂

されている。人の心に斬り付ける暴力、社会的平

等を毀損し、さらなる暴力を誘発する差別的憎悪

表現は今この時も続いているのである。

6．今こそ「最後の機会」

　判決の波及効果は大きい。国連条約委からの厳

しい勧告や与党 PT、超党派議連については冒頭

に述べた。本稿執筆段階では、判決後いち早くヘ

イト・スピーチ対策の検討を表明した橋下徹・大

阪市長が、「対策」の一環としての意見交換会で

在特会会長と罵り合っている。補助金の存廃で脅

して、朝鮮学校の教育内容に手を突っ込んだ挙句、

補助金停止に踏み切るなど、自ら率先して「朝鮮

人、朝鮮学校には何をしてもいい」と示す彼です

ら、対応を口にせざるを得ない、あるいは人気取

りのネタと思わせる「力」があったのだ。

　いずれにせよ歴史修正主義者、人種的差別主義

者が権力を持つこの国で事態は動き出している。

「表現の自由」との「シーソー論」に逃げ込み思

考停止する愚は許されない。よく言われる人種差

別撤廃条約4条に明記された「差別の法規制」の

留保だけではない。1979年に批准した国際人権

規約にも差別の法的規制は明記されている。それ

でも「日本には立法措置が必要な差別は存在しな

い」と公言してきたのが日本政府なのだ。「法的
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拘束力はない」などという問題ではない。2014

年の条約委における審査では、「何のために加入

したのか」との声すら出たという。人種的差別禁

止の理念法すらない「差別天国」日本で今後、検

討すべきことはいくらでもある。超党派議連が目

指す「理念法」を早急に制定した上で、国レベル

での法規制の推進、その前提である被害実態の調

査と濫用防止の検討、現行法の有効活用や、自治

体レベルでの条例制定……などなど課題は山積だ。

そしてヘイト・スピーチの問題性はあくまで被害

実態から認識され、その対策は被害の回復と防止

の観点から展望されるべきだ。「1回目の襲撃は

衝撃だった。2、3回目は恐怖だった」。ある保護

者は筆者にこう語った。その「恐怖」が向いてい

たのは、デモに法的対処ができない日本の法制度

や、官憲によってデモが許可、護衛されたことに

止まらない。むしろその「恐怖」が向いていた本

当の先は、隣人が直面したあの事態を止めない、

問題視しないマジョリティだったのではないか。

憲法13条「個人の尊重、幸福追求の権利」、憲法

14条「法の下の平等」が日常的に毀損され、「あ

たりまえ」が「あたりまえ」でない状況を強いら

れる子どもたちがいる。その現実を私、私たちは

放置し続けるのか？　「仕方ない」というのだろ

うか？　「マイノリティなのだから我慢しろ」と

のメッセージを発し続けるのだろうか？ 

　デモは今も官憲に護られ、路上に撒かれた憎悪

の種は現実に更なる暴力を誘発している。2014

年1月には神戸朝鮮高級学校に鉄棒を持った男性

が乱入し、男性教員に「お前朝鮮人か」といいな

がら殴りつけた傷害事件が起きた。翌月には神奈

川県川崎市で、ヘイトデモ参加者が通行人に模造

刀で切りつけて怪我を負わせる事件が起きた。佐

賀では日本語学校生に暴言や卵が投げつけられ、

日本軍「慰安婦」問題を巡る初期の報道に携わっ

た元『朝日新聞』の記者が非常勤講師を務める大

学に爆破予告が出された。前述のように同年8月

15日には、在特会のメンバーらが東京・飯田橋

で、居酒屋でたまたま出くわしたカウンターのメ

ンバーらに襲いかかり、うち2人に肋骨を折るな

どの重軽傷を負わせた。襲われた被害者は右翼系

の日本人だが、在特会メンバーらは首都圏の路上

で、こう叫びながら無抵抗の彼らを袋叩きにした

という。「朝鮮人死ね！」「チョンコ！チョン

コ！」。そして他でもない9月1日を挿んだ広島豪

雨災害の際には、ネットで「外国人窃盗団」の存

在がまことしやかに喧伝された─。1923年9月

の関東大震災事、官民のヘイト・スピーチが引き

起こしたのが、他でもない朝鮮人、中国人らを狙

った虐殺だった。あの時と今の日本に、いかほど

の距離があるのだろうか。

　そして忘れてはならないのは、裁判と同時に進

行した朝鮮学校の無償化排除、補助金の停止であ

る。1980から90年代にかけて、当事者の運動に

よって多少の改善を獲得してきた民族教育への弾

圧政策が、2000年代以降、再び激化に転じたのだ。

敗戦70年となる来年に向けて、歴史修正主義者

たちの攻勢は強まるだろう。前述した在特会前会

長との罵り合いの翌日、大阪市長・橋下徹が表明

した「特別永住資格、入管特例法の見直し」は在

特会の従前からの主張であるし、日本版ネオナチ

「次世代の党」が公約に掲げた「生活保護は日本

人だけ」もまた然りだ。これらの流れは、植民地

支配に起因して異郷で世代をこえて生を紡いでき

た「〈在日〉が在日する」正当性の否定にまで到

るかもしれない。放置したヘイトは過激化してい

く。日々、更新されていく「過去最悪」に楔を打

ち込む最後の機会が、まさに今なのだ。

1） 2014年 12月 22日付、「ろくでなし子」の意見陳
述書から（於・東京地裁）。

2） 2013年 10月 7日、京都地裁判決。
3） 2014年 12月 9日、最高裁も被告側の上告を棄却。

大阪高裁判決が確定した。
4） 崔によれば、敗戦後の日本で朝鮮人差別の文言が

公に語られ始めたのは 1946年秋、闇市で流通し
ていた「隠匿物資」についての国会委員会だった。
植民地支配解放後の日本における朝鮮人差別は
「闇市神話」を巡る議論の中で再編、継承されて
いったと崔は分析する（2014年 4月 18日、早稲
田大学で開催された早稲田大学韓国学研究所主催



ヘイト・スピーチ問題の現在～被害実態から考える～　　27

の若手研究会「韓国学研究のフロンティア」での
崔の発表「戦後日本における『朝鮮人問題』言説
の起源─資本主義秩序の危機とレイシズムの再
編という視点から」）。

5） 樋口直人『日本型排外主義―在特会・外国人参政
権・東アジア地政学』名古屋大学出版会、2014年。

6） 『図書新聞』2014年 9月 6日号、梁英聖「京都朝
鮮学校襲撃事件高裁判決に寄せて　民族教育の意
義を認めた画期的判決の実践的意義について」。
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1　問題設定

（1）日本における排外主義

　近年、日本社会において在日外国人、とりわけ

韓国・朝鮮人そして中国人をターゲットする街宣

活動やデモが散見される。それらの参加者たちは、

ヘイト・スピーチ、すなわち、一定の属性によっ

て特徴づけられる集団に対して侮辱的で攻撃的な

表現を連呼するなどの表現行為をする。例えば、

「殺せ、殺せ、○○人！！」、「日本から出て行け、

出て行け、ゴキブリ○○人」、「○○人たち、日本

から出て行かなければ、南京大虐殺のつぎは鶴橋

大虐殺をするぞ」などと大声で連呼する。憎しみ

をあおり、しかも差別扇動するような「ヘイト・

スピーチ」デモや街宣活動が2013年に全国で少

なくとも360件あったとの調査結果が出ている1）。

また、プロサッカーの試合で人種差別が疑われる

「JAPANESE ONLY」と書かれたサポーターによる

横断幕が掲げられた問題が発生した2）。

　ヘイト・スピーチが社会問題化する一方で、国

連レベルでは、自由権規約委員会111会期におい

て、7月24日、日本政府に対して人種差別、憎悪

や人種的優位を唱える宣伝活動やデモを禁止する

よう勧告が出された3）。8月には、国連人種差別

撤廃委員会は、日本政府に対する総括所見でヘイ

ト・スピーチに対する規制をせよとの勧告を出し

た。

　また、司法レベルでは、店主が外国人は立入り

禁止である旨告げて店から追い出そうとした事件

に係る静岡地方裁判所浜松支部判決4）、公衆浴場

入り口に「外国人の入浴を拒否」との張り紙をし

て入店を拒んだ事件に係る札幌地裁判決5）、京都

朝鮮第一初級学校に対する襲撃事件に係る大阪高

裁判決6）において人種差別撤廃条約にいう「人種

差別」を内容とする名誉毀損が行われた場合に民

法の不法行為（民法709条）を構成すると判示し

ており、ヘイト・スピーチが人種差別に当たるこ

とが明らかになっている。

（2）検討課題

　本稿は、このような社会状況を前にして、以下

のことを検討すべき問題として位置づけ、これら

を明らかにしていくことを目的とする。

①ヘイト・スピーチ（街頭でのいわゆる街宣活動や

デモそしてインターネット上での攻撃的な侮辱的表

現行為）とは、そもそも何なのか。なぜ、あえて

ヘイト・スピーチという言葉を用いる必要性があ

るのか、つまり、従来から法律に存在する名誉毀

損や侮辱と何が違うのか、

②個人的名誉の毀損とは異なる、ヘイト・スピー

チの「害悪」とは何か、この害悪から発生する

「被害」とは何なのか、

③ヘイト・スピーチの害悪と被害の実態に対応し

た法的措置とはどのようなものがあり得るのか。

金尚均（龍谷大学）

ヘイト・スピーチの 
害悪 

特集
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　本稿では、これらの課題を検討する素材として、

朝鮮学校に対する名誉毀損と業務妨害が人種差別

撤廃条約における『人種差別』に該当すると判断

した判例を素材とする。これを通じて、日本にお

けるヘイト・スピーチに関する法的状況を明らか

にする。

2　京都朝鮮学校裁判

（1）京都朝鮮第一初級学校事件にかかる判決

　本事案は、京都の南区にあった朝鮮学校に対し

て、Z会らのメンバーが児童公園の朝鮮人による

不法占拠を許さないとして、白昼堂々、児童のい

る学校の直前で街宣活動をし、授業などを防止し、

他学校周辺で2回にわたってでも活動をしたこと

に関するものである。

　第1に、表現の自由の問題について「しかし、

本件活動は、本件学校が無許可で本件公園を使用

していたことが契機となったとはいえ、本件発言

の内容は、本件公園の不法占拠を糾弾するだけで

なく、在日朝鮮人を劣悪な存在であるとして嫌

悪・蔑視し、日本社会で在日朝鮮人が日本その他

の外国人と共存することを否定するものであって、

本件発言の主眼は、本件公園の不法占拠を糾弾す

ることではなく、在日朝鮮人を嫌悪・蔑視してそ

の人格を否定し、在日朝鮮人に対する差別意識を

世間に訴え、我が国の社会から在日朝鮮人を廃斥

すべきであるとの見解を声高に主張することにあ

ったというべきであり、主として公益を図る目的

であったということはできない。」とし、「しかし、

これらの示威活動における番号12ないし24の発

言や文字表現が侮辱的かつ卑俗的に在日朝鮮人の

民族的出自を貶める内容であることに加え、示威

活動①から間もなくして、その様子を撮影した映

像が公開されていたこと、示威活動②及び③の前

には、控訴人在特会のウェブサイトに「不逞鮮人

を許さない」「朝鮮人犯罪を助長する犯罪左翼・

メディア」「不逞鮮人の伝統芸能」「卑劣、凶悪民

族から公園を取り戻す」という表現を含む記事を

掲載し、会員その他不特定多数の者に対して示威

活動への参加を呼びかけていたことなどをも勘案

すると、控訴人 G、控訴人 H及び控訴人 Bは、

示威活動②及び③が、我が国の社会から在日朝鮮

人を排斥すべきであるとの差別目的で行われるこ

とを認識しながら、積極的に参加していたといわ

なければならない。控訴人 G、控訴人 H及び控

訴人 Bの目的が専ら公益を図るものであったと

は到底認め難いし、またそれらの行為が表現の自

由によって保護されるべき範囲を超えていること

も明らかである。」、「しかし、名誉毀損は、人の

社会的評価を低下させる行為であるから、その対

象となる人が特定されることが必要であるが、番

号7、8、10、15及び21の発言は、被控訴人の関

係者や警察官に対する発言であっても、在日朝鮮

人をあざけり、日本社会で在日朝鮮人が日本人そ

の他の外国人と共存することを否定する内容であ

り、本件学校を設置・運営し、朝鮮人教育一般文

化啓蒙事業を行うことを目的とする被控訴人に向

けられたものであって、被控訴人を対象としたも

のということができるし、上記内容に照らして、

被控訴人に対する人種差別の目的を主眼とするも

のであり、控訴人らが自らの正当な利益を擁護す

るためやむを得ず被控訴人の名誉を毀損する発言

をしたとみることはできない。応酬的言論の法理

により控訴人らの行為が免責される余地はない。」

と判示した。

（2）民法の不法行為と人種差別撤廃条約

　第2に、民法の不法行為と人種差別撤廃条約と

の関係について、「人種差別撤廃条約は、国法の

一形式として国内法的効力を有するとしても、そ

の規定内容に照らしてみれば、国家の国際責任を

規定するとともに、憲法13条、14条1項と同様、

公権力と個人との関係を規律するものである。す

なわち、本件における被控訴人と控訴人らとの間

のような私人相互の関係を直接規律するものでは

なく、私人相互の関係に適用又は類推適用される
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ものでもないから、その趣旨は、民法709条等の

個別の規定の解釈適用を通じて、他の憲法原理や

私的自治の原則との調和を図りながら実現される

べきものであると解される。」、「したがって、一

般に私人の表現行為は憲法21条1項の表現の自由

として保障されるものであるが、私人間において

一定の集団に属する者の全体に対する人種差別的

な発言が行われた場合には、上記発言が、憲法13

条、14条1項や人種差別撤廃条約の趣旨に照らし、

合理的理由を欠き、社会的に許容し得る範囲を超

えて、他人の法的利益を侵害すると認められると

きは、民法709条にいう『他人の権利又は法律上

保護される利益を侵害した』との要件を満たすと

解すべきであり、これによって生じた損害を加害

者に賠償させることを通じて、人種差別を撤廃す

べきものとする人種差別撤廃条約の趣旨を私人間

においても実現すべきものである。」、としつつも、

「わが国の裁判所は、単に人種差別行為がされた

というだけでなく、これにより具体的な損害が発

生している場合に初めて、民法709条に基づき、

加害者に対し、被害者への損害賠償を命ずること

ができるというにとどまる。」と判示した。

（3）人種差別撤廃条約の賠償金額への反映

　第3に、損害賠償に関連して不法行為の内容と

しての人種差別について「我が国の不法行為に基

づく損害賠償制度は、被害者に生じた現実の損害

を金銭的に評価し、加害者にこれを賠償させるこ

とにより、被害者が被った不利益を補填して、不

法行為がなかったときの状態に回復させることを

目的とする。加害者に対する制裁や、将来におけ

る同様の行為の抑止を目的とするものではないか

ら、被害者に実際に生じた損害額に加え、制裁及

び一般予防を目的とした賠償を命ずることはでき

ない。しかしながら、上記のとおり人種差別を撤

廃すべきものとする人種差別撤廃条約の趣旨は、

当該行為の悪質性を基礎付けることになり、理不

尽、不条理な不法行為による被害感情、精神的苦

痛などの無形損害の大きさという観点から当然に

考慮されるべきである。」と判示した。

（4）本件における民族教育の意義

　第4に、名誉毀損並び業務妨害の本質に関連し

て、「被控訴人は、本件活動により、学校法人と

しての存在意義、適格性等の人格的利益について

社会から受ける客観的評価を低下させられたこと、

本件学校の職員等の関係者が受けた心労や負担も

大きかったこと、本件活動により、本件学校にお

ける教育業務を妨害され、本件学校の教育環境が

損なわれただけでなく、我が国で在日朝鮮人の民

族教育を行う社会環境も損なわれたことなどを指

摘することができる。」、「本件活動は、その全体

を通じ、在日朝鮮人及びその子弟を教育対象とす

る被控訴人に対する社会的な偏見や差別意識を助

長し増幅させる悪質な行為であることは明らかで

ある。」、「被控訴人は、控訴人らの上記行為によ

って民族教育事業の運営に重大な支障を来しただ

けでなく、被控訴人は理不尽な憎悪表現にさらさ

れたもので、その結果、業務が妨害され、社会的

評価が低下させられ、人格的利益に多大の打撃を

受けており、今後もその被害が拡散、再生産され

る可能性があるというべきである。また、事件当

時、本件学校には134名の児童・園児が在籍して

いたが、各児童・園児には当然のことながら何ら

の落ち度がないにもかかわらず、その民族的出自

の故だけで、控訴人らの侮辱的、卑俗的な攻撃に

さらされたものであって（児童らが不在であった

場合であっても、事件の状況を認識し、又は認識す

るであろうことは容易に推認できる。）、人種差別と

いう不条理な行為によって被った精神的被害の程

度は多大であったと認められ、被控訴人は、その

在校生たちの苦痛の緩和のために多くの努力を払

わなければならい。」と判示して、朝鮮学校によ

る民族教育の意義を認め、同時に、これに対する

名誉毀損と業務妨害を認めた。
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3　ヘイト・スピーチとは？

（1）ヘイト・スピーチとは？

　ヘイト・スピーチについて公式の定義があるわ

けではない。このような事情のもと、「差別、敵

意又は暴力の煽動となる国民的、人種的又は宗教

的憎悪の唱道」（自由権規約第20条2項）等がこれ

に当たるとされてきたが、1997年に採択された

ヘイト・スピーチに関する欧州審議会閣僚委員会

勧告97（20）も、これについて定義している。

「『ヘイトスピーチ』という用語は、人種的憎悪、

排外主義、反ユダヤ主義を流布、喚起、促進また

は正当化するあらゆる形態の表現、ならびに、不

寛容にもとづく他の形態の憎悪を含むものとして

理解されねばならない。マイノリティ・移民、移

民を起源とする人々に対する、攻撃的ナショナリ

ズム、自民族中心主義、差別および敵対によって

表現される不寛容も含まれる7）」。また、最近、

「人権原則の核心である人間の尊厳と平等を否定

し、個人や特定の集団の社会的評価を貶めるべく、

他者に向けられる形態のスピーチ」（人種差別撤廃

委員会一般的勧告35の10項）と示されるにいたっ

ており、ヘイト・スピーチの定義は明確になりつ

つあると言ってよい。にもかかわらず、ヘイト・

スピーチの定義が定まっていない一因は、「一定

の属性によって特徴づけられる集団」の中に人種、

国籍、民族、出自、性別、性的指向等、どのよう

なファクターを含めるのか、またいかなるファク

ターをもってマイノリティとして扱うのかという

ことが、それぞれの国や社会の抱える社会事情に

よって異なることにも基因する。ヘイト・スピー

チそのものは表現行為である。日本において表現

行為は、刑法上また民法上も規制対象である。刑

法上、名誉毀損罪（刑230条）と侮辱罪（刑231条）

が規定されている。民法上、不法行為（民709条）

の一類型として名誉毀損があることは自明である。

これらの規定は、憲21条の表現の自由の保障を

大前提としつつも、これを濫用する行為、つまり

他人の名誉を毀損する場合には一定の制約を受け

ることを意味する。このことから表現の自由とい

う権利も何ら無制約に保障されるわけではないと

いうことが帰結される。

　それでは、あえてヘイト・スピーチを取りあげ

る必要あるのであろうか。上記の現行法で対処す

ることができるのではないかとの疑問が生じる。

日本の法制上、名誉毀損や侮辱などの名誉侵害に

ついて、民法上及び刑法上も、特定の「人」─

自然人並び法人などの統一的意思をもつとされる

集団─を攻撃客体としている。しかも、これは

具体的に特定できる「人」のことをさす。これに

より、同じ人であっても、不特定多数人は名誉侵

害における攻撃客体としての「人」に含まれない

ことになる。それゆえ、日本における名誉侵害に

係る刑法上並び民法上の規定は、特定の個人のみ

を保護客体としており、法律上、具体的に特定で

きる人のみが名誉の享有主体であると理解されて

いると言ってよい。また、このことを敷衍すると、

現行法上、その攻撃との関係で、特定できる人し

か名誉をもたないということになる。これに伴い、

たとえ、行為者によって公の場において一定の属

性によって特徴づけられる集団に対して侮辱的表

現が行われたとしても、しかも行為者にとっては

特定の集団を標的にしてそれが行われたとしても、

いわば統一的意思をもたない集団であることから、

とりわけその属性について攻撃的な侮辱的表現が

行われた場合であっても、個別的かつ具体的な被

害者を特定できないとしてそのような侮辱的表現

は制裁の対象から除外される。被害客体である人

を特定できないことを根拠に、全て、不特定とい

う枠組みで理解してよいのであろうか。ここで注

意を向けるべきこととして、具体的に特定可能な

人を被害者として限定することは 、必ずしもそ

れ以外の侮辱的表現が人に対して何らの害を生じ

させないことを含意することを意味しないという

べきではなかろうか。侮辱的表現が向けられる攻

撃客体との関係では、不特定という枠組みは特定

の個人と区別するものでしかなく、表現行為が特

定の人だけに向けられるわけでなく、（特定）の
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集団に向けられることがあるという実態、社会に

おける現実の害を考える場合、つまり社会に当た

る害と社会が受ける害と同時に、それだけでなく

攻撃客体である当事者に与える害と受ける害を考

えた場合に、かなり大雑把な括りであり、十分な

ものとは言えないのではなかろうか。

（2）名誉毀損とは異なるヘイト・スピーチの実態

　人は、孤島に一人で生きる場合は別として、社

会生活を送る際、たった一人で孤立して生きるこ

とができない限り、純粋個人としての存在の側面

をもつ同時に、その個人の背景にある人種、民族、

出自、性別等々の属性をもつ存在の側面をもつ8）。

これは人間が単に一人称、二人称の世界だけで暮

らすのではなく、これを超えて三人称の世界の中

で生活する社会において人々の存在の社会的ない

し歴史的背景となり、そのアイデンティティの構

築に大きな影響をもつ9）。そういうことからする

と、なにも人に対する侮辱的表現が特定の人に向

けられたものだけに限らないことになるのではな

かろうか。つまり、特定の個人ではなく、一定の

属性によって特徴づけられる集団に向けて侮辱的

な表現が行われるということである。いわゆる差

別表現はかつてから現在に至るまで散見される。

その意味では、新しい問題ではなく、今もなお解

決していないそれである。本稿で議論の対象とす

る行為は、は、街角や公衆トイレの壁に書かれて

いる一人の個人的行為者によって密かに行われる

陰湿な差別落書きなどのいわゆる差別的表現とは

一線を画して、多数人が集合して、デモや街宣活

動と称して、─密かにばれないように表現する

どころか─公の場で公然と攻撃的に侮辱的な表

現を連呼する、いわゆるヘイト・スピ－チである。

人種差別撤廃条約1条の「人種差別」の定義に基

本的に習い、ヘイト・スピーチを、人種、皮膚の

色、世系又は民族的若しくは種族的出身等、一定

の属性によって特徴づけられた集団に対して、当

集団の区別、排除、制限、蔑み又は優先の目的を

もって、公の場において、公然と攻撃的に侮辱的

表現をすることと定義すると、従来の差別表現と

ヘイト・スピーチとは、排外性、差別性、属性に

向けられている点で共通するが、公然性、攻撃性、

情報拡散性10）において際だって異なる。ここで

注意すべきなのは、侮辱的表現の攻撃の矛先が特

定の人ではないということと、被害者が特定の人

でないということを混在させてはいけないという

ことである。このような混在から生じるのは、両

者とも特定の人でないから名誉侵害の構成要件の

保護対象から除外されるという帰結である。この

ような帰結は、侮辱的表現による攻撃は特定の人

にしか向けられない、ないしは個人にしか害が生

じないという純粋個人主義的な権利概念に根ざし

た理解に基づくのではないかと思われる。

　また、このような理解は、侮辱的表現は（社会

的）名誉を毀損することにその本質があり、その

名誉の帰属主体は具体的な「人」又は統一的な意

思をもつ「人」であるとする考えを基礎としてい

る。人は個人的権利を有し、これに対する侵害の

問題があるのはいうまでもない。ここでは、基本

的人権である個人の人格権から導出された個人的

名誉とその毀損のことを指す。

　しかし、侮辱的表現がある属性によって特徴づ

けられる集団（民族、人種、出自、性別など）に対

して行われ、しかも当該表現が、下品かつ侮蔑的

だけでなく、例えば、当該属性を有する人々が日

本社会においてマジョリティ・日本人の人々と平

等の立場で生活することを妨害しようとする発言

であった場合には、個人的権利の救済だけでは問

題は解決しえないことがあることを看過してはな

らない。このような侮辱的表現による攻撃が個人

でなく、一定の属性を有する集団に向けられると

は、その集団の存在そのものに向けられることを

意味することから、その害は、個人ではなく集団

の経験として被ることになる11）。この場合、一人

の個人の名誉が保護されたとしても、これで問題

を十分に汲み尽くしたとは言えず、同じ集団に属

する他の人々は保護されないままではあり、同じ

攻撃が繰り返されるということである。人の属性

に向けられた侮辱的表現は、その意味で、個人の
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権利や法益の保護とその侵害の問題として捉える

だけでは問題の本質を把握しきれたとは言い難

い12）。

（3）集団的被害経験としてのヘイト・スピーチ

　では、なぜ、本質を把握しきれたとは言い難い

のであろうか。

　侮辱的表現の標的は、個人の場合と、これにと

どまらず、個人を超えた集団の場合もあることは

既知のことである。個人を超えた集団に対する侮

辱的攻撃について検討する前提として、先にも述

べたように、それぞれの人は自己の存在の背景に

人種、民族、出自、性別等の属性を有しているこ

とをあらためて想起しなければならない。このこ

と自体は全ての人に当てはまることである。全て

の人は、人という属性だけでなく、そこからさら

に上記のような属性を有しており、これが人々の

人格形成に大きな影響をもつ。属性とは、自己と

他者を区別する概念としてだけ用いられるのでな

く、もっと広く、例えば、民族や人種などによっ

て特徴づけられる集団という、他の集団と区別す

る枠組みを構築するために用いられる。属性その

ものはそのほとんどが本人の意思とは関係なく生

来備わっているものであり、個人では変更できる

ものではないが、属性に基づく集団の形成は、何

も当該属性を有する人々によって積極的に行われ

るとは限らない。むしろ、一定の人々が自分たち

と「異質な」ものとして区別するために、不特定

多数の人々について属性を当てはめることで集団

として「一括り」にするために他者によって形成

されることが往々にしてある。このことこそが問

題である。歴史的、社会的、物理的関係ないし事

情などから、一定の属性によって特徴づけられる

集団が蔑まれることがあったし、そして現在もこ

のようなことがあることは周知のことである。こ

のように蔑まれる集団は、通常、社会的少数者、

社会的弱者である。このような集団に対してマジ

ョリティ・社会的多数の側から侮辱的表現が投げ

かけられる。この侮辱的表現をすることの意味は、

一定の属性によって特徴づけられる集団に属する

個人を蔑むだけでなく、集団そのものとその存在

を蔑むことに本質がある。ここであらためて疑念

とせざるを得ないのは、一定の属性によって特徴

づけられた集団に対する侮辱的表現が行われた場

合、ここでは何らの損害はないのであろうか、と

いうことである。一般的に言うと、属性に向けら

れた侮辱的表現は、憲21条の表現の自由の行使

と言うべきなのであろうか。判例は、「人種差別

撤廃条約は、国法の一形式として国内法的効力を

有するとしても、その規定内容に照らしてみれば、

国家の国際責任を規定するとともに、憲法13条、

14条1項と同様、公権力と個人との関係を規律す

るものである。すなわち、本件における被控訴人

と控訴人らとの間のような私人相互の関係を直接

規律するものではなく、私人相互の関係に適用又

は類推適用されるものでもないから、その趣旨は、

民法709条等の個別の規定の解釈適用を通じて、

他の憲法原理や私的自治の原則との調和を図りな

がら実現されるべきものであると解される。」、

「したがって、一般に私人の表現行為は憲法21条

1項の表現の自由として保障されるものであるが、

私人間において一定の集団に属する者の全体に対

する人種差別的な発言が行われた場合には、上記

発言が、憲法13条、14条1項や人種差別撤廃条

約の趣旨に照らし、合理的理由を欠き、社会的に

許容し得る範囲を超えて、他人の法的利益を侵害

すると認められるときは、民法709条にいう「他

人の権利又は法律上保護される利益を侵害した」

との要件を満たすと解すべきであり、これによっ

て生じた損害を加害者に賠償させることを通じて、

人種差別を撤廃すべきものとする人種差別撤廃条

約の趣旨を私人間においても実現すべきものであ

る。13）」と判示するが、これは個人が被害者とし

て特定されることを前提としている。しかし、具

体的な被害者がいないという解釈は上述のことか

らすれば理屈に合わない。逆に、当該集団に属す

る全ての構成員が被害者とも言える。　　

　それではどのような害があるのであろうか。一

つには、集団に対する侮辱的表現の真意は、被攻
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撃集団に対する蔑み（二級市民、人間以下と見下す

こと）と憎悪（敵として扱うこと）にあり、しかも

当該集団の構成員の生命・身体などの法益に対す

る侵害の将来の危険性を胚胎している。もう一つ

として、このような表現を受けた人々は、大変怒

りと悲しみを抱き、そして自己の存在する社会に

対して敵対心と防衛心を抱くと同時に、なにより

も社会生活において自尊の感情を喪失してしまう

可能性がある14）。Rawlsが述べているように、人

にとって最も重要な基本財（primary good）とは、

自尊（self-respect）である。自尊には、彼自身が価

値あるものだという感覚、すなわち、彼にとって

の善の概念、つまり彼の人生の計画は遂行するに

価値のあるものだということを含意しており、ま

た自己のもっている能力に対する信頼を含んでい

る。自尊を喪失させられた人は自分自身の存在、

生そして自己の価値をどのように評価するであろ

うか。自尊なしには人は自分自身の人としての価

値を認識できず、自分自身を尊重することはでき

ないであろう。

　あえて言うならば、一定の属性によって特徴づ

けられる集団に対する侮辱的表現による攻撃は、

個人の名誉とは別の事柄、つまり別の利益を侵害

しているというべきではなかろうか。具体的被害

者がいないということは、侮辱的攻撃が直接特定

の個人に向けられていないことと、これに加えて

表現内容が具体的な個人を指す内容ではないこと

に基因する。しかし、このことから、常に何らの

利益も侵害・危殆化していないと演繹することが

できるとは限らない。何らの利益も侵害・危殆化

していないと解するのは、個人の人格権及び名誉

の毀損の側面しか見ていないことによるものと思

われる。一定の属性によって特徴づけられる集団

が蔑みの対象とされることによって、これに属す

る構成員は、社会的にそもそも価値の低い者と見

なされるおそれがあり、その名誉は十全に保護さ

れないことが十分に考えられる。そうであるとす

れば、個人の名誉に対する攻撃とは別に、特定の

属性によって特徴づけられる集団に対する侮辱的

表現による攻撃の問題を扱う必要があるのではな

かろうか。

4　ヘイト・スピーチの害悪

（1）「不快」に止まらないヘイト・スピーチの害悪

　ヘイト・スピーチは侮辱的表現行為のことであ

る。この侮辱的表現は単なる『ひどい悪口』に止

まらない因果的効果をもつ。その一つの側面、す

なわちその害悪の一つの側面は、ヘイト・スピー

チのメタ・メッセージである。ヘイト・スピーチ

をする側の侮辱的表現の顕現的側面は、ひどい悪

口であるが、それのもつ潜在的側面ないし本質的

側面は、人種差別撤廃委員会一般的勧告35の10

項による人権原則の核心である人間の尊厳と平等

を否定し、個人や特定の集団の社会的評価を貶め

ることにある。ヘイト・スピーチの何が問題なの

であろうか。単にそれを聞かされて「腹が立つ、

気分が悪くなる」、つまり「不快」を感じるだけ

では収まりきれない実害がある。それだけのこと

であれば、京都事件で原告は訴訟を提起する必要

はなかったであろう。

　 現実の社会では、単に物理的な個体ではなく、

人々は、様々な理由から現在いる場所に存在して

おり、その意味で歴史的な存在である。また、言

葉などの媒体手段を用いて他者とコミュニケーシ

ョンをとることで社会において存在するという意

味で社会的存在である。このような人々の存在に

関する歴史性と社会性に照らすと、人々は、各々、

個人として尊重されなければならないことは当然

のことであるが、同時に、個人としての人には、

それぞれの背景がある。それは、例えば、民族、

人種、性別、性的指向、等である。人の背景は、

彼の属性によって構成されるのであり、まさに歴

史的であり、また社会的である。人の背景として

の属性は、個々人の人格の一部であると言っても

過言ではない。この属性は、本来的には、個人の

社会的評価、つまり外部的名誉ではない。なぜな

ら、憲法第14条「すべて国民は、法の下に平等
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であつて、人種、信条、性別、社会的身分又は門

地により、政治的、経済的又は社会的関係におい

て、差別されない。」と定められているように、

そもそも、その属性如何によって評価されること

があってはならないからである。しかし、このよ

うな議論は、現実の社会を直視するならば、ある

種の理想論になるかもしれない。悲しい現実とし

て未だ差別が社会にはある。人が、同じ人である

他者に対して、低劣・低俗として扱う。例えば、

人は、個々に固有の名前をつけるなどして自らを

他人と区別する。それは、固有の存在としての自

己のアイデンティティを確保するという意味でき

わめて社会的に重要である。名前に始まって、私

たちの社会は差異を利用することで社会システム

を形成している側面がある。しかし、その差異が、

自己と他者のコミュニケーションのために利用さ

れるのではなく、他者に対して憎しみや蔑みの感

情を持って、不平等な関係を形成するために用い

られる場合、それは差別となる。いわれのない偏

見や蔑みが社会化されている場合が多々ある。差

別は一定の集団を対象にしており、差別を社会か

ら除去してゆく救済においても、集団全体として

の社会的地位を向上させなければならず、差別さ

れている集団に属する個人に対して、ある差別行

為があった場合、当該個人に関して当該差別行為

からの救済を行ったとしても、彼が属する集団が

差別されている状況が存する限り、同様の差別は

繰り返されてしまう。その意味で、それは蓄積的

である。

（2）法の下の平等とヘイト・スピーチ

　人種、民族、出自、性別、性的指向等の属性に

向けられる侮辱的表現、つまりヘイト・スピーチ

には、個人に対する社会的評価の低下の側面とは

異なっている。確かに権利は主観的なものである

が、それを取り巻く客観的な環境が主観的権利に

諸々の影響を及ぼすことがあり、客観的環境が或

る形で存在することが、主観的権利にとって望ま

しいまたは求められる。まとめると、平等に関し

て、権利保障の不十分さだけや不当に重く義務が

課されることだけを問題にするのではなく、権

利・義務の不平等分配の背後に、不平等処遇の犠

牲者たる人々の社会的地位の格下げという害悪と

これによる自尊の侵害を見て取るべきである。こ

のような意味を込めて、このようなヘイト・ス

ピーチは社会的な平等関係（の構築）を阻害し、

集団に属する人々の社会参加をする機会を阻害す

る側面をもっている。なぜなら、ヘイト・スピー

チは、人を人として見ない、人に格差をつけるこ

と、つまり「二級市民」、「人間以下」として蔑む

ことに本質があるからである。確かに人の属性に

対する侮辱的表現、すなわちヘイト・スピーチと

呼ばれる行為は、個人的名誉を保護する名誉侵害

罪の対象とは言い難い。ヘイト・スピーチは必ず

しも具体的な個人に向けて発せられる表現行為で

はないからである。名誉侵害罪における侵害の特

徴が、個人攻撃と個人のプライヴァシーの暴露で

あるのに対して、ヘイト・スピーチのそれは、社

会に存在する一定の集団への排除的な攻撃にある。

ヘイト・スピーチは、個人は直接的に自己の人格

そのものに向けて攻撃されてはいないかもしれな

いが、一定の集団の排除をそのメタ・メッセージ

として社会に発していることを見逃してはならな

い。社会からの排除、つまり存在の否定という意

味をもつことから、ヘイト・スピーチは個人的利

益にもまして社会的利益に対する侵害・危険がク

ローズアップされてくる。ここで名誉侵害罪にお

ける保護範囲に当てはまらないことを理由にヘイ

ト・スピーチが何らの利益も侵害・危険にさらし

ていないということにはならないことが判明する。

つまり、人種や民族、性別などを背景とする一定

の属性を有する集団に属する人々を法的保護の対

象外とすることから、個人の問題としてだけでは

処理しきれない、まさに法の下の平等の問題があ

る。全ての法的問題を個人の法的権利の問題とし

て対処できるのであれば、憲14条の「法の下の

平等」の存在意義は失われることになる。

　憲法14条は、法の下の平等を保障しているが、

ここでは、法適用の平等性・公正性、権利・義務
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の公正な分配、法的保護の平等性、生きる権利の

平等な保障をその内容としていると考えるべきで

ある。特に、最後の生きる権利の平等の保障とは、

法が保護すべき根本的権利である生存権保護の平

等を意味するが、属性に対する侮辱的表現は、集

団に属する人々に対して平等に法適用、権利保障

そして権利の行使を否定している。「二級市民」、

「人間以下」とは、「人間じゃない」ということで

あり、対等平等な人として法の下に平等に生きる

ことを否定している。

　一定の属性を有する人々一般にむらけられたヘ

イト・スピーチは、表層的には、人格権の否定

（自分が人間としての自分であることを否定される）

そして生存権の否定（対等な人間として生きる権

利・法の下において平等であることを否定される）

が問題になる。しかし、その実態としては、特定

の属性をもつ人々が生きながらして人格権・生存

権を否定されながら生き続けるという意味におい

て、その侵害は継続している状態にある。ここで

は、不平等、つまり、個人を特定できないという

ことではなく、公共の場において一定の属性に向

けて侮辱的発言をすることで「民主主義社会にお

ける根本基盤である対等で平等に生きること」

（＝社会的平等）を否定している。

　社会においては、人々は、自己の歴史の一つと

して出自、性向、民族などの属性を有することは

実体として認識されている。社会の構成員である

人々は、この属性に基づいて人格形成をし、自ら

のアイデンティティを形成・確保する。とりわけ

社会の少数派となる属性をする人々は、自己のア

イデンティティを形成・確保するために自己の属

性を強く意識することもある。問題は、社会が単

に何らの背景も持たない個人の集まりとして形成

されているだけではなく、様々な属性を有する個

人から形成されている。その意味で、社会的存在

としての個人にとって、彼の有する属性もアイデ

ンティティに含まれる。この属性に対して侮辱ま

たは差別的表現行為をすることは、当該属性をす

る人々を対等な人間とは見ず、社会における平等

関係を毀損することにつながる 。

（3）暴力と社会的排除の前段階としてのヘイト・スピーチ

　ヘイト・スピーチのもう一つの害悪の側面とし

て、それが標的とされた集団に対する社会的排除

や暴力犯罪を正当視ないし当然視する効果を持つ

ということをあげることができる。欧州審議会閣

僚委員会勧告97（20）が、ヘイト・スピーチを人

種的憎悪、排外主義、反ユダヤ主義を流布、喚起、

促進または正当化するあらゆる形態の表現と理解

するところは、これらの問題に着目しているとい

える。その意味で、ヘイト・スピーチは人種に基

づく暴力犯罪の前段階として把握する必要がある。

マイノリティに対する暴力行為というものが突発

的に始まるようなものではなく、まずは、端緒と

しての悪意なき先入観が社会に浸透していること

が土壌となって、偏見に基づく具体的なヘイト・

スピーチが行われるようになり、さらにこうした

行為の数が増えるなかで制度的な差別、そしてつ

いには暴力行為が発生し、当初は散発的なものが

徐々に社会全体に蔓延するところまで発展してい

く。先入見による行為─偏見による行為─

（制度的）差別行為─暴力行為─ジェノサイ

ドというヘイト・スピーチ暴力のピラミッドを形

成する。

　現にドイツでは、国家社会主義地下組織（Na-

tionalsozialistischer Untergrund （NSU））のメンバーら

が過去10年の間に人種差別的意図での10人の殺

害、重大な放火テロ組織の構成員として関与した

との嫌疑で2013年5月6日よりミュンヘン上級裁

判所で刑事裁判の審理が開始された15）。ヘイト・

スピーチは単に言葉による悪口にとどまらない16）。

師岡は、「ヘイト・スピーチは、マイノリティへ

の悪意を社会に充満させ、マイノリティへの暴力、

極端な場合には他民族虐殺へ戦争へも導くもので

あり、平等・平和・有効をめざす社会を破壊する

点で『社会的に不正かつ危険』17）」と指摘する。

師岡の指摘は、ヘイト・スピーチが単なる表現に

とどまらず、公の場において何らの規制もなく行

われることでその害は社会において蓄積し18）、そ

のことで一定の集団に対する蔑視感ないし敵対感
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を醸成し、そのような社会的環境のもとで将来に

おいて重大な犯罪を生じさせ19）、しかもそれが軽

視されるおそれがあることに警笛を鳴らしており、

まさに正鵠を得ている。

　ヘイト・スピーチが蔓延する社会では、攻撃対

象となる集団に対する無意識の蔑みが広まること

により、同時に人権の享有主体であることを社会

的に否定してしまい、このことに対する社会的批

判も弱化するおそれがある。ヘイト・スピーチの

先にある人種差別に基づく暴力犯罪は、まさに被

害客体となる人々を「二級市民・人間以下」と見

なし、「人」として尊重しないどころか、人とし

て扱わないことを前提にして行われる。その意味

でも、ヘイト・スピーチは、単に「不快」、「聞い

ていて気分が悪くなる」、「腹が立つ」という個人

的な不快感情や気持ちのレベルの問題ではない20）。

そうだとすると、路上喫煙取締に係る都道県レベ

ルの条例の規制根拠と同じである。そうではない。

まさに人間としての生存にかかわる深刻な問題と

して受け止める必要がある。

　以上のヘイト・スピーチの害悪を加味しつつも、

それが法的規制の対象として把握する際、できる

限り簡明な定義がやはり要請させる。そこで、ヘ

イト・スピーチを一定の属性によって特徴づけら

れる集団に対する攻撃的な侮辱的表現行為として

定義することにする。攻撃性とは、デモや街宣活

動の際に、多数人が侮辱的表現を連呼することを

さす。侮辱的の意義は、まさに上述の2つの害悪

の側面のことである。

5　ヘイト・スピーチに対する規制

（1）社会的平等侵害としてのヘイト・スピーチ

　この問題を検討する前提として、あらためて、

ヘイト・スピーチに対する規制の可能性を表現の

自由との関係で考える必要がある。

　まず、一定の属性によって特徴づけられる集団

に対する侮辱的表現の場合、被害者が特定されて

いないことから法令の明確性を担保できず、しか

も権力による濫用を招く危険性があるとの懸念が

出される。このような見解は、何よりも侮辱的表

現による攻撃対象を現行法に則して理解した場合

の疑念であり、攻撃客体、つまり被害者が特定個

人でないことと、一定の属性によって特徴づけら

れる集団であることとは議論の位相を異にするこ

とを看過している。個人に対する侮辱が個人的経

験であるのに対して、ヘイト・スピーチは個人的

経験だけは汲み尽くせない集団としての経験であ

ることを看過してはならない。その理由は、ヘイ

ト・スピーチの発するメタ・メッセージが何より

もその答えを如実に示している。ヘイト・スピー

チは、その標的とされた集団の社会的地位の格下

げと、それに引き続く社会的排除と暴力犯罪の当

然視・正当視、そして対等でかつ平等な市民の参

加を前提とする民主主義制度の基盤そのものを危

険にさらす。このことは、憲法における基本的人

権の享有主体である「人」をその属性を理由に、

集団として「十把一絡げ」に権利を剥奪すること

を正当化する可能性からして、いわば「人」とし

て扱わないことを意味する。と同時に、実は、マ

ジョリティであることだけを盾にしてヘイト・ス

ピーチをする側の人々の社会基盤をも危険にさら

すのである。まとめると、名誉毀損罪の保護法益

を個人の社会的評価としての名誉であるのに対し

て、ヘイト・スピーチの規制根拠は社会的平等に

求めるべきではなかろうか21）。

（2）ヘイト・スピーチ規制における違法性判断

　つぎに、「韓国や在日の人が多くいる場所では

特定の人々への攻撃として認定することが可能だ

ろうが、繁華街の四条通などでデモすることまで

禁じていいのであろうか。22）」との批判がある。

ヘイト・スピーチのもつ害悪の見地からすると、

標的となる集団の現在可能性が問題となるのでは

ない。標的集団が現在したかどうかは、社会的排

除と暴力犯罪の当然視・正当視の醸成にとってな

んら重要性はない。確かに標的集団が現在してい
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る場合には目に見えて害悪があることを認識でき

るが、それはあくまで名誉毀損のように個人に対

する侮辱的表現を類推させているにすぎないので

あり、逆に、ヘイト・スピーチのもつ独自の害悪

を看過している。ヘイト・スピーチを直接聞き及

ばなければ、何ら被害を受ける可能性がないわけ

では全くない。むしろ現在していたのか、ヘイ

ト・スピーチを直接聞いたのか否かは決定的なモ

メントではない。人間が同じ人間に対して、属性

の違いを引き合いに出して、個人としてではなく

集団として扱い、そして攻撃的で侮辱的な表現行

為をなぜするのかを考えるべきである。ヘイト・

スピーチの害悪は、人通りの多い繁華街でのヘイ

ト・スピーチも同じくその害悪の点において相違

はないと考えるべきである。

　このような理解がなされる背景には、ヘイト・

スピーチが朝鮮・韓国人に対して、いわばマイノ

リティに対して行われていることからすると、マ

ジョリティである人々、つまり日本人である限り

は、その標的にされることは決してあり得ないと

いう事情があるのかもしれない。それは、マジョ

リティであることは、決して被害者なることがな

いということをも同時に意味する。その場合、ヘ

イト・スピーチを偶然又はマスコミを通じて知る

に及び、これに賛成しないとしても、不快・気味

が悪いとしか思わないかも知れない。しかし、こ

こでヘイト・スピーチの害悪を理解するための重

要な問題は、単に不快などの感情レベルの出来事

なのであろうかということである。先に述べたよ

うに、各都道府県の条例によって喫煙条例などが

指定されているが、その規制根拠の重要なファク

ターとして不快であることやマナー違反をあげる

ことができる。このような感情レベルの問題とし

てヘイト・スピーチ捉えようとすると、分煙化の

議論と同じく、少なくとも標的集団のいないとこ

ろでヘイト・スピーチするのであれば問題はない

との結論が出かねない。実はこのような理解も、

個人主義的な名誉毀損の理解に端を発しており、

個人的名誉の毀損の範囲から外れる場合には、

「害悪はない」との単刀直入な解釈によって担保

される。しかし、むしろヘイト・スピーチの害悪

が重大であることからすれば、そのような理解は

技巧的解釈に陥ったがゆえに誤った結論に至って

しまったとしか言いようがない。もう少し的確な

言い方があるとすれば、ヘイト・スピーチの問題

は、現実に害悪があるにもかかわらず、従来、路

上での攻撃的で排外的な侮辱的表現行為を日本社

会と立法機関は想定してこなかったことから、法

的ないし社会的規制が不十分な状態にあると言い

改めるべきではなかろうか。

　ここであらためて、法令の明確性を担保できず、

しかも権力による濫用を招く危険性があるとの懸

念に答えるとすると、まず何よりも、法令の最初

に人種差別撤廃条約1条ないしその趣旨にしたが

って「人種差別」の定義を規定するべきである23）。

そうすることで、「兵士は、潜在的犯罪者だ」な

どとの兵士に対する表現行為がヘイト・スピーチ

にあたるのか否かなどの無用の議論をあらかじめ

回避することができる24）。
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犯・累積犯（Kumulationsdelikte）のように、共犯
関係にない独立した個別の軽微な害の蓄積の結果
として重大な法益侵害を惹起させる行為として理
解されるかもしれないが、必ずしもそうではない。
環境汚染行為では、環境法益に対する軽微な汚染
行為の蓄積と、最終的な環境法益の侵害結果とい
う関係において同一の法益の問題であるが、本稿
では、ヘイト・スピーチを社会的平等に対する毀
損の問題として把握している。ヘイト・スピーチ
について当該侮辱的表現行為をそれ自体として処
罰に値するものとして評価すべきである。ヘイ
ト・スピーチによる侵害・危険の本質は社会的平
等であるのに対して、将来の侵害は生命や身体な
どの法益に対する侵害であり、両者はそれぞれ別
の法益の侵害ないし危険を惹起している。それゆ
え、ヘイト・スピーチでは、将来の重大な害を想
定して個別の軽微な侵害行為の蓄積をもって処罰
根拠するのではない。将来の法益侵害は、経験的
な見地からは、自然犯によると理解してよい。こ
れについてはそれ自体として処罰すれば十分であ
る。

19） 岩下［2013］参照。
20） 松井［2008：167］参照。松井は、「いかに気持ち

を傷つけられたからといって、それだけで表現に
責任を負わせることは、表現の自由を大きく制約
する」と指摘するが、ヘイト・スピーチの表層だ
けを捉えた場合には、感情や気持ちのレベルの問
題として理解されてしまう。

21） 憲法 13条は基本的人権の尊重を唱い、「すべて国
民は、個人として尊重される。」と明文で規定し
ている。日本では戦前の団体主義によって個人主
義の否定が否定された。これに対する反省から主
権者として国民を据え、その国民を個人として取
り扱うべきであることを憲法は唱っている。人の
その現とは、主要には個人の尊厳のことをさす。
ドイツなどでは、ヘイト・スピーチ規制の保護法
益を人間の尊厳として把握する。その歴史的背景
は、ナチス政権の国家社会主義時代において、ユ
ダヤ人であること、ロマ人であること、同性愛者
であること、また精神障害者であること等、その
属性や身体的・精神的事情を理由として、人間で
あることを否定された上で、生きるに値しないも
のとして殺害された。そこでは、個人の否定と同
時にそもそも人間であることを否定されたのであ
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る。このように属性に関わってその殺害を当然視
ないし正当化された歴史の反省ということに照ら
すと、人間の尊厳は、個人の尊厳の根本的基礎で
あって、人間が人間であることの普遍的価値を法
的に自ら証明する。それゆえ、個人的権利である
と同時に、普遍的権利であって、後者から前者へ
とフィード・バックする。したがって、日本の憲
法において人間の尊厳と、ドイツ基本法で人間の
尊厳の間には一定の属性によって特徴づけられる
集団の際があると理解すべきである。ドイツ基本
法における人間の尊厳の保障が日本の憲法が予定
していないとすれば、個人の尊重の保障以外にヘ
イト・スピーチ規制のための法的根拠を見つけ出
す必要があるように思われる。

22） 毛利透、『京都新聞』2014年 2月 15日。
23） 人種差別撤廃条約 1条「『人種差別』とは、人種、

皮膚の色、世系又は民族的若しくは種族的出身に
基づくあらゆる区別、排除、制限又は優先であっ
て、政治的、経済的、社会的、文化的その他のあ
らゆる公的生活の分野における平等の立場での人
権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使する
ことを妨げ又は害する目的又は効果を有するもの
をいう。」。

24） 兵士は、数的に見れば少数者であるが、それはマ
ジョリティである国家を代表するという真の存在
意義に着目すると、これに対する抗議がヘイト・
スピーチではないことは一目瞭然である。これこ
そまさに表現の自由である。

参照文献

［論文・書籍］
岩下慶一（2013）「ヘイトスピーチがヘイトクライム

になる前に」WEBRONZA（2013年 12月 28日）
（http://webronza.asahi.com/global/2013122800001.

html）。
榎透（2006）「米国におけるヘイト ･スピーチ規制の

背景」専修法学論集 96号、p.102.
荻原重夫（1996）「差別的表現と表現の自由」法学セ

ミナー 503号、p.52.
大阪高判平 26年 7月 8日公刊物未登載
田中聖香（2014）「差別を超えるには─ドイツに見
る厳しい法規と根深い極右思想」WEBRONZA
（2014年 1月 29日）

（http://webronza.asahi.com/global/2014012800004.html）
松井茂記（2008）『マス・メディア法入門（第 5版）』

日本評論社、p.167.
師岡康子（2012）「試論　ヘイト・スピーチ規制法の

マイノリティに対する濫用の危険性と人種差別撤

廃条約」矯正・保護総合センター研究年報 2号、
p.57

横田耕一「（1994）『差別表現』についてどう考えるべ
きか」法学セミナー 475号、p.59.

Anne Weber.（2009）. Manual on hate speech, Council of 
Europe, p.3

John Rawls. （1999）. A Theory of Justice, Harvard University 
Press, p.386.

［資料］
『朝日新聞』
『京都新聞』



　　41

1．はじめに：南北関係の可変性と 
「出会い」の二重性

　人と人が愛し合うためには「出会い」がなけれ

ばならないように、南北交流協力の拡張が南北の

敵対的関係を脱して統一に向かうための道を開い

ていくという点には異存がないだろう。南北交流

協力の拡張は、無数の誤解を解いて互いを理解す

ることができる輪を提供する機会である。したが

って、水風呂と温湯を行き来しながら「進んでは

立ち止まる」を反復する南北関係を脱し、「未来

志向的な南北関係」をつくり出すためにわれわれ

がしなければならないことは、何よりもまず実質

的な「南北交流協力の時代」をつくり出すことで

ある。

　しかし、実質的な「南北交流協力の時代」は南

北の人々が頻繁に出会えば成し遂げられるという

ものではない。これは、過去10年の韓半島をめ

ぐる国際情勢の変化が見せてくれていることでも

ある。2000年の南北首脳会談以降、韓半島は脱

冷戦の時代に差し掛かったかのように見えた。脱

冷戦と南北和解ムードは南北交流の拡大をもたら

した。南北交流は、それまで互いに会えなかった

人々を会えるようにしただけではなく、開城工業

団地、金剛山観光などとともに、以前は想像もで

きなかった南北間の協力を可能にした。

　だがそのような前進にもかかわらず、近年、冷

戦の黒雲が韓半島の全域を覆っている。それは

「核兵器」だけではなく、「延坪島砲撃」や東西海

の「米韓軍事演習」「ミサイル開発競争」などと

ともに、以前よりもっと危険な、東北アジア全体

を戦争の脅威へ駆る危険を惹起している。したが

って、南北をめぐる韓半島の情勢は、一寸先も見

えないぐらいに混乱しており変化が著しい。毎年

「首脳会談」が話題に取り上げられる一方、南／

北の軍事的対峙が激化し一触即発の危機を生産し

ている。

　このような可変的な気まぐれはどこから来るの

だろうか。一般的に人々は「南北交流の拡大」を

主張するばかりで、それが生む非常に相反した二

重の効果を考えない。人々は、頻繁に会えば互い

を理解でき、より多くのことを分かちあうことが

できるようになるだろうと単純に考えてしまう傾

向がある。しかし、すべての出会いがそうである

ように、「出会い」それ自体が互いに肯定的また

は生産的な情緒や関係を生むのではない。

　ある出会いは人々の人間関係を情あるものにす

るが、ある出会いはむしろ互いに対するさらなる

不信と敵対を生むという逆効果をもたらしもする。

スピノザはこのような出会いが作り出す二つの効

果、肯定的情緒と否定的情緒を区分した。南北の

出会いもまた同じである。したがって、われわれ

がまず考えなければならないことは、単純な南北

交流の拡大だけを主張するのではなく、そのよう

な南北の出会いが作り出す、相互に反する効果が

どこに起因するのかということである。そして、

そのような思惟の上に、否定的情緒ではない肯定

的情緒をつくり出す「出会い」を成し遂げるため
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に、「南北交流協力」の方式に従った「出会い」

を考案する必要がある。

　本稿では、第一に、南北関係の特殊性に注目し

つつ「過程としての統一」と「結果としての統

一」という「統一の弁証法」を扱う。第二に、そ

のような特殊性から南北交流協力において作用す

る「愛と憎悪の反証法」を議論しつつ「治癒と統

合叙事の問題」を扱う。第三に、統合の新しい観

点として「民族共通性」とそれを基盤にした南北

交流協力の姿を提案する。同時に、海外同胞まで

を含めた拡張された南北交流協力を提案する。最

後に、南北交流協力が作用する根本的な土壌とし

て、「人の統一という規制的理念」にしたがった

南北交流協力を提案する。

2．南北関係の特殊性：「過程としての統一」
と「結果としての統一」の弁証法

　出会いとは基本的に互いに違いを持つ二人の他

者が行うものである。したがって、すべての出会

いは、人は互いに違うという点を前提としなけれ

ばならない。しかし、「違い」だけを前提とする

とき、出会いはただ偶然にすれ違う関係に留まる

だけである。ここで「違い」は障害にはならない。

相対主義的多元性に対する認定は、「違い」を承

認しそれを自分と違うものとして扱う。しかし、

そうなると出会いは持続的な関係を生産すること

ができない。そこでの「違い」は自分と関係のな

い「違い」だからである。したがって、持続的な

関係を生産する「出会い」は、互いの「違い」に

もかかわらず自分を越えて疎通し何かを分かち合

おうとする欲求を持っているという点で、偶然に

通り過ぎる出会いとは違うということができる。

　しかし、「疎通し何かを分かち合うという欲求

を持った出会い」といっても必ず成功するとは限

らない。欲求のせいで、「出会い」は肯定的評価

を生産するものではなく、むしろ「反動的で否定

的な効果」を生産したりもする。したがって、問

題はただの「出会い」ではなく、その出会いが持

つ特殊性を把握する必要があるということである。

男と女の出会いは、「恋人」なのか「友達」なの

かによって、両者の欲求と情緒は互いに全く違う

関係を誘発することもある。同様に、南北交流協

力が実質的な南北交流関係になり新しい時代を切

り開いていくためには、南北の出会いが持ってい

る特殊性と独自性を理解する必要がある。

　これと関連して、すでに韓半島の歴史には南北

関係の特殊性を相互整理しながら南北が互いに合

意した枠組みを持っている。1991年に結ばれた

「南北基本合意書」によれば、南北の関係は米国、

日本、中国などその他の国と結ぶ関係と根本的に

違う。「南北基本合意書」本文は、南北の関係を

「国と国の間の関係ではない、統一を志向する過

程で暫定的に形成される特殊関係」であり「平和

統一を成就するための共同の努力を傾注」する関

係と規定している。したがって、南北の交流はや

はりこのような南北関係が持っている特殊性に対

する理解から出発する必要がある。南北基本合意

書に規定されている南北関係の特殊性は、次の三

種類の意味を含蓄しているということができる。

　一つ目に、「南北関係」は米国、日本、中国な

ど他の国と結ぶ関係と違い、「統一を志向」しな

がら「平和統一を成就するための共同の努力」を

遂行する関係という点である。二つ目に、そうで

あるからこそ、このような合意が含蓄されている

ことは、南と北という二つの国は米国、日本、中

国のような「正常な国」ではない「非正常な国」

または「分断国家」であり、南と北の関係は欠乏

を克服しようとする意志と欲望を持った関係であ

るという点である。したがって、三つ目に、南北

関係とは根本的に統一を含蓄し統一を作り出す関

係であるということである。このように捉えると

き、しかし、統一とは二種類の意味を含蓄するよ

うになる。まず、二つの分断国家が一つになる

「目標としての統一」であり、次に、二つの分断

国家という現在の状態を承認しその中で統一を作

り出す「過程としての統一」という概念である。

　一般的に「目標としての統一」という概念は、

「目標」それ自体を絶対化するので、韓半島の半

分を実効的に支配している分断国家の現在の対立



人文学的想像力で捉える統一　　43

状態を否定し、それを今すぐ克服しようする。し

たがって、このような「目標としての統一」は、

「過程としての統一」を否定し、他者を絶滅の対

象と捉え、赤化統一または北進統一の延長線上に

置くようになる。例を挙げると、このような観点

から「南または北という分断国家」は、「韓半島

における唯一の正統な国家」だという正統性競争

のフレームの中で「分断国家主義」を再生産する。

しかし、ここには「国家」があるだけで「民族」

がない。なぜなら片割れ国家は民族アイデンティ

ティを含むことができないからである。したがっ

て、このような「目標としての統一」は、民族を

統一しようとする意志と逆に「国家と民族」を一

致させて他の「民族」を排除するので、統一の障

害に凋落するしかない。

　反面、1990年代以降に登場した「分断体制平

和論」いう「脱民族的言説」は、南北関係が持っ

ている特殊性を忘却しており、現在の分断状態を

維持し管理する次元から分断問題を思惟するとい

う問題がある。この議論は「平和か戦争か」の二

分法的図式を用いており、歴史的に形成されてき

た民族国家に対する欲望を無視し、他国との関係

で提起される「平和」という一般論的次元に韓半

島の分断問題を代替させてしまっている。これで

は真の「平和」をつくる道とはなれない。なぜな

ら、南北関係は二つの分断国家の間に形成される

関係だからである。正常国家同士で結ばれる一般

的関係は、互いの歩みに無情・無関心でいられる

場合があるが、南北関係はそうはいられないので

ある。

　正常国家同士の関係は、相手国がどのような意

志を持って歩んでいくのかに互いに無関心であり、

両者の利益のために外交的な関係を結ぶだけであ

る。しかし、南北関係はこのような一般的な外交

に限定されない。なぜなら、南北関係は「国と国

の間の関係ではない、統一を志向する過程で暫定

的に形成される特殊関係」として、すでにその関

係の中に二つを一つにしようという意志と欲望を

内包しているからである。したがって、この二つ

に「無関心」を強要する「分断国家下の平和体

制」は、むしろ逆に「同一性」に向かう欲望を刺

激し、強制的にでも自身の欲望を実現しようとす

る「タナトス」を発動させる。こうなると、分断

体制の中の平和は「砂上の楼閣」になるしかない。

　したがって、われわれは再び南北基本合意書に

提示されている「特殊関係」へ戻って南北関係を

思惟するしかない。南北関係は、「国と国の間の

関係ではない、統一を志向する過程で暫定的に形

成される関係」として現在の分断状態を承認しな

がらも、「統一」を作り出す二つの主体として南

と北の二種類の権力体系を認めることで、「目標

としての統一」を「過程としての統一」と「結果

としての統一」という相互弁証法的発展へ変化さ

せている。ここでは「分断」とは長期的に「統

一」を作り出す現在の矛盾を指しており、「統一」

はこの矛盾を克服止揚する目標として再設定され

るのである。したがって、南北交流協力の重要性

が極大化されるということは、これと同じ「過程

として統一」と「結果としての統一」という二種

類の「統一」概念が弁証法的に結合される場所だ

ということができる。

3．南北交流協力において作用する「愛と
憎悪の弁証法」：民族的リビドーの挫
折と「治癒」

　現在、南北関係における交流協力が可変的で予

測不能性である理由は、南北の「出会い」がこの

ような二種類の統一概念を相互弁証法的に結合さ

せるのではなく、むしろ互いに対する不信と敵対

性を強化させるきっかけとして作用しているため

である。そうならば、なぜ南北の出会いはこのよ

うな逆効果を生産し、肯定的出会いを際限なく挫

折させるのであろうか。この点で再びわれわれが

思惟しなければならないのは「愛と憎悪の弁証

法」である。愛する者同士は会うことを簡単には

やめられない。愛する者同士は、関係の持続が多

くの挫折と苦痛をもたらすとしても、関係を容易

く断ち切ることはできないし、どうにかして出会

いの紐帯を維持しようとする。
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　同じように、南と北の関係はいくら断ち切ろう

としても断ち切れない。そういう性質のものでは

ないのである。すでに述べたように、南と北の関

係は米国・中国・ヨーロッパ諸国などの国と結ぶ

関係と違い、互いに無情・無関心でいられない。

南と北の関係には特別な感情や欲望が作用してい

るためである。「民族＝国家」という一つの国民

国家を建設してきた西欧と違い、韓半島における

近代化は日帝による植民地支配を経過し「民族＝

国家」をつくることができなかったのである。

　その上、西欧では「民族＝国家」とは「想像の

共同体」であったが、韓半島での「民族＝国家」

は、少なくとも高麗時代以降には、一定の地域で

一つの政治共同体をつくり継続させてきた「歴史

的国家」という基盤を持っている。韓民族が歴史

の中で形成してきた民族的リビドー（national libido）

は、「民族＝国家」という欲望を持っている。しか

し、この欲望は挫折し、日帝による植民地支配以

降、韓半島において民族≠国家となっている現在

まで、民族の欲望を抑圧する甚大な「傷（trauma）」

を残している。

　このような点で、われわれは南と北が経験する

「6.25戦争」を含んだ分断の悲劇を思惟しなけれ

ばならない。ドイツの分断や韓半島の分断は、ど

ちらも「東西冷戦」の産物だということができる。

しかし、ドイツは「戦争」という極端な暴力なく

分断されたにも関わらず、韓半島は「骨肉の争

い」であり「戦争」という極端な暴力を経験しな

ければならなかった。韓半島の場合は、統一に向

かう欲望がより強力で巨大であったためである。

同様に、東西冷戦体制の解体とともにドイツは統

一へ進んだが、韓半島ではそうならなかった。欲

望の強烈さがむしろ相互間の敵対性を強化するよ

うに作用したためである。

　フロイトはこれと関連して、リビドーが作り出

す二重の弁証法、つまりエロスとタナトスの弁証

法に対して述べている。生命と愛の欲望である

「エロス」を作動させるイド（Id）は、それが挫

折するときに「同一化の欲望」を実現するために

死と憎悪の欲望である「タナトス」へ転化される。

同じように、韓半島の分断体制にもこれと同じ弁

証法が作用しているのである。したがって、問題

は「出会い」ではなく、「出会い」の根本的欲望

である「民族国家に向かう民族的リビドー」の欲

望が、「生命と愛の欲望」である「エロス」的欲

望になって流れるように南北交流協力の枠を変え

ていくことなのである。

　そうならば、実質的な南北交流協力の時代を切

り開くためにわれわれは何をしなければならない

のだろうか。第一に、南北関係の予測不能性と突

発性を他者に対する敵対心や理解不能性へ変える

のではなく、その基底から流れて出る民族的リビ

ドーを把握し耐え忍ぶ過程が必要である。ドイツ

語で情熱または熱情は「Leidenschaft」であるが、

ここで「Leiden」は「悩まされる、苦しめられ

る」という意味を持っている。愛はただ与えられ

るのではない。それは互いに悩まされる苦痛と忍

耐の過程を必要とするのである。したがって、不

可解だと悩まされる事態の可変性と突発性を、理

解不能なものとして簡単に心に刻んでしまうので

はなく、その基底に流れる「愛」の歪みを見て、

その「愛」がエロス的なものになるように相互関

係を調節する過程が必要なのである。

　第二に、このような点で南と北は互いに対して

「他者」である。「他者」は「私」にとって見知ら

ぬものであり、「私」が掌中に収めたと思った瞬

間、私の手からこぼれ出ていくものである。しか

し、「私」にとって見知らぬもの、時にはすさま

じく奇怪なものと対面して関係を結ぶときにだけ、

われわれは存在の拡張と生命を得られる。このよ

うな点で「分断の奇怪性」「南と北の異質性と不

慣れさ」に対面する勇気と情熱を持たなければな

らない。そして「休戦線」が持つ曖昧さと両価性

を、人文的価値の創造と民族共同体の建設という

観点から、トラウマを治癒し積極的な連帯を生産

する疎通にしていくという姿勢が必要である。

　第三に、南北の出会いを敵対心へ変えている核

心は分断が残した傷と関連しているという点を把

握し、この傷を悪化させるのではなく、むしろわ

れわれの悲劇的な苦難の歴史についてわれわれ自
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身の歴史を統合させながら、一緒に苦痛を分かち

合って「治癒（healing）」する方向を模索しなけれ

ばならない。現在の南北関係は、骨肉の争いの悲

劇を他者へ転嫁し分断国家へ自身の欲望を転移さ

せる構造と関連しているために、南北が互いを加

害者と転置して「復讐の心理」を育くんでいる。

しかしそうではなく、むしろわれわれが皆すべて

被害者であるという観点の中で両方の苦痛を一緒

に抱いていく積極的な方式が必要なのである。

　フロイトは「反復強迫症」と「恐怖症」の原因

を「実在的不安（realistic anxiety）」「神経症的不安

（neurotic anxiety）」に求めた。しかし「分断のトラ

ウマ」は「実在的不安」と「記憶の喚起」を通し

て作用する。南北の政治・軍事的対立、そして分

断と戦争を喚起する構造は、際限なく相手との紐

帯感を破壊し「恐怖」を現在のものとする。した

がって、分断のトラウマを治癒する過程は、社会

構造的次元において、南北の政治－軍事的な平和

と紐帯、疎通の枠を作り上げる過程なくしてはき

ちんと働き得ない。このような点で、南北関係お

よび南北交流協力の安定性を確保するために、

1972年に7・4南北共同声明で南北が最初に合意

し2004年になされた南北相互間の誹謗中傷を禁

止した事例は、非常に重要な実践的行為に属する

と言える。

　第四に、南北交流協力が志向しなければならな

い点は、南北の悲劇的歴史を韓半島全体の歴史と

して、自分の生として統合させなければならない

ということである。J.ラカンが言ったように、存

在の統合的生は自身の悲劇的過去を自分の生へ統

合させることで可能となる。したがって、何より

重要なことは、南と北という分断国家が互いに欠

乏している存在だという点、そして分裂的な民族

の生と苦難を自己の叙事として統合することであ

る。G.グラスが言ったように、韓半島は「日本

の支配」という「苦痛の受難の歴史」を共有して

いる。したがって、南北交流協力は片方を自分の

歴史として統合する統合叙事を作っていく過程と

して成されなければならない。このような点で、

南北交流協力は片方のみの朝鮮学と韓国学の対立

を越えた、相互共通の叙事を作り出す過程である

ということができる。

　第五に、南北分断体制が「国民づくり」を通し

て生産してきた自身の「身体」は、実は分断され

た社会的身体であるという点を認識し、分断され

た社会的身体から出てくる両者の無意識的な行為

様態や態度を常に警戒し、それを克服する姿勢が

必要である。分断は単純に二つの国家の敵対的対

立だけを生産するものではない。分断国家は、自

身の欠乏を縫合するために「正統性競争」を通し

て韓半島に存在する唯一の国家として自身を再生

産しなければならない。「象徴資本」を独占して

いる国家は、分断の責任と戦争の傷を負っている

国民の痛みを他者へ転嫁することで、分断の様々

な意識的形態をつくってきた。朝鮮学または韓国

学という二つの分裂した学問の体系はこれを見せ

つけてくれる。

　第六に、南北交流協力は政治－経済的交流だけ

ではなく、統一の社会的身体を作り出す全方位的

な交流協力、すなわち学問、体育、文化などすべ

ての界（field）で必要である。のみならず、その

主体はやはり南または北という国家ではなく、南

と北の各界に存在する多様な「市民」が担わなけ

ればならない。南と北は根本的に政治－経済的体

制の対立を脱し難い。これは、南北が「民族」を

代表しはするが、それはどこまでも政治的な代表

体として「国民」によって制限されるしかないた

めである。しかし、韓半島において国民は民族と

同一ではなく、分断の傷と敵対性は国民と民族の

乖離から出てくるのである。したがって、南北交

流協力は「国家」の次元ではなく「民族」の次元

で行っていく姿勢が必要である。

4．南北交流協力における疎通の姿勢：
「教え学びながら」「共通性」を生産
する対話

　統一韓半島の未来像は、南北の差と欠乏、矛盾

を認め、その中で互いの状態を止揚する過程の中

でのみ生産され得る。したがって、それは「過程
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としての統一」と「結果としての統一」が相互弁

証法的に統合されるという合意を作り出す疎通の

中でのみ作用する。1991年の南北基本合意書に

よってなされた特殊関係から導き出された南と北

の弁証法的統合の事例は、2000年に二人の首脳

が出会い合意した「南北共同宣言文」に見出すこ

とができる。ここで二人の首脳は、これまで対立

的であった南と北の統一案に対して、次のように

合意を導き出した。「南と北は国の統一のための

南側の連合制案と北側の低い段階の連邦制案が互

いに共通性があると認め、今後この方向で統一を

志向していくこととした」。

　もちろん、この合意案が実質的に統一を作り出

す方法、実質的に統一を可能とする方法のすべて

ではない。しかし、この合意の精神が持っている

基本的な特徴は、南と北が互いに「違い」を認め、

その中で「共通性」を見つけていこうとした点に

ある。ここで見つけた共通性は、第一に、疎通と

合意の過程が単純に他者が自分と違うという「差

異」に対する認定に留まるのではなく、その差異

を積極的に克服しようという姿勢を持ったことで

ある。この合意をめぐるいくつかの論争があるが、

それにもかかわらずこの合意が持つ精神は、すべ

ての出会いが肯定的で生産的な出会いになるため

に必ず必要である前提から出発している。一般的

に、自身の存在価値を認められない者は、自身の

存在性自体をはく奪されるために強力に抵抗する

しかない。したがって、自分の価値や規範、情緒、

文化という枠に他者を合わせようとすることは、

他者を無視することであり、その関係の持続性を

損ない、むしろ否定的効果のみを生産する。この

ような点で、肯定的出会いを可能たらしめるため

には、他者が持っている価値と情緒、文化につい

て認めるのみならず、積極的に理解し受容しよう

という学びの姿勢の中で「対話」を作っていかな

ければならない。

　第二に、南と北の出会いがつくり出す「疎通」

のパラダイムは、他者の他者性を認めてその中で

統一韓半島という未来の共同体のための共通規則

を生産する過程にならなければならない。一般的

に人々は、「易地思之」のように互いの立場を変

えてみると互いを理解することができるという。

しかし、南と北の疎通はこのような次元からより

根本的な地形へと進まなければならない。なぜな

らば、南と北の分断体制は相互敵対性という情緒

的・無意識的な次元での憎悪感情だけではなく、

60年の間に敵対的分断体制によって生産された、

自分たちだけの合理的規則と価値―文化―情緒を

蓄積してきたためである。したがって、「易地思

之」のような思惟と対話方式は、「自身が理解す

ることができること」だけを理解する「独白」に

落ち込むしかない。

　柄谷行人は、特定の規則を共有している人々の

間の対話は「自己対話」「独白」だと規定したこ

とがある。南側もしくは北側の人々の内部でなさ

れる対話は「自己対話」である。しかし、南と北

の対話は自己対話として解くことができない。な

ぜなら、ここでは互いに共有する「対話の共通規

則」がないためである。したがって、問題はこの

ような共通規則がない状況で、どのように生産的

に対話や討論を可能にさせるのかということであ

る。このような点で、南北の疎通は「易地思之」

を越えて他者の違いを積極的に学び自分自身の違

いを積極的に教えようという「教え学ぶ非対称的

コミュニケーション」を展開する必要がある。こ

こで学ぶ者は南から北、北から南であり、教える

者は南から北、北から南でなければならず、この

ように相互に教えそして学ぶ過程を通して共通規

則を作っていかなければならない。

　しかし、このような共通規則をつくる過程は普

遍的価値と分離されているのではない。一般的に、

人々は共通規則をつくる過程を普遍化の過程と分

離されているものと考える傾向がある。普遍的価

値や普遍化の原理を、すでにわれわれに与えられ

たものとして見過ごすためである。ここで人権、

自由、平等のような価値は与えられた前提となる。

しかし、このような価値は同一の内容を持ってい

るものではない。われわれが今日持っている人権、

自由、平等の価値は近代自由主義によって作られ

たものである。したがって、共通規則や普遍的価
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値は事前に与えられたものではなく、特定の時代

を生きる人々が創造的に作り出して行くものであ

る。

　まさにこのような点で、第三に、統一韓半島の

民族共通性を作り出す疎通においての普遍化原理

を再考する必要があろう。自由、平等、民主主義、

人権などに関する価値は、現代人にとって与えら

れている普遍的価値だといえる。しかし、南と北

が考える自由、平等、民主主義、人権の内容は違

うかもしれないし、それに接近する方式もやはり

違うかもしれない。ここで意思疎通の問題が発生

する。しかし、万が一このような価値について西

欧的な方式をそのまま適用し一般化するとしたら、

意思疎通は断絶されるしかない。したがって、問

題は南と北が持っている独特の論理的語法と疎通

的手続きを守る必要があるということである。

　例を挙げると、北の主
チュチェ
体思想は「人間は自主

性、創造性、意識性を持った主体」という点から

出発する。しかし、主体思想を観念論的だとかイ

デオロギーだとして遠ざけておきつつ、南の論理

的文法に従えと彼らにいうとき、対話は中断され

る。したがって、彼らの主
チュチェ
体思想を全面的に拒

否してその外側で彼らに対する批判を提起する方

式よりは、「人民のための主体思想」という方式

で、彼らの語法に従って主体思想の原理を普遍化

するような意思疎通が必要である。彼らが使用す

る語法に従ってわれわれの話を彼らに投げかけ、

彼らが抱えている問題に対する批判的問いを提起

することで疎通の輪を作り、共通の規則・普遍化

された規則を作っていこうという「疎通」の姿勢

が必要である。

　もちろん、多くの人は北との疎通が難しいとい

うことを知っている。しかし、そうだからといっ

て互いを結ぶ紐帯がまったくないというわけでは

ない。万一このような紐帯がないならば、われわ

れは「共通規則」を生産する対話を継続的に展開

することができないのである。

　第四に、南北の疎通と出会いにおいて互いを連

結し括ってくれる紐帯とは、「南でも北でもない

韓半島」という、未来において建設しなければな

らない民族共同体としての、すべての韓民族の力

量が発揮される統一国家の建設である。南北の特

殊関係は、まさにこのような民族共同体の次元で

見ると、南と北が分断国家として「民族全体」を

包括できない民族≠国家という分裂を持った、欠

乏した存在という点にある。したがって、互いの

欠けたところを克服していこうという、南と北の

対話を作っていく欲望は、「統一韓半島」という

民族共同体に対する熱望へ続いている。

　しかし、このような熱望は「南北交流協力」に

おいてその意図とは違い、全く相反された結果を

誘発するかもしれない。以前は民族主義統一論は

歴史的に政治－生活－文化を共有してきた共同体

が持っている内在的な価値と文化的原型を固守し

ながら、その中で同質的なアイデンティティ、同

一性を追求する傾向があった。しかし、このよう

に一つの物差しへ還元される同一性の論理、同質

性の回復という観点は、むしろ他者の差異を異質

的なものとして断罪し排除することで、「出会い」

を生産的なものではなくむしろ受動的かつ否定的

なものへ変えてしまう。したがって、「出会い」

が「民族共通性（national commonality）」を生産す

るものにするためには、「他者の他者性」が持っ

ている「差異」が出会ってその関係性の中で形成

される「共通性」を創造する過程として理解する

必要がある。

　ここにおいて「共通性」は、「民族的原型」と

同じある一つの物差しを準拠点として持っている

のではない。むしろ、多様な差異が出会い、未来

的なものとして自身を生成するものである。ウィ

トゲンシュタインが言ったように、「家族類似性」

とは互いに同じところが一つもないにもかかわら

ず、互いに似ているのである。家族構成員の鼻や

口、額、耳、手、足など、どれ一つとっても全く

同じというものはない。しかし、全体的に似てい

るのである。同じように、南と北、海外同胞たち

を包めて韓民族の相似というものは各々違う。し

かし、そうにもかかわらず、全体的に「韓民族」

という特徴を共有している。したがって、このよ

うな観点でなされる「南北交流協力」は一般的な
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交流協力と違い、「民族国家」の建設という欲望

に依拠して分断国家としての自身の欠乏を認め、

その中で互いに教え学びながら「統一韓半島」と

いう未来の民族共同体を作っていこうという姿勢

から出発するものであるということができる。

　第五に、南北交流協力の枠を南と北という二つ

の枠に合わせるのではなく、韓民族全体の次元へ

拡張させつつ相互間のネットワークを構築する必

要がある。今回、建国大学統一人文学研究団で調

査した中国朝鮮族、ロシアの高麗人、在日朝鮮人

の民族アイデンティティを見れば、彼らなりの民

族的同一性に向かう欲望を持っていることがわか

る。特に、今回の調査結果には、民族アイデンテ

ィティが強くなればなるほど、韓国や韓国人から

受ける傷が強いということが表れている。この結

果は、彼・彼女らが韓国や韓国人から特別に差別

を受けるからではない。韓民族というアイデンテ

ィティまたは欲望に付合する待遇がなされていな

いからだということを意味する。したがって、

彼・彼女らを他の違う国から来た種族のように見

なすのではなく、彼らの欲望を考慮した「出会

い」、特に彼らの地政学的位置を考慮した南北交

流協力の拡大方案を考えなければならない。

　現在、韓民族の海外居住人口は約720万名であ

り、これは世界で4番目に大きい。本国居住民に

対する比率としては約10パーセントで、ユダヤ

人を除いて世界で最も高い比率を見せている。と

ころが、このような高い比率の海外同胞が居住し

ている地域の分布図を見ると、大部分は特定国家、

それも韓半島を中心として対立している、米―日

および南の三角と中―露および北の三角に集中的

に分布しているという地政学的特徴を持っている。

中国（1位、2,704,994名）、米国（2位、2,176,998名）、

日本（3位、904,806名）、独立国家連合（4位、

535,679名）に居住する海外同胞は、海外同胞全

体の約87,98％を占め、その中で米国を除いた韓

半島周辺の極東地域に居住する居住者の比率は約

57％である。従って、彼らは未来の独立韓半島を

建設する主要な資産であるということができる。

　そして、この点で南北交流協力は南と北という

韓半島から抜け出し、韓半島と連結される地政学

的特性にしたがって拡張される必要がある。もち

ろん、この場合何よりも重要なことは、在外同胞

を南と北の体制競争のための道具や統一のための

道具として扱うのではなく、彼らの地政学的特性

を考慮して南北交流協力と連結される点を見つけ、

実際に連結させるということである。例えば、ロ

シアの高麗人の場合には「TKR-TSRの連携を通

した相互発展に関した構想」および「韓国、朝鮮、

ロシア3ヵ国の農業協力の新しいモデルの構築」

などを考慮して南北交流協力の枠をつくり、中国

朝鮮族の場合には、延辺朝鮮族自治州を中心にし

た「韓国、朝鮮、中国間の境界線が接する地域の

経済協力」などを構想していくのである。従って、

新しい南北交流協力の時代は海外同胞までを含め

て、互いの差異を連結させながら統一韓半島とい

う未来の共通規則を創出していくという「拡張さ

れた南北交流協力」にならなければならない。

5．終わりに：南北交流協力の規制的理
念としての「人の統一」

　今日われわれが再び南北交流協力の時代を開く

ための実践に進むのであれば、それは先に見たよ

うに南北関係の特殊性から出発した南北交流協力

にならなければならない。のみならず、南と北と

いう韓半島を越え、海外特に極東地域に居住する

海外同胞まで含める南北交流協力にならなければ

ならない。しかし、このような南北交流協力の外

縁的拡張だけが新しい南北交流協力の時代を開く

十分条件になるのではない。より重要なことは、

そのような出会いが質的に生産的でありながら肯

定的な効果を創出できるものにならなければなら

ないということだ。このような点で、新しい南北

交流協力の時代は「人の統一」という規制的理念

の中で作用しなければならない。

　一般的に人は、統一を南と北という二つの敵対

的・異質的体制の統合だと考える傾向がある。し

かし、分断体制は単純に二つの分断国家の体制の

対立や競争へ還元され得ない。なぜなら、分断体
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制はそこに住んでいる人々の心と体に掘り込まれ

ている分断の痕跡を残すからである。従って、単

純に二つの異質的な体制を統合する政治経済的な

体制統合は、分断を克服し統合する社会を創出す

るという方向へ進むのではなく、むしろ統一ドイ

ツの初期経験のように、社会的葛藤と分裂を持続

化する結果を生むかもしれない。このような点で、

統一は単純な体制統合の問題ではなく、二つの体

制で全く別に生きてきた人の価値―情緒―文化を

統合する「人の統一」に関する問題である。

　同じように、南北交流協力の増加もそれが惹起

する効果は一つの方向のみ持ってるのではない。

むしろ、それは互いの不信と敵対性を増やす方向

へ作用するかもしれない。このような点で、南北

関係でなされる南北交流協力は伏兵が所々に散在

しているということができる。その上、南北関係

は歴史的に形成されていた「民族的リビドー」の

強烈な民族統一の熱望と、他の関係とは違い「兄

弟愛」のような独特の「エロス」的感情に基盤を

置いているという点で、南北交流協力自体が剥奪

されてしまうと、正反対の破壊的効果を内在する

状況となる。したがって、新しい南北交流協力の

時代を開くことは、単純に「統一」に対する情熱

だけでなされるものではない。現実的に与えられ

た条件を冷静に把握しつつ進む姿勢が必要である。

　特に、このような姿勢において最も重要なこと

は、「過程としての統一」と「結果としての統一」

の弁証法を理解し、現在の分断国家体制が実効的

に支配されているという現実から出発することで

ある。そして、その現実から他者の他者性と差異

を相互肯定と認定、そして学びの「疎通」へ変え

ていくことである。しかし、そうだとしても、こ

のような差異の認定と分断国家の現実的対立、そ

して分断状況に対する認定が、単純な分断体制の

管理や平和のみに帰結するならば、それはむしろ

逆効果を誘発するかもしれない。したがって、

「過程としての統一」と「結果としての統一」が

相互弁証法的な発展過程を通して結合され得るよ

うな、南北関係・南北交流協力の規制的理念を設

定する必要がある。

　現実的に南北という二つの分断国家を認めるた

めに相互疎通と協力の体制を作っていくのだとい

っても、南北関係または南北交流協力はそれが本

質的に統一を志向する関係という点で、それを括

る一つの共通的な基盤つまり紐帯というものを持

っている。それが「規制的理念としての人の統

一」である。「人の統一」とは、南北交流協力を

南と北という二つの体制の間でなされる交流協力

ではなく、海外同胞を含めた人々の出会いが「民

族共通性」を生産する過程になることである。も

ちろん、この過程で無数のいざこざと誤解、分断

の伏兵に出くわすだろう。しかし、そうにもかか

わらず、「人の統一としての規制的理念」は、韓

半島の統一が単純な体制統合ではなく、特定の価

値と情緒、文化を統合するものであるという点で、

長期的であり多くの忍耐と時間を必要とする作業

である点を肝に銘じる必要がある。

　したがって、南北交流協力の新しい時代を開く

ためには、これ以上一つの韓半島を想像するので

はなく、海外同胞を含めた複合的統一国家を想像

しなければならない。さらに、統一を一過性の事

件ではなく、「過程」として捉え、韓半島に暮ら

している韓民族だけではなく、海外同胞までを含

めた独特の価値と情緒、文化を持っている人の統

一という「規制的理念」の中で、差異を民族共通

性生産の次元へ変えていく「疎通」と「協力」の

体系を考案していかなければならない。この点に

おいて、「違いの共存」は「無関心」ではなく積

極的な連帯のための疎通の出発点にならなければ

ならないし、「統一方案や統一韓半島の未来像」

は固定されたり前提とされなければならないので

はなく、統一をつくり出していく過程の中で創造

されなければならない未来企画的な作業として残

しておくという、「開放的でありながら未来生産

的な南北交流協力」にならなければならない。

【訳注】
　日本語訳においては、「 」＝「韓」、「 」＝
「朝鮮」というように敢えて原文を直訳的に訳した。
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例えば「 」→「韓半島」、「 」→「韓民
族」、「 」→「韓国学」、「 」→「朝鮮学」
とした。日本語では、通常は「韓半島」「韓民族」と
いう言葉は使わず、「朝鮮半島」「朝鮮民族」という言
葉を使うが、原文は「 」「 」にそれぞれ意味を
持たせて使用している。よって、原文の含意を損なわ
ないためには、日本語としては多少不自然になるが、
原文で用いられている言葉に忠実に、直訳的に訳す方
がよいと判断した。
 ［日本語訳：森類臣］
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1．はじめに

（1）研究目的と背景

　2002年、兵役義務を回避する目的で韓国籍を

放棄し、米国の市民権を取得したと思われる有名

芸能人（A氏）が韓国仁川空港で入国を拒否され

る事件が起きた。当時韓国では、韓国国内におい

て営利目的で経済活動をするなどのある種の権利

を享受しながらも、兵役という義務は果たさない

という二重国籍や外国永住権を持つ在外韓国人男

性に対する批判的世論が高まっていた。そのよう

な状況の下、韓国政府が出入国管理法第 11条

（入国の禁止等）に基づき、「外国人」である A氏

の入国を禁じたのである。韓国籍を放棄すること

で兵役義務を忌避した人に対する厳しい姿勢を見

せた当該事件は、国籍が兵役の問題に直結する属

性であることを韓国社会に改めて認知させた契機

となり、二重国籍者や外国永住権者にも兵役義務

を公平に賦課することが兵役法の改正における重

要な課題となった。

　その事件から 10年余りが経った現在、一定期

間を韓国に滞在、もしくは営利目的で経済活動を

した二重国籍や外国永住権を持つ在外韓国人男性

も、韓国国内の韓国人男性のように兵役義務を履

行しなければならない状況に変わった。従来、永

住目的で帰国する場合のみ兵役義務を賦課してい

た「在外国民 2世」制度に、2011年 11月、本人

が 18歳以降、合わせて（累計）3年を超えて韓国

の国内に滞在した場合に兵役義務を賦課する条項

（兵役法施行令第 128条第 7項の 2、大統領令第

23305号）が新設されたためである。このような

変化の背景には上述した国籍による兵役義務の配

分をめぐる公平性の問題が大きく影響したと言え

る。しかし、その国籍という属性に異なりを持つ

人々の立場から改正兵役法は、公平な兵役義務の

配分を実現していると言えるだろうか。本稿では、

これまで韓国国内の韓国人男性の視点から捉えら

れていた韓国社会における徴兵制の社会的公平性

問題を、在外韓国人男性、さらには在日韓国人の

視点から捉え直したいと思う。

（2）研究方法

　本稿では徴兵制を可能とする実定法の変遷内容

に着目する。韓国の法体系は最上位法として大韓

民国憲法があり、国会で制定する法律とその下位

規範である大統領令、総理令、部令などの施行令

及び施行規則を指す法令が憲法の下に位置する。

法律は国会の議決を経て大統領が署名、公布する

ことによって成立し、法の体系において法律は憲

法の下位、命令と規則の上位に位置する 1）。よっ

て法律は、憲法に拘束され、憲法に反する内容を

持った際には違憲法律審査（憲法第 111条）を経

てその効力が否定される［  2014年 4月 21

日の閲覧］。本稿では、兵役の義務を明文化して

いる憲法や兵役法、兵役法施行令における在外韓

韓国の兵役法における社会的公平性の問題と 
在外韓国人男性

洪ジョンウン（大阪大学大学院人間科学研究科）

研究ノート
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国人に関する諸条項の内容を社会的公平性の問題

を軸として分析する。

　本稿で用いる大韓民国憲法は、1948年 7月 17

日憲法第 1号として制定されてから 1987年 10月

29日憲法第 10号まで、9回にわたり内容が改正

されてきた。兵役法と兵役法施行令については次

の 2章で詳述する。韓国の法令は国家法令情報セ

ンターホームページ（http://www.law.go.kr）で公開

されている。

2．韓国の徴兵制と兵役法

（1）徴兵制の歴史と現況

　徴兵制（conscription system）とは、法律の定めに

よって国家が国民に兵役の義務を負わせ、一定期

間において軍隊で服務するよう義務付ける強制的

兵役制度を指す［  2014年 4月 21日の閲覧］。

兵役制度は一般的に義務兵制度と志願兵制度に区

分されるが、韓国の場合、現役服務者（将校、准

士官、副士官、兵）の中で兵に対しては国民皆兵

主義（universal conscription system）の原則に立脚し

ている徴兵制（義務兵制）を、兵より上の階級に

位置する指揮系統の幹部に対しては希望する者に

限って服務できる志願制（職業軍人制）を採択し

ており、混合型兵役制度が実施されている2）とい

われる。しかし、厳密な意味で下士以上の幹部は、

兵役法ではなく国家公務員法第 2条第 2項の 2で

定める特定職公務員に該当しており、その任用、

服務などの内容が軍人事法によって規定されてい

る。兵と下士以上の幹部に対する適用法令が異な

るという側面から、本研究では「兵」に対する兵

役制度を徴兵制として定義し、用いることとする。

　1948年 8月 15日、韓国における単独政府の樹

立後、徴兵制が導入されるようになった。その契

機は 1949年 8月 6日に制定された兵役法にある3）。

日本の植民地支配から解放された直後は私設軍事

団体が存在していたが、米軍政庁（在朝鮮米国陸

軍司令部軍政庁）は社会混乱や無秩序を理由に軍

政法令によってその私設軍事団体などの解体を命

令し、朝鮮警備隊と朝鮮海岸警備隊（兵力 1千人

程度）を設置した。それが韓国政府の樹立に伴い、

9月 1日に大韓民国陸軍と海軍に改編されたので

ある［  2003: 71］。初期の兵役制度は、1949

年 1月に予備兵力の確保のために「護国兵役に関

する臨時措置令（大統領令第 52号）」の志願制が

実施されたことから始まったと言える。その後、

定憲国会（1948-1950年）で池靑天 4）議員らが提

案した兵役法の議案が 1949年 7月 15日、第 4回

国会（臨時会）の第 11次本会議において原案可

決され、1949年 8月 6日法律第 41号として公布

されるようになった。そのとき施行された徴兵制

が現在に至っているのである。

　当時の兵役法は、英国、米国、オーストリア、

中国など諸国の兵役制度5）を参考に作られており、

法律の提案理由としては「我が国は北に 38度線

を境界として共産主義と対置しており、三面が海

に囲まれているため国土防衛には相当の人数が必

要であるので、我が国の青年に一定期間、国家の

ために義務的に軍隊で服務するようにする」ため

と述べられている［国会事務処 1949a; 1949b; 1949c］。

ここで前提となる「我が国」の範囲は冷戦イデオ

ロギーによって朝鮮半島の南側だけに限られてい

る。また、兵役法の制定には、植民地支配の経験

や外勢の侵入という歴史的背景から「国土防衛」

に重点が置かれており、「相当な人数」に対する

国家財政の負担を減らす目的があったことが分か

る6）。

　一般的に徴兵制の長所としては戦闘兵力の維持

に対する費用の節減、国民の軍隊という社会的代

表性の実現、豊富な人力資源の活用、有事の際の

予備戦力の確保などがあげられる。一方短所とし

ては、兵力に対する需要と供給の不均衡、強制徴

集による消極的動機、最低賃金よりも少ない兵士

の給料などによる相対的剥奪感、兵士の入れ替え

のため蓄積し難い戦闘技量などがあげられる［

 2003: 21-22,  2012: 10-11］。

　韓国の政府組織法で規定されている中央行政機

関の一つである国防部からは 2年ごとに政策資料
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集の『国防白書』が発刊されている。その 2012

年度版（李明博政権の政策基調に基づいているもの）

によると、韓国軍の構造（軍事任務遂行に関する

全般的な軍事力の構成関係）は、指揮構造、兵力構

造、部隊構造、戦力構造から構成されている。そ

の中で兵力構造は 2012年末現在、63万 6千人（陸

軍 50.1万、海軍 4.1万、海兵隊 2.9万、空軍 6.5万位）

となっており、2022年には 52.2万人（陸軍の 38.9

万程度が減少）の水準を維持するという目標が設

定されているなど、兵力構造の段階的削減と精鋭

化が改善内容の中核となっている。また、2010

年現在韓国の国防費は 257億ドルで、GDP1兆

147億ドルの 2.52%に相当している。韓国の国民

一人が負担する国防費は 529ドルで、米国の国民

一人が負担する国防費 2,250ドルに対する 4分の

1（国防費 6,936億ドル /GDP14兆 5,000億ドルの

4.77%）、日本の国民一人が負担する国防費 426ド

ル（国防費 544億ドル /GDP5兆 4,600億ドルの 1%）

よりやや高い水準となっている 7）。また、韓国の

国防政策の大きな特徴は、1953年韓米相互防衛

条約が締結されて以来、韓米同盟関係が国防政策

の大きな軸となっている点である［大韓民国国防

部 2012: 37, 120-124, 288］。

（2）兵役法と社会的公平性の問題

　徴兵制と関連し、憲法第 39条第 1項には「す

べての国民は法律の定めるところにより、国防の

義務を負う」と、国民の国防義務が明記されてい

る。また、法律としての兵役法、その下の命令と

して兵役法施行令、さらに規則としての兵務法施

行規則が設けられている。兵役法は国会国防委員

会の審査と本会議の審議を経て大統領令で公布さ

れ、国会の審議を受けない兵役法施行令と兵役法

施行規則はそれぞれ大統領令と国防部令で公布さ

れる。当該法律及び法令の所管部庁は兵務庁で、

兵務庁は政府組織法に基づき、国防部の所属とな

っている。しかし、兵務庁の業務は軍への入隊前

と除隊後の部分に絞られており、軍隊での服務期

間中に関しては国防部が業務を担当することにな

っている。そのため、国防部と兵務庁の業務上の

関係が必ずしも上下、服属関係であるとは言えな

い。

　兵役法は、憲法第 39条の規定によって兵役義

務に関する基本的な事項を定めることを目的とし、

92回にわたる改正を経て、2014年 5月 28日現在

（一部改正 2014.5.28.法律第 12684号）に至っている。

兵役法は、第 1条総則、第 2条第 1国民役 8）編入、

第 3条徴兵検査、第 4条現役兵などの服務、第 5

条補充役の服務、第 6条兵力を動員、召集などの

義務付け、第 7条学生軍事教育及び義務将校など

の兵籍編入、第 8条兵役義務の延期、減免、第 9

条兵役義務者の居住地移動および国外旅行、第

10条兵役義務の終了、第 11条兵役義務の移行者

などに対する権益保障、第 12条兵務行政、第 13

条戦時特例、第 14条罰則などで構成されている。

一方、兵役法施行令は兵役法によって委任された

事項及びその施行に必要な事項の規定、兵役法施

行規則は兵役法及び同法施行令によって委任され

た事項及びその施行に必要な事項の規定を目的と

し、その内容の構成は兵役法と同様である。

　兵役法の内容は、憲法においてすべての国民が

国防の義務を負うと共に、兵役義務の履行による

不当な待遇を受けないという社会的公平性に基づ

いている。公平性（equity）の概念は、正義の実

現という法の理想と密接に関連しており、社会的

公平性（social equality）は現実の社会において実現

された公平性を指す。アリストテレス［Aristotle 

1953］によると正義の本質は公平性にあり、その

公平性は平均的正義と配分的正義に区分される。

平均的正義は形式的平等（いわゆる機会の平等）、

結果的平等に基づいてすべての人間を同等に扱う

ことを意味するが、複雑な現実の社会においてす

べての人間を同等に扱うことは不可能である。そ

こでアリストテレスは、同じものは同じく、異な

るものは異なるように扱うという配分的正義を平

均的正義と適切に融合させることで公平性が実現

できると論じた。配分的正義は、形式的平等より

実質的平等（比例的平等）に焦点を当てている。

同じ範疇に同じく待遇するという同一性（identi-
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ty）の原則と異なる範疇には異なる待遇をすると

いう差異（difference）の原則によっては水平的で、

垂直的公平性が実現される。水平的公平性の具現

化は、18世紀末、他国よりも早く徴兵制を復活

させたフランスの法令においても見られる。フラ

ンスでは、1793年に総動員令が布告され、すべ

てのフランス人が軍事徴用された。法令の一条で

は「…若者は出陣する。既婚者は武器を鍛え、糧

食を運ぶ。女性はテントや軍服を作り、病院で奉

仕する。子どもは古布を細かくほぐして包帯にす

る。そして老人は広場に自らを運び、戦士の勇気

を奮い立たせ、諸国王への憎しみと共和国の統一

を説く」など、公務員などの一部を除けば、免除

や代理などの措置も原則上禁じており［竹村 

1996: 1144-1146］、徹底した国民皆兵制で水平的公

平性を強調していた。韓国の徴兵制も配分的正義

に基づき、憲法では国民皆兵という水平的公平性

が記されており、兵役法では異なる属性に異なる

待遇をするという、垂直的公平性が追及されてい

る。

　まず、兵役法第 3条（兵役義務）第 1項では

「大韓民国の国民である男性は、憲法とこの法で

定めるところにより兵役義務を誠実に遂行しなけ

ればならない。女性は志願による現役および予備

役のみで服務することができる」という規定を定

め、性別が男性である場合のみ、兵役義務を賦課

している。

　また、第 3章第 12条（身体等位の判定）第 1項

では、「身体や心理状態が健康で、現役または補

充役の軍服務をすることができる人 :身体や心理

状態の程度によって 1級・2級・3級または 4級」、

第 2項では「現役または補充役の服務はできない

が、第 2国民役 9）の軍服務をすることができる

人 :5級」など、身体心理状態によって 1級から 7

級に分類している。第 14条（兵役処分）において

も、心身の健康状態や学歴、年齢によって入隊対

象者を選別している。例えば、1級から 4級にあ

たる人に対しては学力・年齢などの資質を考慮し

ながら現役兵の入営対象者、補充役または第 2国

民役を与え、5級にあたる人に対しては第 2国民役、

6級にあたる人には兵役免除を行い、7級にあた

る人には再身体検査を経てから規定によって第 2

国民役などの処分をしている。

　さらに、第 60条（徴兵検査及び入営などの延期）

において①国外を往来する船舶の船員、②国外に

滞在または居住している人、③犯罪によって拘束

または刑の執行中の人などは徴兵検査や再徴兵検

査を延期することができ（場合によっては猶予期

間中に兵役義務の免除年齢に達することもある）、第

62条（家計の事情による第 2国民役の編入など）で

は貧困層に対して第 2国民役および補充役への処

分が可能となっている。また、第 64条（第 1国

民役の兵役免除など）では障害者、脱北者などに

対して兵役を免除するほか、第 71条（入隊義務な

どの減免）では 36歳以上の者に対して徴兵検査、

再徴兵検査、現役兵入隊等の義務が免除されるこ

ととなっている。

　兵役義務の対象者を異なる属性によって選別す

ることとは別に、軍隊の種類や状況によって服務

期間が異なるなど様々な条項が設けられている。

例えば、現役兵の場合は第 18条（現役の服務）に

おいて陸軍 2年、海軍 2年 2ヶ月、海兵 2年、空

軍 2年 4ヵ月など、服務形態による服務期間の違

いがあり、第 19条（現役服務期間の調整）では兵

役資源が不足した場合に服務期間が 6ヶ月以内で

延長され、定員の調整が必要な場合は 6ヶ月以内

の短縮が可能になっている 10）。

　上記のように、兵役法において性別、心身の健

康状態、家計の事情、学歴、年齢など、個々人の

異なる状況を考慮した上で異なる義務を賦課する

という、差異の原則が働いていることがわかる。

言い換えれば、韓国の徴兵制において、すべての

兵役義務者に対する水平的公平性を実現すること

は不可能であり、したがって垂直的公平性を実現

することが重要になっている［  2013: 79-80］

と言える。しかし、韓国社会において垂直的公平

性の実現は極めて難しい課題である。なぜなら、

「異なる待遇」の前提となる「異なる範疇」をい

かに正義があるように構成できるかという問題が、

兵役忌避や優遇など、一連の兵役不正問題におい
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て中核の問題となっているためである。

　兵役法が制定されて以来、兵役忌避の手法は変

化してきた。1940-1970年代は可視的・社会構造

的に不正問題が頻発し、兵籍記録の変造及び虚偽

の作成、軍医官及び徴兵検査要員との結託などで

不当な兵役処分を受ける事件が起きた。例えば、

朝鮮戦争の際は、徴兵対象者が大学への進学を理

由に徴兵を延期させたり、1960年代には当時の

入営制限年齢の満 30歳を超えると高齢の事由で

兵役義務が無くなるという規定を利用し、大学院

に進学して入営時期を延期させたり、免除者を手

配して代わりに徴兵検査を受けさせたりするなど

の手法が主に使われた。そのような兵役忌避の風

潮は、1968年住民登録証制度の実施や 1976年兵

務資料の電子化という行政システムの整備、1973

年兵役法違反などの犯罪処罰に関する特別措置の

制定などによって、その 10年余りの間で兵役忌

避率が 10％台から 0.001%台へと激減するなど、

変化した。しかし 1980年代に入ると合法を装う

違法事件が発生し、1990年代には自害行為、例

えば、故意に膝や肩の関節を破裂させたり薬物を

投入したりするなど、適法性を偽る専門的・知能

的不正が問題となった。特に 1990年代以降は移

民や留学など、海外に滞留する際に外国の永住権

もしくは国籍を取得し、当時の兵役免除年齢であ

る満 30歳まで兵役を延期することで、事実上の

免除を受けるという手法によって兵役義務を忌避

する人々の数が急増した［  2002: 19; 『

』2004年 9月 23日 ; 『 』2013年 10月

16日］。

　上記のように兵役不正問題は、個々人が持って

いる様々な属性を考慮しようとする兵役法におけ

る社会的公平性の理念を逆利用するものであった。

韓国社会では、「差異の原則」の隙間から発生し

た兵役忌避の行為を防ぐため、兵役法で定めてい

るあらゆる「異なる範疇」の判定基準をより厳し

く調整してきた。しかし、依然として兵役法にお

ける社会的公平性の問題は韓国社会の大きな課題

として残っている。

3．兵役法の改正と在外韓国人の兵役義務

（1）兵役法の変遷から見る在外韓国人への規制

　1949年 8月 6月に制定された兵役法は、2014

年 5月末現在まで 92回の改正が行われた。ここ

では、兵役法の改正によって在外韓国人と関連す

る諸条項に見られる変化やその背景、意味につい

て検討したいと思う。

　次の【表 1】からいくつかの特徴がうかがい知

られる。一つ目に、兵役法の制定・改正の歴史に

おいて海外への出入国を利用して兵役義務を忌避

する人々に対する懸念が常にあらわれている。

1949年兵役法の制定をめぐって行われた国会臨

時会議での議論［国会事務処 1949b: 11-12］を見る

と、海外に在留している国民が志願によって徴集

を延期できるようにするとの条項の挿入をめぐり、

当時から既に兵役義務を忌避する人々が現れる可

能性が検討されていたことがわかる。当時外務国

防委員長は、生計や外交機関での業務、留学など、

様々な理由を持つ在外国民を対象に、一括的徴集

を行うことは国家的損失であると述べ、兵役義務

の賦課について国外滞在という属性を考慮すると

いう「差異の原則」を貫徹させた。

　兵役法の制定後も兵役義務の賦課において国外

滞在という属性を考慮するという原則は貫き通さ

れた（兵役法第 70条に国外旅行許可及び取消が定め

られており、兵役施行令第 146条に国外旅行許可範

囲及び期間が詳細に規定している）が、それによる

兵役忌避、兵役義務の不公平な配分という問題を

防ごうとする動きもあり続けた。兵役法の改正が

行われた内容を見ると、1970年代までは出国す

ることで兵役義務を忌避する人々に対して関連規

制と処罰が強化されており、1981年以降は出国

者が帰国しないという手法で兵役義務を忌避する

ことに対して規制及び処罰条項が設けられるよう

になった。そのような兵役法の改正は、主に

1949年兵役法の制定後、国外旅行の許可を得て

海外へ出た韓国人をターゲットにしており、韓国
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政府の樹立以前（日本の植民地支配から解放される

前とその直後）に海外へ移住し暮らしている人々

やその子孫に対しては考慮していない。

　二つ目に、韓国政府の在外同胞政策と在外韓国

人に対する兵役法の改正との間に類似した方向性

が見られる。1962年には海外移住法が制定され、

韓国国内での人口急増と失業問題を解決し、外貨

を稼ぐ目的として海外移民が積極的に推進された。

代表的なケースがドイツに派遣された鉱夫の事例

で、1963年に協定を結び、1976年まで 6,546人

の韓国人男性がドイツに移住した［国家記録院 

2014年 12月 5日の閲覧］。1962年 3月 9日に施行

された海外移住法（法律第 1030号）第 3条（移住

者の欠格事由）の 1には「兵役を忌避した者や徴

集該当者として現役服務を終えていない者、但し、

徴集免除処分を受けた者は例外とする」という条

【表1】兵役法における在外韓国人に関する諸条項の内容の変遷

施行日 公布番号 制定・改正の内容とその理由

1949.8.6. 法律第 41号 在外国民に対しては本人の志願により 26歳まで徴集を延期

1973.3.2. 法律第 2454号 国外旅行の制限を強化

1977.1.1. 法律第 2978号 兵役義務の公平性を期するため一家が国外へ移住する場合、兵役義務だけは完遂するよう
にし、予備役などが国外へ移住する場合にも国家の有事の時に備えて兵役義務を留保する
ようにし、総力安保態勢の確立に寄与

1979.12.28. 法律第 3201号 国外旅行の制限規定を削除

1981.1.1. 法律第 3266号 一家が外国の永住権を得た場合、兵役義務者に兵役を免除。現行の国外旅行の時に許可を
受けなければならない徴集免除者などを申告対象として緩和。一家の国外移住者に対し海
外旅行の許可申請の際、保証書を添付しないように許可手続きを簡素化

1981.12.31. 法律第 3498号 兵役義務者として兵務庁長の許可を受けず出国したり、正当な理由なしに許可された期間
内に帰国しなかったりする事実がある者に対しては公私職の採用と官許業の許認可などを
行なわないこと。国外旅行後の未帰国者などに対する制裁規定を補完

1991.2.1. 法律第 4317号 国外出国者として所定の期日内に帰国しない者の保証人に対する過料を引き上げ

1994.1.1. 法律第 4685号 家族と一緒に国外移住するなどの理由で補充役に編入したり、兵役免除の処分を受けたり
した人が国内で永住する目的で帰国するなどの事由に該当するときには、その処分を取り
消し兵役の義務を賦課

1999.2.5. 法律第 5757号 兵役義務の免脱を防止するため国外移住者に対する現役兵の入隊義務等の免除年齢を 31
歳から 36歳に引き上げ。国外の不法的に帰国しない人の発生を防止、予防するため、帰
国保証人に対する過料を 300万ウォン以上・3千万ウォン以下から 500万ウォン以上・5
千万ウォン以下へ引き上げ

1999.12.28. 法律第 6058号 兵役義務者として現役服務または公益勤務要員としての服務を終えた人及び第 2国民役に
編入された人が国外旅行をしようとする際、地方兵務庁長への国外旅行申告を廃止

2002.12.5. 法律第 6749号 海外旅行の許可の対象者のうち、入隊忌避者などについては、その許可を制限できるよう
にする根拠を新設

2005.7.1. 法律第 7272号 兵役義務の忌避手段として利用される永住権取得者に対する兵役免除処分制度を廃止し、
その代わりに入隊の延期処分。国籍法による国籍回復者の入隊義務免除年齢を 31歳から
36歳へ修正

2005.7.1. 法律第 7430号 グローバリゼーションの時代に帰国保証制度は手続き上、不便であるのみならず、帰国保
証人に対する過料賦課自体が他人の過失に対する責任を保証人に強制する側面が大きいた
め、帰国保証制度とそれによる罰金制度を廃止

2007.1.1. 法律第 7977号 現役または補充役の服務を終えなかったり、第 2国民役に編入していない 18歳以上の全
ての兵役義務者が国外旅行をしようとする際、兵務庁長の許可を受けるようにする国外旅
行許可制度の必要性は認めるが、兵役義務を負わせることに大きな支障がない人までも海
外旅行の許可を受けるようにすることは過剰な規制に該当するため、現役または補充役に
服務中の場合を除いては、25歳になっていない人は許可なしに自由に国外旅行できるよ
うに改善

2011.1.1. 法律第 9946号 人種・皮膚の色などによって兵役の遂行に深刻な影響を受けるものと認められる人に対し
て補充役または第 2国民役に編入するようにする規定を削除
*厳密に言えば国内の多文化家庭の子どもに関する内容
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項が設けられていた。現行の海外移住法（2014年

10月 15日施行、法律第 12772号）第 3条の 1に書

かれている「兵役を忌避している者」と比べると、

1960年代には徴集免除処分という例外が法的根

拠に基づいて認められていたことがわかる。

　また、金泳三政権（1993～ 1997年）のときは、

新僑胞政策が模索された。在外韓国人と母国との

関係性が再考され、忘れられてきた「海外同胞」

の存在が可視化されるきっかけとなった［  

2010: 7-8］。韓国の外へ出る海外旅行者に対する兵

役法上の規制から韓国の中に入る帰国者に対する

規制へと兵役忌避の規制対象に変化があらわれた

ことも、このような背景が反映されたためである

と考えられる。

　三つ目に、兵役義務の賦課対象者数、いわゆる

兵役資源のバランス問題があらわれている。

1960-1980年代は人口減少政策として家族計画事

業が行われるほどに過剰な人口が社会問題となっ

ており、兵役対象者の過剰状態も続いていた。

1974年には全国 18万人にのぼる男性が徴兵待機

の状況に置かれ、就職や海外旅行において兵役忌

避者のように扱われる被害もあらわれた。そのた

め、当時、兵役を忌避していない善意の兵役未了

者を救済しようと、徴兵検査から 5年以上が経っ

た長期待機者は召集免除をするという制度が新設

された。しかし 2000年代に入ると、少子化問題

やグローバリゼーションの促進による国外移住の

増加といった社会変化で、兵役資源が激減した。

兵役資源の不足を補うための兵役政策としては、

①兵役代替服務制度の縮小または廃止、②募集制

度の拡充、③現役服務の差等制、④女性軍人参加

者の拡大、⑤各種兵役免除制度の縮小、⑥服務期

間の調整などが考えられる［  2002: 30, 58-59, 

135-136］。【表 1】においても 1999年から国外移

住者に対し、兵役義務の免除年齢を従来の 31歳

から 36歳に引き上げるほか、2005年には永住権

取得者に対する兵役免除処分制度を廃止するなど、

兵役忌避を防止することはもちろん、兵役資源を

増大する目的としても在外韓国人に対する政策の

変化が起きている。

　さらに、今まで兵役義務の免除対象であった多

文化家庭 11）で生まれた子どもが 2011年以降、兵

役義務の賦課対象者になったことは、韓国の徴兵

制において大きな変化であると言える。従来の兵

役法は、すべての帰化者と、人種や肌の色が明ら

かに異なる男性（混血児など）に対して第 2国民

役を処分し、事実上の免除を行っていた。しかし、

2011年 1月 1日から 1992年 1月 1日以降に生ま

れた人種や肌の色が明らかに異なる男性も第 1国

民役として徴兵検査を受けるようになった。2013

年現在、多文化家庭においてその構成員数は 75

万人、多文化家庭の子女は 19万人で、そのうち

入隊者数は 200人を超えている。2020年には韓

国の多文化家庭の構成員数が 100万人を超える時

代が訪れ、10年後の多文化家庭の入隊者数は 1

万人にのぼると推算される。そのため、上記のよ

うな兵役法の変化について韓国国内の世論は、国

家を守るために国民という共通の認識が民族とい

う狭小な概念よりも重要視される時代に入ったと

指摘している［女性家族部 2013; 『 』2014

年 6月 10日］。実際、国防部は 2012年から軍人服

務規律第 5条（入営及び任官宣誓）に明示されて

いる入営宣誓、「（入営階級）○○○は大韓民国の

軍人として国家と国民のために忠誠をつくし、法

規を順守し、上官の命令に服従し、賦課された任

務を誠実に遂行することを厳粛に宣誓します」に

おいて、従来用いられていた「国家と民族のため

に」という語句を「国家と国民のために」に変え

たのである。この変化は、韓国国内に居住する多

様な人種的、民族的背景を持つ韓国人の立場から

考えると、単一民族という血統主義から脱皮する

試みとしての意味がある。

　しかし、在外韓国人の立場から考えると、その

意味は変わる。例えば、在日韓国人にとってエス

ニシティとしての民族は国籍よりも広い意味を持

つ。1952年のサンフランシスコ講和条約発効に

より、かつて日本国籍を持っていた在日韓国人の

法的地位は旧植民地の「朝鮮籍」という国籍表記

の外国人と変わり、日本社会の構成員としての諸

権利が制限されるようになった。同じく植民地時
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代に移住した在露韓国人や在中韓国人が居住国の

国籍を持ち、国民として諸権利を享受してきたこ

ととは異なる。また、韓国に移住した場合、在露

韓国人や在中韓国人は外国人に対する社会福祉や

多文化家庭に対する支援を受けることができるが、

在日韓国人は韓国籍を持っているものの、韓国の

住民登録がないため内国の韓国人と同等な権利が

保障されておらず、多文化家庭支援政策からも除

外されている。特に兵役法や同法施行令の適用も

異なり、外国籍者である在露韓国人や在中韓国人

には兵役義務が賦課されないが、韓国籍を持つ在

日韓国人には滞在期間や経済活動が一定の基準を

超えると兵役義務が発生される。つまり、韓国社

会において在日韓国人は民族という属性から異な

る待遇を受ける他の在外韓国人と比べ、国籍とい

う属性によってその法的権利がより制約される状

況に置かれていると言える。

　以上のように、在外韓国人に対する兵役法は、

約 65年間、国内の政治や経済、社会文化的変化

の影響を受けながら改正されてきた。その内容は

特に、海外への移住を利用して兵役義務を忌避す

ることへの規制に焦点を当てており、在外に居住

するという異なる範疇が考慮されたものの、国内

の韓国人を基準とする水平的公平性が重視されて

きたと言える。

（2）兵役法施行令の改正と在外韓国人の兵役問題

　在外韓国人に対する兵役義務の配分をめぐり最

も大きな変化は、2011年 11月 25日付で施行さ

れた兵役施行令（大統領令第 23305号）の第 128

条に関する改正内容によるものである。 

　兵役法は韓国の国民である男性が 18歳から第

1国民役に編入されるようにし、国籍法第 12条

第 2項によって第 1国民役に編入されたときから

3ヶ月以内、兵役義務を終えた人は兵役義務を終

えたときから 2年以内に一つの国籍を選択するよ

う義務付けている。この国籍法の条項は属地主義

国家（米国、カナダなど、領土内で生まれた人に国

籍を与える国家）で生まれた在外韓国人が、韓国

籍者の父もしくは母がいる場合、外国籍と韓国籍

を同時に保有することができる先天的複数国籍者

になるため、法律上に設けられた要件である。し

かし、日本で生まれた日本国永住権者の在日韓国

人の場合、日本の国籍法が属人主義を採択してい

ると同時に、複数国籍を許容していない状況であ

ることから、先天的複数国籍者として兵役義務が

賦課されることはほとんどない。むしろ、国内の

韓国人と同様に、国籍法第 2条出生による国籍の

取得（「出生当時に父または母が大韓民国の国民であ

る者」「出生する前に父が死亡した場合にはその死亡

当時に父が大韓民国の国民であった者」）によって

兵役義務が発生していると言える。

　国籍法上に兵役義務と関連して問題となる部分

は、第 12条複数国籍者の国籍選択義務や第 14条

大韓民国国籍の離脱要件及び手続に関する条項で

ある。この条項では先天的複数国籍者が兵役義務

の発生する 18歳になる年の 3月まで韓国籍を離

脱しない場合、韓国国民として兵役義務を解消し

てから国籍離脱を可能とするという国籍離脱時期

の制限を設けている。2006年 11月 30日、国籍

離脱期間制限に関する国籍法の規定が憲法に違反

するという違憲訴訟（事件番号 :2005憲マ 739）に

おいて、当時の憲法裁判所は、国籍離脱期間の制

限が複数国籍者の自由を侵害していないと判断し

た。却下の決定要旨によると憲法裁判所は、現行

の法制上、韓国籍の逸脱による不利益・不便が兵

役免脱の意図を持つ国籍逸脱を阻止するほど深刻

ではなく、むしろ、当該の条項のような規定がな

いと国籍選択制度を利用した兵役免脱がより容易

になると懸念している。その理由として第一、兵

役資源の一定な損失を招来し、第二、二重国籍者

が生活の根拠を韓国に置き、韓国人として様々な

利益を受けながらも、いざ国民としての義務を果

たさなければならないときに韓国籍を捨てる機会

主義的態度を許容する結果につながり、兵役負担

の平等の原則を傷つけることになると述べている

［憲法裁判所 2007: 528-540］。

　上記のような憲法裁判所の判決に対し、国籍離

脱の自由に関する個人の基本的権利を侵害する可
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能性があると指摘する声もある。大韓民国憲法で

は第 18条によって国籍変更の自由を含めている

と理解される居住移転の自由が保障されており、

1948年国連第 3次総会で採択された世界人権宣

言の第 15条においても「全ての人は一つの国籍

を持つ権利がある。誰もが自分の国籍を恣意的に

剥奪させられることも、国籍変更の権利を恣意的

に否認させられることもあってはならない」と記

している。しかし、厳密に国籍変更の自由はどの

ような場合においても制限することができない絶

対的な権利ではないことが、憲法第 37条第 2項

（公益のために法律によって制限することができる）

によって認められており、国際法においても自由

に対する「恣意的（arbitrarily）」な剥奪、ないし否

認のみを禁じているため［  2005: 274-275］、

複数国籍者の国籍変更の自由を制限することが可

能となっている。

　ところで、複数国籍者に対して兵役義務は忌避

し、権利だけを得ようとする集団であるというレ

ッテル張りに疑問が残る。 ［2005: 279-280］

によると、国籍を選択するまで複数国籍者が権利

だけを享受するという指摘は正しくない。国籍を

放棄する手順を踏む、もしくは兵役義務を履行す

る年齢になるまでの当事者はほぼ未成年者で、彼

らが持つ権利は彼ら自身ではなく、彼らの父母が

義務を履行してきたために与えられた権利である。

例えば、未成年者の子どもが国民として教育や医

療サービスを受けられるのは、あくまで父母の納

税があったために可能になった権利で、国家の

サービスが無料であるためではない。よって、複

数国籍者の子どもに兵役義務を履行した場合に限

って国籍の変更を認めるということは適切ではな

いと言えるのである。

　他方、日本国永住権を持っている在日韓国人の

場合、日本以外の属地主義国家で生まれたため先

天的複数国籍者に該当するようになった事例もあ

ると考えられるが、そのほとんどは兵役法施行令

第 128条（徴兵検査などの延期）における「在外

国民 2世」制度の規定から影響を受けるケースで

あると言える。「在外国民 2世」制度は 1994年

10月 6日から導入された（当時の兵役法施行令第

128条第 4項）。当初の規定においては、海外で生

まれ育った人々は韓国文化に関する理解が不十分

で、韓国語でのコミュニケーションにも困難があ

るため、永住する目的で帰国したケースのみ兵役

義務を賦課した［  2006: 567］。

　現在、施行されている兵役法施行令（大統領令

第 25687号）第 128条第 5項によると、「在外国民

2世」とは国外で生まれた者（6歳以前に国外へ出

国した者を含む）として 17歳まで本人と父母が続

けて国外に居住しながら、次の各号のいずれかに

該当する者を言う。この場合、17歳以前に韓国

国内において「初中等教育法」第 2条による学校

で合わせて（累計）3年以内に修学したり、17歳

まで本人または父母が 1年間の中、合わせて 90

日以内に国内に滞在（国内滞在期間は算定日から逆

算して合わせるが、入国日は含め、出国日は除外）

したりした場合にも続けて国外に居住したことと

見なす。

第 1号、外国政府から国籍、市民権または永住

権（条件部の永住権は除外）を得た人

第 2号、永住権制度がない国家で無期限の滞在

資格（5年以上の長期滞在資格を含む）を得た人

第 3号、5年未満の短期滞留資格のみを付与す

る国家で第 145条第 3項の居住パスポート12）

を持ち、続けて居住している

　1994年当時は「在外国民 2世」として認定さ

れると、国内で長期間滞在をしたり、営利活動を

行ったりした場合にも海外移住法によって永住帰

国を目的に韓国に入国しない限り、兵役義務が猶

予されるという法律上の地位が保障されていた。

しかし、2011年 11月 25日からの改正兵役法施

行令では、第 128条第 7項第 2号において本人が

18歳以降、合わせて 3年を超えて韓国国内に滞

在した場合には「在外国民 2世」として認めない

こととなった。これは 1994年 1月 1日以降に生

まれた者が一定の国内滞在期間を超えると徴兵対

象者になることを意味する。

　国外に居住している兵役義務者が 25歳になる

まで、特に本人もしくはその父母が日本の特別永
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住者または永住者の滞留資格を得て国外に続けて

居住している場合、37歳まで国外旅行許可を受

けたことと見なされている（兵役法施行令第 149

条第 1項第 2号）。しかし、第 147条の 2第 1項に

よっては国外旅行許可が取消され、兵役義務が賦

課されることがある（「在外国民 2世」は除外）。例

えば、国外旅行許可またはその期間延長の許可を

受けた本人、もしくはその父母が国内で 1年の間、

合わせて 6ヶ月以上を滞在したり、本人が国内で

の就職など兵務庁長が告示する営利活動を行った

りした場合は、海外旅行許可が取消され兵役義務

が賦課されるのである。以上のような兵役法施行

令の条項には、植民地時期に日本へ移住し、韓国

籍を維持することで旧植民地宗主国の日本におけ

る様々な民族差別に対抗してきた多くの在日韓国

人の歴史的特殊性が十分に考慮されていない問題

がある。属地主義国家で生まれた在外韓国人の場

合、韓国の国内において外国の国籍を行使しない

ことを条件に複数国籍の所持が認められる。つま

り、兵役義務が解消された後には複数国籍を享受

できる権利が増大されるのである。それに比べ、

在日韓国人の場合、韓国と日本の社会構成員とし

てその権利が十分に保障されていない状況に置か

れ続ける。

　植民地時代に移住した歴史を持つ在日韓国人の

場合、兵役義務を履行したとしても、日本の永住

権を放棄しない限り、韓国での権利は制限され続

ける。なぜなら、韓国の住民登録法（2011年 8月

31日施行、法律第 10733号）第 6条（対象者）第 3

項において「「海外移住法」第 2条による海外移

住者は大統領令が定めるところにより、海外移住

を放棄した後でなければ登録することができな

い」と記しているためである。日本国籍を持って

いれば、外国人登録を行うことで多文化家庭に対

する家族政策など、社会福祉制度を利用すること

ができる。しかし、2014年 9月現在在日韓国人

の場合、住民登録が有効な在外国民（複数国籍者

を含む）に対しても実施されている基礎老齢年金

や育児手当などの福祉制度はもちろん、民業であ

る金融取引も実質的には利用に制限が伴っている。

そのため、在日韓国人にとって兵役法の改正は、

韓国籍の離脱を助長し、韓国籍を持つ自由を奪う

可能性を高めているとも言える。

　一方、2013年安全行政部は、2015年から在外

国民用住民登録証を発給し、国外移住申告を行っ

た場合にも住民登録を維持できると発表した。ま

た、2015年以前に国外移住申告を行い、住民登

録が抹消されたり、登録されなかったりした在外

国民に対しても、30日以上国内に滞在するため

に入国する場合、住民登録を再登録するか、新規

登録することが可能となる。在外国民用住民登録

証は、国内住民に発給される住民登録証と同じ効

力を持つため、金融取引や不動産の売買における

脆弱性が解消されることが期待される。しかし、

住民登録者に支給される福祉制度に関しては、近

年国内の韓国人との公平性を考え、在外韓国人に

対する福祉の提供基準を大幅に強化し、法的に支

給を禁止する法案も推進されている［『 』 

2014年 9月 17日］。よって、韓国の社会福祉制度

の利用に在外国民用住民登録証がどれほど効力を

持つかは、未知数である。

　2012年から在外国民に選挙権が付与され、大

統領選挙や国会議員選挙（比例代表）で投票でき

るようになったことから、在外韓国人に対する兵

役義務の強化を正当化する声も上がっている。し

かし、在日韓国人は前述したように国民としての

権利がほとんど保障されていない。金雄基［2014: 

8］は、植民地時代に移住した在日韓国人は住民

登録番号を持ったことがない、唯一の在外国民集

団であると指摘し、韓国籍を持つ国民でありなが

らも、国内韓国人と同様な待遇を受けていない在

日韓国人を「「半国民」というアイデンティティ」

として説明する。つまり、在外韓国人の中にもヒ

エラルキーが存在しているという意味である。

　一方、在日韓国人は日本において韓国籍者、日

本籍者、無国籍者（「朝鮮籍」の表記者）という法

的地位を持っているが、大韓民国憲法は 3・1運

動で建立された大韓民国臨時政府の法統を継承し

ているため、国は法によって「朝鮮籍」の表記者

も在外国民として保護する義務を持つ。北朝鮮の
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公民証を持っている場合にも、憲法第 3条「大韓

民国の領土は朝鮮半島とその付属島にする」とい

う条項によって韓国の国民として認められた判例

がある。つまり、憲法上、日本に滞在している韓

国籍者と無国籍者（「朝鮮籍」の表記者）は韓国の

在外国民となる。しかし、法律によっては韓国籍

者と「朝鮮籍」の表記者の間に国民としての権利

や義務に差異が発生している。例えば、在外国民

登録法（2013年 3月 23日施行、法律第 11690号）

では、第 3条（登録公館及び登録事項）第 8項に

おいて兵役関係を居住国の管轄公館に登録するよ

う義務付けている。在外国民登録制度は 1949年

11月から始まっているが、「朝鮮籍」の表記者は

そのような在外国民としての登録を行っていなか

ったため、法律による在外国民としての権利、例

えば、パスポートの発行や選挙権の付与などが与

えられていない。また、兵役義務の賦課対象者に

対する兵籍管理も行われていない。

　ここで考えておきたい問題は、「朝鮮籍」の表

記者が韓国籍に切り替える場合、国籍が回復され

たことになるのか、帰化することになるのかとい

う問題である。この場合、法的には国籍を回復す

ることになるため、兵役義務の免除は行われない。

しかし、南北交流協力に関する法律第 30条（北

朝鮮住民擬制）においては、「同法を適用する際に

北朝鮮の路線に沿って活動する国外団体の構成員

は北朝鮮の住民と見なす」となっている。例えば、

北朝鮮を支持する在日本朝鮮人総連合会で働いて

いる在日韓国人は、北朝鮮の住民と見なされる。

当該条項は同法においてのみ効力を持ち、兵役法

には影響を及ぼさないが、北朝鮮から韓国へ移住

した脱北者が兵役義務の免除を受けていることを

考えると、法律における在日韓国人に対する社会

的公平性の実現をめぐる議論の余地があると考え

られる。

　以上のように在外韓国人、特に在日韓国人の立

場から考えると、近年の兵役法の改正において兵

役義務の配分をめぐる社会的公平性は実現された

と言い難い。逆に在外韓国人に兵役義務が不公平

に賦課されることも報告されている。例えば、

2014年在外同胞言論人国際シンポジウムでは、

先天的複数国籍や「在外国民 2世」制度が在外韓

国人の当事者にあまり知られておらず、免除対象

者が兵役義務を履行した事例が述べられた［『

』2014年 11月 6日］。どのようにすれば、

兵役法における社会的公平性の実現は可能になる

のか。

　本質的には、徴兵制が廃止されることが最も望

ましい。徴兵制が募兵制に変わると兵役は義務で

はなくなるため、軍服務において社会的公平性の

問題が生じる可能性は極めて低くなる。その他、

募兵制を導入すると、軍隊内の人権侵害や兵役義

務の配分をめぐる不正問題を減らす肯定的な効果

も期待される。しかし、朝鮮半島の分断という状

況の下、速やかな募兵制への転換は難しい。徴兵

制から募兵制へ転換するためには更なる兵力維持

の負担や経済的費用が発生する。よって、募兵制

への転換という社会的な合意を成し遂げるまで相

当な時間が必要であると考えられる。

　結局、国籍を基盤とする兵役法における社会的

公平性の実現は、現実的に在外韓国人の立場から

法律の改正を行うことによって可能になると言え

る。そのためには、まず、兵役法の内容や諸情報

を当事者の在外韓国人にきちんと知らせるべきで

ある。兵役義務賦課通知書送達及び電子郵便セン

ター運営規定（兵務庁訓令にあたる）によって兵

務庁は、徴兵検査通知書や現役兵入営通知書など

を訓令で定めている期間中、その該当者に発送す

る責任を持つ。在外韓国人男性にも諸情報が適切

に届くよう、法的にその権利を保障する必要があ

る。次に在外韓国人男性にも国内韓国人男性のよ

うに公益勤務要員としての服務など、代替案を設

けるべきである。在外韓国人男性は現役服務が一

般的で、内部方針によって通訳兵として配置され

ることが多いと言われる。しかし、在外韓国人の

入隊が増加し通訳兵の過剰状況があらわれると、

通訳以外の分野に配置される可能性もある。在外

韓国人の入隊者に対しても社会服務要員や国際協

力奉仕要員として服務ができるように関連規程を

設け、韓国語でのコミュニケーションが不十分で
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も円滑に兵役義務の履行ができるように代案を立

てる必要がある。さらに、在外韓国人の中に存在

する様々な属性を考慮し、より詳細な兵役義務の

配分規定を定めるべきである。例えば、居住国と

韓国との物理的距離や移動に必要な費用は、韓国

に滞在する期間に影響を及ぼす可能性がある。在

日韓国人の場合、在米韓国人より物理的に近く、

移動に必要な費用も低いことから、韓国に滞在す

ることが容易である。そのため、合わせて 3年以

上という滞在期間の規定を一括的に在外韓国人に

適用し兵役義務を賦課することは、適切ではない

と考えられる。

4．まとめ

　在外、特に在日韓国人の視点から考えると、

2000年代に入ってからの兵役法の改正において

兵役義務の配分をめぐる社会的公平性は実現され

たといい難い。なぜなら、国内韓国人と同様な兵

役義務を賦課することに焦点を当てた水平的公平

性が強調される一方、在外韓国人を一括して扱う

など、兵役法における垂直的公平性が縮小された

ためである。

　朝鮮戦争が起きた際、日本の大学や高校に通っ

ていた 642名の在日韓国人青年たちは在日学徒義

勇軍を組織し、参戦した。彼らは仁川上陸作戦な

ど様々な戦闘に投入されたが、韓国語ができなか

ったために大きな被害を受けた。失踪者（144名）

や戦死者（61名）の数が全体の約 3割にのぼった

（『KBS1TV』2010年 7月 14日）。この事例は、兵士

として在外韓国人が生き残るために同じ民族、同

じ国民という共通の認識より、韓国語能力という

属性がより必要であったことを示唆する。朝鮮半

島の分断という状況の下で施行されている徴兵制

であるゆえに、在外韓国人の個々人が持つ属性を

十分に考慮した上で在外韓国人に対する兵役義務

の配分が行われるよう、在外韓国人の立場からも

法律の改正を考え、行うべきである。

注
1） 命令は国会の議決を経ずに行政機関が発する成文

法規として法律の下位概念である。命令はそれを
発する主体によって大統領令、国務総理令、部令
に区分される。施行令、施行規則などがこれに属
するが、一般的に施行令は大統領令で、施行規則
は国務総理令や部令で公布される。

2） 義務兵制には徴兵制と民兵制があり、志願兵制に
は職業軍人制、募兵制、傭兵制、義勇兵制がある
［  2003: 15-20］。

3） 近代的意味での最初の徴兵制は、1944年日本に
よって実施された。詳しくは ［2000］を参
照。

4） 池靑天は、植民地時代に日本の陸軍士官学校を出
て、独立軍を育成した新興武官学校の校長や韓国
光復軍の総司令官を歴任した右翼政治家である
［  2000］。

5） 当時の国会臨時会議速記録では、植民地時代にお
ける日本の徴兵制度との関連性については触れて
いない。しかし、米軍政期や李承晩政権期に日本
軍・満州軍の経歴を持つ人々が軍の主導権を掌握
していったことから、韓国軍の正統性の欠如問題
が指摘されてきた［  1988］

6） 当時の義務兵制の採択の背景については
［2003: 33-35］を参照。

7） 国防費には防衛力改善費と戦力運営費がある。
2014年基準、給料や経常維持費が含められた戦
力運営費は国防費の 70.6%を占めている［韓国
統計庁 HP 統計庁＞ e-国指標＞部門別指標＞国
防予算推移 2014年 6月 2日の閲覧］。

8） 大韓民国の国籍を持つ男性は 18歳になる年の 1
月 1日から兵役義務が発生し、第 1国民役に編入
され、兵籍管理が始まる。第 1国民役は兵役義務
者として、現役、予備役、補充役および第 2国民
役ではない人である。つまり、兵役対象者として
兵籍に入り、徴兵検査による判定を受ける前の
人々を指していると理解できる。

9） 第 2国民役とは、徴兵検査または身体検査の結果、
現役または補充役服務はできないが、戦時労働の
招集による軍事支援業務はカバーできると決定さ
れた人をいう。身体検査 5級判定者及び規定（兵
役法施行令などで規定する受刑者など）による編
入者が該当する。

10） 兵役法第 19条によって大統領と国防長官の権限
で服務期間の調整が可能である。2012年現在、
兵役法と実際との間に服務期間の差があり、陸軍
21か月、海軍 23か月、空軍 24か月となっている。

11） 多文化家庭または多文化家族は、異なる国籍や文
化を持っている人々が国際結婚で形成した家庭、
もしくはそのような人々が含まれている家族を意
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味する。
12） 居住目的のパルポート。韓国では 1962年旅券法

や同法施行令が制定された当時から「移民パス
ポート」と呼ばれ、国外移住者のためのパスポー
トを一般パスポートと分類し、発給してきた。
2015年 1月 22日から在外国民に対し住民登録証
を発給することになり、居住パスポートは無くな
る［『 』2014年 10月 4日］。
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1．はじめに

　在日済州人の数は 2011年を基準にして、在日

韓国人 545,401人の中、約 16%に当たる 86,231

人である 1）。これらの人々は極めて厳しかった済

州の経済的・社会的な困難を避け、1900年代の

初めから日本に渡った。日本人からは朝鮮人とい

う理由で、同じ韓国の人々からは島の人間だとい

う理由でさまざまな差別を受け、日本社会に定着

するための多くの困難に遭遇したが、そうした中

でも済州人のネットワークを形成し、互いに助け

合いながら生きてきた。

　異国生活の逆境の中でも、彼らは故郷の厳しい

現実に心を配った。お金を集めて町や村を結ぶ道

路を舗装し、水道設備や電気・電話の架設、学校

施設の拡充や村会館の建設に至るまで、絶えるこ

となく愛郷の手を差し伸べた。特に 1960年代に

始まったミカンの苗木を送る運動は、済州のミカ

ン産業を興し、済州経済を活性化するきっかけと

なった。また、済州地域の開発を惜しみなく支援

した。さらに、日本で苦労して集めた資本を故郷

に投資し、教育・文化事業をはじめ、観光・金融

産業に至るまで、済州経済に大きな波及効果をも

たらしている。

　済州は在日済州人の寄付と投資に支えられ、各

分野で目覚しい成長を成し遂げた。済州の経済発

展の一つの軸として在日済州人は大きな役割を果

たしており、済州産業の発展と道民所得の向上に

大きく貢献したといっても過言ではない 2）。

　在日韓国人は日本だけでなく、故郷の韓国でも

現在、さまざまな分野で活発に活動している。経

済界はもちろん、社会・文化分野でも目覚ましい

活動をしている彼らは、年月の経過とともにその

数が徐々に減少している。それに伴い、在日済州

人の人的構成も変化している。生存している 1世

はごく少なくなり、2・3世の人が中心になる中

で現在、5世にまでの時代を迎えている。このよ

うに世代交代が進み、後孫たちは自分たちの民族

的アイデンティティーの概念が薄くなり、故郷と

の絆もますます弱くなっている。1世の場合、子

供の結婚においても日本国内で同郷者を見つけて

地域の絆をつないできたが、今ではそのような意

識さえなくなりつつある。日本人との結婚の増加、

進学や就職で差別を受けないように帰化者が増え

ており、統計上、在日済州人の総数はますます減

少している。

　最近故郷との絆もますます弱くなっている。こ

れまで在日済州人と済州道との関係は、協力に基

づいた相互同伴的な関係というより、在日済州人

たちが一方的に支援する対象として済州を認識し

てきた。喜びをもって故郷を支援してきた在日済

州人たちだったが、年月の経過とともに、自分た

ちを無視する本国の済州人によって心を傷つけら

れることも多くなり、故郷の財産問題をはじめ、

大小の問題による摩擦などで故郷との関係はさら

に遠くなっているに違いない。

　在日済州人は、現在の居住地が違うというだけ

在日済州人企業家の現況と経営の実態 

李昌益（済州大学校）・高廣明（済州大学校）・金寶香（済州大学校）

研究ノート
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で同じ済州人である。韓国語や韓国の文化、歴史

を知らないとしても、それを理由に外国人のよう

に接したり、無視してはいけない。今後、彼らと

の緊密な交流や協力、コミュニケーションを通じ

て信頼に基づく関係を構築し、経済協力や人的資

源の活用はもちろん、あらゆる分野においてパー

トナーシップを発揮しなければならないのであろ

う。

　本稿は在日済州人企業家の現況と経営の実態を

詳細に把握し、今後の人的交流と協力の基礎資料

を提供する。また、本研究の重要なテーマである

済州出身の在日企業家の現況を把握し、彼らの生

活と経営の実態を照明して、彼らとの未来志向的

な交流・協力のための代案を提示する。

2．先行研究の検討

（1）在日企業家の概念

　企業家（entrepreneur）という単語の語源は「企

業に資本を投資し、その企業の経営を担当する

人」であり、企業家という用語は「ある仕事や取

引、工場や建築物などの運営を引き受け（undertak-

ing）、責任を負う」という意味の「entreprendre」

から由来する［クォンナンフン他 1999］。

　そして、企業家の概念は学者によって規定が異

なるため、これを一律的に規定することは難しい。

しかし、企業家の概念は近代史の複雑な企業活動

の機能を包括的に説明したもので、今日も吟味す

る価値が十分にある概念だと言えよう。結局、企

業家とは、新たなアイディアを持って資源を調節、

監督し、富の増進を主導する人と見ることができ

る。そして、企業家精神とは社会の富を増進させ

るために、企業家が創造的な行動を取る過程と見

ることができる。

　したがって、在日企業家の概念は、在日韓国人

として日本に居住して生活を営み、営利を目的と

して商工業を行う人と言える。そのような意味か

ら、現在の在日済州人の企業家の概念も、その多

くが生業のために商工業を営む人と認識すること

にする。

（2）先行研究の検討

　この章では在日済州人の企業家を理解するため

に、経済（経営）学的観点から企業家の概念につ

いての研究および在日済州人の企業家に関するこ

れまでの研究の流れを見ることにする。国内外で

発表された研究の結果は在日韓国人の企業家に関

する学問的な究明というより、主に文化人類学的

な観点で扱われている。在日韓国人の企業家の自

営業の比率が日本人の比率より高いが、在日韓国

人の企業家に関する研究はこれまで活発に行われ

ていない。近年、断片的な研究が行われているが、

在日済州人の企業家に関する研究は極わずかであ

る。在日済州人の企業家の実態調査に先立ち、先

行研究を検討する。

　国内外の在日済州人企業家に関する代表的な研

究は、高東勳［1999］、高廣明・秦寛勳［2004、

2006］、高廣明［2005］、高廣明［2006］、李 遠・

秦寛勳［2006］、高廣明［2009］、高廣明［2013］

などがある。これらの研究を簡単に紹介すると次

のようである。

　高東勳［1999］は、在日韓国人の経済活動に関

する史的な研究を通して小規模で断片的だという

限界を述べながらも、在日済州人の役割を肯定的

に把握した。高廣明［2005］と高廣明・秦寛勳

［2004］は、関西済州道民協会［2004］が発刊した

『関済協 10年の歩み』の資料を利用して収集した

248人を対象に関西地域の在日済州人の商工業活

動の実態を把握した。この研究は在日済州人の商

工活動に関する情報を得るために試みられたが、

2次資料の収集の限界を抱えている。高廣明・秦

寛勳［2006：148-181］は、在日済州人の商工業活

動を把握し、地域社会への貢献と特性を解明した。

これを通して済州の社会と在日済州人社会が不信

と葛藤を越え、互いに人的・物的資源を安定して

交流できる方案を模索できるきっかけとして作用

するだろうと予測した。高廣明［2006：171-195］
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は、日本社会での在日済州人の職種を把握し、商

工業活動の特性を解明し、互いの生産的な交流を

模索しようとした。

　高廣明［2009：293-313］は、日本社会で在日済

州人企業家がどのような経営活動の特性を持って

いるかを考察した。これによれば、移住の初期は

鞄、ゴム工場などの零細製造業から出発したが、

現在はパチンコ、焼き肉、建設業、不動産業など、

日本の会社と競争するほどまでに成長したという。

それ以外にも李 遠・秦寛勳［2006：171-188］は、

在日済州人の投資誘致の変遷を批判的に診断し、

彼らが投資の過程で経験した困難の要因を考察し、

地方政府レベルでの体系的かつ効率的な在日済州

人の投資誘致の方案を考察した。その結果、共同

の利害関係を持つ済州道と在日済州人企業家の間

に、頻繁な交流と相互の協力を通した信頼という

社会的資源を形成する必要があり、さらに、彼ら

が済州道に安心して投資できる環境を造成しなけ

ればならないとした。高廣明［2013］は、在日済

州人の移住と生活、経営活動の特性、企業家活動

の事例などに関して研究した。彼は、在日済州人

の意味と類型、移住の歴史、人口と生業、社会的

ネットワークの特性、地域社会への貢献、そして、

在日済州人企業家の経営活動、社会的背景、企業

家の活動などについて、文献調査と実証分析、事

例研究を通して考察した。

　以上のように、韓国では近年、在外韓商を中心

とする経済活動に対する関心が集まっているが、

在日済州人をはじめとする在日韓国人の企業家に

関する研究は相対的に不備な状況である。それは、

彼らの経済活動や企業家（商工人、企業経営者な

ど）についての基礎的な統計資料が決定的に不足

しているからである。このような理由から在日韓

国人企業家の活動を客観的に調査することは非常

に困難な実情である。

3．研究対象および方法

　この研究は在日済州人企業家の現況と実態を把

握するためである。そのために、在日韓国人企業

家の経営活動に関するこれまでの研究を整理し、

これを基に現地調査とアンケート調査を実施した。

また、企業家の事例としては済州出身の在日企業

家を選定し、面接調査を実施した。この研究で扱

う在日済州人企業家は「企業を経営する済州出身

の在日韓国人の自営業者」と定義し、一般的な小

規模の自営業のすべてを含む。

　調査研究の時間・人材・財政的な制限により、

研究対象は関東地域あるいは関西地域に企業を所

有する、もしくは在留する企業に限定した。在日

済州人の地域的分布を見ると、86,321人のうち関

西地域に 56,025人、関東地域に 25,123人が居住

しており、それぞれ 64.9％、29.1％と、計 94％に

相当する人々が集住している。特に大阪に 48,023

人、東京に 17,270人と、約 76％がこの二つの地

域に居住していることが分かる。特に大阪には

50％を超える済州人が集まっているが、これは済

州の人々の移住と関係がある。1900年代の初め

から日本に渡った済州の人々は大阪の生野区を中

心に集団居住しはじめ、今もそれが続いている。

　このような在日済州人の地域的分布の特徴は企

業家の分布とも関連している。1997年に発行さ

れた『在日韓国人会社名鑑』を見ると、大阪に

1,492社、東京に 1,312社の企業があり、これは

在日韓国人の企業数のそれぞれ 15.72％、13.82％

に当たり、最も高い割合を占めている［林永彦他、

2006］。在日済州人が大阪と東京に集住している

ことを考慮すれば、この二つの地域に在日済州人

企業家が集中する度合はより高くなると予想され

る。

　まず、在日韓国人企業家に関するこれまでの研

究を基に研究方法と方向性を整理し、文献資料を

通して在日済州人企業家の現況を把握した。現況

整理に利用した資料は、済民日報社［2000、2004、

2005、2008、2011］が発行した『済州人名辞典』、

漢拏日報社［2001、2004、2007、2011、2013］の『済

州協名録』、関西済州道民協会［2004］『関済協 10

年の歩み』、統一日報社［1976］『在日韓国人企業

名鑑』、共同新聞社［1989］『在日韓国人実業名鑑
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1（関西版）』、在日韓国商工会議所［1997］『在日

韓国人会社名鑑』などがある。

　上記の資料を用いて在日済州人のリストを整理

し、企業家と非企業家を分類した。次に、電話や

ファックスでの諮問を通して生存者を確認した。

現地調査ではリストにある企業家が生存している

か、企業活動を続けているかを確認し、新たな企

業家を追加した。既存の資料は 1990年代の初め

に調査されたデータに基づいており、死亡者や退

職者の相当数が含まれていた。現地調査で入手し

た道民会名簿、商工会名簿に記載された企業家に

会い、名刺を受け取ることができた企業家を、在

日済州人企業家のリストに新たに追加した。さら

に、東京韓国商工会議所、大阪韓国商工会議所を

訪問し、追加リストがあるかを確認した。参考に

した非公開資料は在日本関東済州道民協会［2011、

2013］『役員・理事名簿』、関西済州特別自治道民

協会［2011, 2013］『会員名簿』、東京韓国商工会議

所［2013］『第 53期役員・会員名簿』などがある。

　資料調査の過程では個人情報の公開に対する拒

否感が強く、困難を伴った。現在の日本は情報公

開に関して敏感な状況であり、会員名簿の公開を

望まなかった。そのため、リストは非公開を条件

にして統計だけに利用することにして提供しても

らった。これらの資料を集めて修正・補完された

企業家リストを作り、在日済州人企業家の地域分

布や業種、年齢などの実態を分析した。

　文献調査は二つの方法で行った。まず、在日済

州人リストの作成を目的とし、済民日報社が発行

した『済州人名辞典』、漢拏日報社の『済州人名

録』に記載されている在日済州人を選んでまとめ、

在日韓国商工会議所が発行した『在日韓国人会社

名鑑』で会社の規模などを確認した。在日韓国商

工会議所の『在日韓国人会社名鑑』は在日韓国人

企業を確認するのに良い資料ではあるが、1997

年に発行されたものが最新版であり、企業の生存

状況や会社の規模などの変化を明確にするのが難

しかった。

　次に、企業家に関するこれまでの研究を確認す

るために、在日済州人企業家についての先行研究

を整理した。現地調査は事前調査と実態調査に分

けて実施した。現地調査は、実態調査のためのア

ンケートを配り、現地での面談と諮問を通して在

日済州人の企業家リストを確認、修正・追加する

作業を行った。

　企業人の実態調査のためのアンケート調査は、

これまでの研究を参考にアンケートを作成し、在

日済州道民会を通してアンケートの妥当性調査を

事前に実施した。1次のアンケートの事前確認の

結果、現在の日本では実名や電話番号などの個人

情報の公開が不可能だという回答を受け、アン

ケートを修正した。すべてのアンケートを無記名

に変えるなど、質問項目を修正した。アンケート

の配布では、回収率を高めるために直接配って事

業の目的を説明した。その場ですぐにアンケート

を作成するのが難しいという点を考慮し、回収用

の封筒を入れて配布した。このようにして、東京

で 270部、大阪で 300部を配布し、関西済州特別

自治道民協会の協力を得て会員 400人にも郵送し

た。合計 970部を配布して 20部は直接回収、196

部は郵便で受け取った。計 214部を回収して分析

した。

4．在日濟州人企業家の現況と経営実態

（1）在日濟州人企業家の現況

　在日済州人企業家の現況は、まず、人名録など

の文献資料の調査を通して、在日済州人のリスト

を整理し、企業家と非企業家に分類した。これま

での資料は 1980～ 90年代に調査されたデータに

基づいており、死亡者や退職者が多く含まれてい

ると考え、電話やインタビューでの諮問により生

存と現在の活動状況などを確認した。確認作業に

より非企業家、死亡者、退職者を除き、現地調査

で入手した在日済州道民会の名簿、在日韓国商工

会の名簿に記載されている企業家と直接会い、名

刺を受け取った企業家をリストに新たに追加した。

退職者のうち企業を子弟や家族などに継がせてい
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ても企業の経営に関与していれば、リストから削

除せずに残した。このようにしてまとめた在日済

州人企業家（457人）のデータを現況分析の対象

とした。

a　年齢

　〈表 1〉は企業家の年齢の分布を示したもので

ある。表を見ると、70歳以上が 244人（62.1％）

で最も多くの割合を占め、60～ 69歳が 111人

（28.2％）、50～ 59歳が 28人（7.1％）、40～ 49歳

が 9人（2.3％）、40歳以下が 1人（0.3％）であった。

70歳以上が 60％以上を占めており、在日済州人

の高齢者の多くが依然として企業の現場で活動し

ていることが分かる。

〈表1〉　年齢

項目 頻度（名） 比率（%）

40歳以下 1 0.3

40～ 49歳 9 2.3

50～ 59歳 28 7.1

60～ 69歳 111 28.2

70歳以上 244 62.1

合計 393 100.0
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b　出生地

　〈表 2〉は企業家の出生地の分布を示したもの

である。出生地は北済州郡が 185人（41.7％）で

最も多く、済州市が 129人（29.1％）、南済州郡が

81人（18.2％）、西帰浦市が 49人（11.0％）であ

った。詳細に見ると、北済州郡では高内などの涯

月、朝天などの朝天、金寧などの旧左の地域が多

かった。済州市は道頭、外都、寧坪、梨湖、吾羅

が多かった。南済州郡は表善、城山、為美などの

地域から、西帰浦市は法還などの地域から移住し

た人が多かった。

〈表2〉　出生地

項目 頻度（名） 比率（%）

済州市 129 29.1

西帰浦市 49 11.0

北済州郡 185 41.7

南済州郡 81 18.2

合計 444 100.0
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c　業種

　〈表 3〉は企業家の業種の分布を示したもので

ある。業種は製造業が 143人（47.8％）で、半数

近くを占め、その他のサービス業が 35人（11.7％）、

卸・小売業が 34人（11.4％）、不動産業が 22人

（7.4％）、兼業（2つ以上の業種）が 15人（5.0％）、

飲食店が 13人（4.3％）、遊技業が 12人（4.0％）、

金融保険業が 7人（2.3％）、ホテル業が 6人

（2.0％）、建設業が 5人（1.7％）であった。在日済

州人企業家は依然として製造業、サービス業、

卸・小売業に従事する割合が高いことが分かった。

特に、製造業は 1960年代に日本が高度経済成長

期に入り、大阪地域を中心に成長した分野であり、

不動産賃貸業などは東京を中心に成長した。

〈表3〉業種

項目 頻度（名） 比率（%）

建設業 5 1.7

製造業 143 47.8

卸売り 34 11.4

飲食店 13 4.3

遊技業 12 4.0

ホテル業 6 2.0
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金融保険業 7 2.3

不動産業 22 7.4

その他 サービス業 35 11.7

兼業 15 5.0

その他 7 2.3

合計 299 100.0
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d　企業形態

　〈表 4〉は企業形態の分布を示したものである。

企業形態は株式会社が 236人（52.1％）で最も多

く、個人商店が 171人（37.7％）、有限会社が 46

人（10.2％）であった。ほとんどが個人商店、鉄

工所、工業所などの形態で運営され、最近になっ

て株式会社という法人形態に転換したものと思わ

れる。

〈表4〉企業形態

項目 頻度（名） 比率（%）

個人商店 171 37.7

有限会社 46 10.2

株式会社 236 52.1

合計 453 100.0
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e　会社の所在地

　〈表 5〉は会社の所在地の分布を示したもので

ある。会社の所在地は大阪が 303人（67.0％）で

最も多く、東京が 101人（22.3％）、大阪以外の関

西地域が 25人（5.5％）、東京以外の関東地域が

23人（5.1％）であった。関西地域で大阪が多い

のは、現在の在日済州人の人口分布から見ても大

阪が東京の約 3倍であり、日本に移住後、ほとん

どの人が工場地帯である大阪に最初に居住して経

済活動を営み、今日に至ったと考えられる。

〈表5〉会社の所在地

項目 頻度（名） 比率（%）

東京都 101 22.3

大阪府 303 67.0

東京都外関東地域 23 5.1

大阪府外関西地域 25 5.5

合計 452 100.0
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（2）在日濟州人企業家の経営実態

　本調査の目的は在日済州人企業家の経営実態を

把握し、今後の済州道との交流と協力関係を構築
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するための基礎資料を提供することにある。

　アンケート調査は済州道出身者が多く居住する

東京を中心とする関東地域と大阪を中心とする関

西地域で実施した。対象者は世代や企業家などを

区別せずに済州道出身者（両親、本人など）で、

日本で生活している在日済州人を対象とした。ア

ンケートは、在日大韓民国民団（東京、大阪）、在

日韓国商工会議所（東京、大阪）、在日済州道民会

（東京、大阪）、出身地域の懇親会の代表者、密集

居住地域（荒川区、生野区）を直接訪問し、事業

の趣旨や目的などを説明して配布した。東京で

270部、大阪で 300部を個人または懇親会、親族

会別に直接配布し、関西済州特別自治道民協会の

協力を得て会員 400人に郵送した。合計 970部を

配布したが、このうち 20部を直接回収、194部

を郵便で受け取り、合計 214部（関東地域 86部、

関西地域 128部）を回収した。回答が不誠実な 6

部を除いて、最終的に 208部のアンケートを分析

した。

　アンケートは在日済州人企業家の実態について

の 24項目の質問（移住の過程および生活 7項目、

企業家活動 12項目、済州道との関連性 5項目）と基

本的な個人の属性に関する 8項目の合計 32の項

目で構成されている。本稿では企業家の活動につ

いての内容を中心に扱う。

a　設立年度

　〈表 6〉は企業の設立年度の分布を示したもの

で、1990年以後に設立したという回答が 29人

（31.9％）で最も多く、次いで 1960年以前が 19人

（20.9％）、1981～ 1990年と 1961～ 1970年がそ

れぞれ 15人（16.5％）、1971 ～ 1980年が 13人

（14.3％）と回答している。1960年代の日本の高

度経済成長とともに、在日済州人の企業が 1970

年以降、大幅に増加傾向を示すことと関連がある

と考えられる。

〈表6〉設立年度

項目 頻度（名） 比率（%）

1960年以前 19 20.9

1961～ 1970年 15 16.5

1971～ 1980年 13 14.3

1981～ 1990年 15 16.5

1990年以後 29 31.9

合計 91 100.0
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20.9

16.5

14.3
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31.91990 年以後

b　経営理由

　企業経営の理由については個人的な関心や才能

が 43人（47.3％）で最も多く、両親の影響が 27

人（29.7％）、家族や友人の勧めが 7人（7.7％）で

あった。

〈表7〉経営理由

項目 頻度（名） 比率（%）

両親の影響 27 29.7

個人的な関心や才能 43 47.3

家族や友人の勧め 7 7.7

その他 14 15.4

合計 91 100.0

家族や友人の勧め

両親の影響

個人的な関心や才能

その他 15.4

7.7

47.3

29.7

0 10 20 30 40 50

c　経営者の類型

　〈表 8〉は経営者の類型の分布を示したもので

ある。経営者の類型は創業経営者が44人（48.4％）

で最も割合が高く、家業の継承者が24人（26.4％）、

専門経営者が 13人（14.3％）、内部昇進者が 4人

（4.4％）であった。在日 1世の基盤をもとに自ら

創業したり、在日 2世が家業を継ぐことが多く、
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高い割合を占めている。

〈表8〉経営者類型

項目 頻度（名） 比率（%）

創業経営者 44 48.4

専門経営者 13 14.3

家業継承者 24 26.4

内部昇進者 4 4.4

その他 6 6.6

合計 91 100.0

その他

48.4創業経営者

専門経営者

家業継承者

内部昇進者

0 10 20 30 40 50

6.6

4.4

26.4

14.3

d　業種（複数回答）

　〈表 9〉は会社の業種を調査した結果である。主

な業種は製造業が 38人（34.9％）、不動産やその

他のサービス業がそれぞれ 17人（15.6％）で、全

体の 66.1％であった。次いで卸売・小売業が 6人

（5.5％）、飲食店が 6人（5.5％）、金融保険業が 3

人（2.8％）、再生資源産業が 3人（2.8％）、ホテル

が 2人（2.8％）、娯楽関連が 1人（0.9％）と回答さ

れた。比較的少ない資本と単純な技術で容易に事

業が始められる業種に従事していることが分かる。

〈表9〉業種（複数回答）

項目 頻度（名） 比率（%）

建設業 4 3.7

製造業 38 34.9

卸売・小売業 6 5.5

飲食店 6 5.5

娯楽関連 1 0.9

ホテル 2 1.8

金融保険業 3 2.8

不動産 17 15.6

再生資源産業 3 2.8

その他サービス業 17 15.6

その他 12 11.0

合計 109 100.0

0 5 10 15 20 25 30 35

3.7建設業

その他 11.0
その他サービス業 15.6
再生資源産業 2.8

不動産 15.6
金融保険業 2.8
ホテル 1.8

娯楽関連 0.9
飲食店 5.5

卸売・小売業 5.5
製造業 34.9

e　企業形態

　〈表 10〉は企業形態の分布を示したもので、株

式会社が 36人（40.4％）で最も多く、次いで個人

商店が 34人（38.2％）、有限会社が 11人（12.4％）、

合名会社が 1人（1.1％）という回答だった。

〈表10〉企業形態

項目 頻度（名） 比率（%）

個人商店 34 38.2

合名会社 1 1.1

有限会社 11 12.4

株式会社 36 40.4

その他 7 7.9

合計 89 100.0

個人商店

合名会社

有限会社

株式会社

その他

38.2

1.1

12.4

40.4

7.9
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f　所有者

　〈表 11〉は企業の所有者に関する調査結果で、

本人の所有が 64人（77.1％）で最も多く、次いで

家族や親戚が 12人（14.5％）、事業上の同業者が

4人（4.8％）という回答だった。在日 1世が在日

2世である子供に財産を相続させたり、本人が創

業したという人が多い。
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〈表11〉所有者
項目 頻度（名） 比率（%）

本人 64 77.1

家族や親戚 12 14.5

事業上の同業者 4 4.8

その他 3 3.6

合計 83 100.0

その他

本人

家族や親戚

事業上の同業者

0 20 40 60

3.6

80

77.1

14.5

4.8

g　従業員の数

　〈表 12〉は企業の従業員の数の分布を示したも

ので、1～ 4人が 38人（45.2％）で最も多く、次

いで 10～ 29人が 18人（21.4％）、5～ 9人が 12

人（14.3％）、100～ 299人が 8人（9.5％）、30～

99人が 6人（7.1％）、300人以上が 2人（2.4％）

と回答している。10人未満の会社が全体の 60％

以上を占めており、小規模な零細企業が多いこと

が分かる。

〈表12〉従業員の数

項目 頻度（名） 比率（%）

1～ 4人 38 45.2

5～ 9人 12 14.3

10～ 29人 18 21.4

30～ 99人 6 7.1

100～ 299人 8 9.5

300人以上 2 2.4

合計 84 100.0
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1~4 人
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100~299 人

30~99 人

10~29 人

2.4
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14.3
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7.1

9.5

5~9 人

h　資本金

　〈表 13〉は会社の資本金（多い場合は主力会社）

を調査した結果である。資本金は 500万円以下が

29人（40.8％）で最も多く、次いで 1,000万円以

下 が 22人（31.0 ％）、5,000万 円 以 下 が 13人

（18.3％）、1億円以下が 4人（5.6％）、1億円を超

えるが 3人（4.2％）という回答だった。1,000万

円以下が全体の 51 ％を占めており、小規模な資

本で運営していることが分かる。

〈表13〉資本金

項目 頻度（名） 比率（%）

500万円以下 29 40.8

1,000万円以下 22 31.0

5,000万円以下 13 18.3

1億円以下 4 5.6

一億円を超える 3 4.2

合計 137 100.0

4.2
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40.8

31.0

18.3

5.6

1 億円を超える

1億円以下

5,000 万円以下

1,000 万円以下

500 万円以下

i　売上高

　〈表 14〉は企業の売上高の分布を示したもので、

1億円以下という回答が 20人（26.0％）で最も多

かった。次いで 1,500万円以下が 18人（23.4％）、

3,000万円以下が 13人（16.9％）、10億円を超え

るが 12人（15.6％）という回答だった。

〈表14〉売上高
項目 頻度（名） 比率（%）

1,500万円以下 18 23.4

3,000万円以下 13 16.9

1億円以下 20 26.0

3億円以下 6 7.8

5億円以下 3 3.9

10億円以下 5 6.5

10億円を超える 12 15.6
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合計 77 100.0
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j　会社の数

　〈表 15〉は会社の数の分布を示したもので、企

業家を対象に「会社の数がいくつか」を調査した

結果である。会社の数は 1社が 48人（68.6％）で

最も多かった。2～ 3社は 14人（20.0％）、4～ 5

社が 7人（10.0％）、10社以上が 1人（1.4％）と

回答された。複数の会社を経営する企業家が

30％ぐらい占めることが分かる。

〈表15〉会社の数

項目 頻度（名） 比率（%）

1社 48 68.6

2～ 3社 14 20.0

4～ 5社 7 10.0

10社以上 1 1.4

合計 70 100.0

1.4

1 社

2~3 社

4~5 社

10 社以上

68.6

20.0

10.0
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k　会社の所在地

　会社の所在地の調査では、大阪にあるという回

答が 67人（79.8％）で最も多かった。次いで東京

が 13人（15.5％）、大阪以外の関西地域が 2人

（2.4％）、東京以外の関東地域が 1人（1.2％）であ

った。ほとんどの会社は済州道出身者が密集して

居住する大阪地域に集中していることが分かる。

〈表16〉会社の所在地

項目 頻度（名） 比率（%）

東京都 13 15.5

大阪府 67 79.8

東京都外関東地域 1 1.2

大阪府外関西地域 2 2.4

その他 1 1.2

合計 84 100.0

1.2その他

大阪府外関西地域

東京都外関東地域

大阪府

東京都

0 20 40 60 80

79.8

15.5
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l　創業者との関係

　創業者との関係は、本人が 54人（67.5％）で最

も多かった。血縁関係が 19人（23.8％）、地縁関

係が 1人（1.3％）と回答された。本人の創業を含

め、経営に家族や親族が多く関わっている家族主

義的な経営形態が多いことが分かる。

〈表17〉創業者との関係

項目 頻度（名） 比率（%）

本人 54 67.5

血縁関係 19 23.8

地縁関係 1 1.3

無関係 6 7.5

合計 80 100.0
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本人

血縁関係

地縁関係

無関係 7.5
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23.8

67.5
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5．おわりに

（1）研究の要約と意義

　本研究は在日済州人企業家の現況と経営の実態

を把握したものである。本研究の結果を要約する

と、次のようである。

　まず、在日済州人企業家の現況の結果を見ると、

企業家の年齢の分布は 70歳以上が 62.1％で最も

多くの割合を占め、60～ 69歳が 28.2％、50～

59歳が 7.1％、40～ 49歳が 2.3％、40歳以下が 0.3％

であった。出生地は北済州郡が 41.7％で最も多く、

済州市が 29.1％、南済州郡が 18.2％、西帰浦市が

11.0％であった。業種は製造業が 47.8％で、半数

近くを占め、サービス業が 11.7％、卸・小売業が

11.4％、不動産業が 27.4％、兼業（2つ以上の業

種）が 5.0％、飲食店が 4.3％、遊技業が 4.0％、

金融保険業が 2.3％、ホテル業が 2.0％、建設業が

1.7％であった。企業形態は株式会社が 52.1％で

最も多く、個人商店が 37.7％、有限会社が 10.2％

であった。会社の所在地は大阪が 67.0％で最も多

く、東京が 22.3％、大阪以外の関西地域が 5.5％、

東京以外の関東地域が 5.1％であった。

　次に、在日済州人企業家の経営の実態の結果を

見ると、設立年度は 1990年以後に設立したとい

う回答が 31.9％で最も多く、次いで 1960年以前

が 20.9％、1981～ 1990年と 1961～ 1970年がそ

れぞれ 16.5％、1971～ 1980年が 14.3％である。

企業経営の理由は個人的な関心や才能が 47.3％で

最も多く、両親の影響が 29.7％、家族や友人の勧

めが 7.7％であった。経営者の類型は創業経営者

が 48.4％で最も割合が高く、家業の継承者が

26.4％、専門経営者が14.3％、内部昇進者が4.4％

であった。業種は製造業が 34.9％、不動産やその

他のサービス業がそれぞれ 15.6％で、全体の

66.1％であった。企業形態は株式会社が 40.4％で

最も多く、次いで個人商店が 38.2％、有限会社が

12.4％、合名会社が 1.1％であった。所有者は本

人の所有が 77.1％で最も多く、次いで家族や親戚

が 14.5％、事業上の同業者が 4.8％であった。従

業員が 1～ 4人が 45.2％で最も多く、次いで 10

～ 29人が 21.4％、5～ 9人が 14.3％、100～ 299

人が 9.5％、30～ 99人が 7.1％、300人以上が 2.4 

％であった。資本金は 500万円以下が 40.8％で最

も多く、次いで 1,000万円以下が 31.0％、5,000

万円以下が 18.3％、1億円以下が 5.6％、1億円を

超えるが 4.2％であった。年間売上高の分布は 1

億円以下が 26.0％で最も多く、次いで 1,500万円

以下が 23.4％、3,000万円以下が 16.9％、10億円

を超えるが 15.6％であった。会社の数は 1社が

68.6％で最も多く、2～ 3社は 20.0％、4～ 5社

が 10.0％、10社以上が 1.4％であった。会社の所

在地は、大阪が 79.8％で最も多く、次いで東京が

15.5％、大阪以外の関西地域が 2.4％、東京以外

の関東地域が 1.2％であった。創業者との関係は、

本人が 67.5％で最も多く、血縁関係が 23.8％、地

縁関係が 1.3％であった。

　以上のように、これまでの在日済州人の研究材

料と、2013年 6月から 12月にかけて実施した現

地調査の資料を基にして研究の意義を提示すると、

次の通りである。

　第 1、今後、在日済州人の研究はより多くの時

間と予算をかけて調査と資料収集を続け、整理し

なければ、苦労して始めた研究の実が結べないだ

ろう。特に年々その数が減少する 1世の研究は時

間を争う事業であり、彼らを対象とした口述研究

は集中と選択を通して高い密度で行われるべきで

ある。

　第 2、3世以降との交流、彼らのアイデンティ

ティーを高めるための各種事業も並行しなければ

ならない。実態調査からも明らかなように、在日

済州人が済州人として残るためには済州道民が関

心を持って交流を続け、言語や歴史、文化、教育

などを済州や現地で進行できる事業が必要である。

今回の研究をきっかけに、在日済州人の社会や文

化、企業と企業家に関する調査・研究が続けられ

ることを望む。

　第 3、彼らを考察の対象とするのは、まだ明確

な価値が正しく把握されずに放置している海外の
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韓国人の民族的価値を高める資本と人的資源の確

保のためであり、国家的なレベルからも非常に重

要な作業である。今後、制約や限界を克服する研

究調査と交流・協力が一層活発に行われることを

期待する。

（2）示唆点および今後の課題

　本研究から得られた結果は、在日済州人企業家

が重要だと認識されている時期に、国内外の研究

者に多くの示唆を提供してくれると思う。

　第 1、これまでの在日済州人に関する研究は断

片的かつ制限的に行われてきたが、本研究は在日

済州人の研究の重要な基礎資料になり、在日済州

人の歴史性を体系化することにも大きく貢献する

と考える。

　第 2、この事業を通して在日済州人社会への幅

広い理解と関心を持ち、今後、韓日間の発展的な

交流を模索する基盤になれば、在日済州人の生活

に対する認識を新たに定立できる機会になると考

えられる。

　第 3、この事業で把握できた在日済州人企業家

の数は極めて限定的であるが、業種などの現況を

把握できる資料を提供しており、済州道との経済

的な交流関係を形成する参考資料として活用でき

ると考える。

　第 4、作成された在日済州人企業家の名簿は、

既存の年鑑などに記載された名簿以外に親睦会や

民団の資料などを活用したため、新しい企業や人

物が入っており、ネットワークの構築のための発

展した資料として評価できる。

　第 5、在日済州人企業家には済州道との協力を

通して投資を模索しようという人もおり、済州道

の事業への投資にも活用できると考えられる。

　以上のような研究をもとに、今後補完されるべ

きいくつかの政策的課題を提示すると、次の通り

である。

　第 1、在日済州人企業家との積極的で、友好的

な交流・協力を担当する在日済州人の担当の窓口

を新設する必要がある。現在の在外道民係を改編

して に昇格し、在日済州人係を新設して彼らと

の緊密な協力関係を維持するべきである。

　第 2、今後は寄付ではなく、投資誘致のための

積極的な誘致活動を続ける必要がある。投資でき

るアイテムの開発をはじめ、投資に対する税制上

の優遇や便宜の提供などを盛り込んだ特別規定な

どを設けるべきである。

　第 3、ICC JEJUのような形式の漠然とした投資

ではなく、確実な投資先を発掘して提供する必要

がある。これに伴う説明会などを定期的に実施し、

日本語が可能な専門家を配置して常時対応しなけ

ればならない。また、日本語のできる弁護士を確

保、または、在日済州人の弁護士のうち韓国語の

できる弁護士を参加させ、投資を積極的に代行で

きるシステムを用意しなければならない。

　第 4、在日済州人企業家が済州をはじめとする

大韓民国で活発に投資できるよう行政的な便宜を

提供できる措置を講える必要がある。

　第 5、済州道で生産した商品が日本の消費者の

好評を得られるよう、現地の関連企業家を諮問委

員として委嘱して情報を共有し、現地に合わせた

商品開発ができるところまでするべきである。

＊この論文は、済州特別自治道の主管で、済州文

化放送と共同で行われた「在日済州人故鄕 の

足跡を記録するため〈在日済州人の企業家の現

状と実態調査、成功事例ドキュメンタリー制

作・放送〉」の一環として、在日済州人セン

ター（李昌益・高廣明・金寶香）が実施した調査

の一部をまとめたものである。そして本稿は、

2014在日済州人センター・関西学院大学共同

シンポジウムで発表した内容を修正・補完した

ものである。

注
1） 日本法務省の 2011年の統計資料。2012年の統計

資料を見ると、在日韓国人の総数は 530,046人で、
前年と比べて約 15,300人が減少している。2012
年からは本籍地別の統計資料がなく、今後、在日
済州人の正確な数の把握は難しくなると思われる。
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ここ 6年間の在日韓国人および在日済州人の総数
の変化を見ると次のようである。

年度 在日
韓国人 増減 減少

比率
在日
済州人 

増減 減少
比率

2006 598,219 97,651
2007 593,489 -4,730 -0.8 95,247 -2,404 -2.5
2008 589,239 -4,250 -0.7 93,162 -2,085 -2.2
2009 578,495 -10,744 -1.8 90,882 -2,280 -2.4
2010 565,989 -12,506 -2.2 88,510 -2,372 -2.6
2011 545,401 -20,588 -3.6 86,231 -2,279 -2.6
2012 530,046 -15,355 -2.8 -

2） 済州道の経済発展の推移（1946～ 2013年）
（単位：千名、億ウオン、千ウオン、千トン）

区分
1946
年

1970
年

1980
年

1990
年

2000
年

2013
年

増加率
（倍）

人口 266 366 463 515 543 605 2.3

地域内
総生産

23 240 3,492 17,252 52,895 127,068* 5,525

一人当た
り所得

8.8 66 743 3,407 10,091 22,743 2,584

財政規模
**

1 29 406 3,177 15,518 38,777 38,777

観光客 - 245 260 2,992 4,110 10,851 44.2

みかん
生産量

0.01 50 188 493 563 651*** 65,100

注： * 2012年確定 , ** 最終予算額基準 , *** 2013年暫定．
資料：済州特別自治道庁（www.jeju.go.kr）行政情報公開 .

 表で分かるように、在日済州人による貢献も有用
な要因となってこのように済州道の経済が発展し
てきた。
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1．はじめに

　2005年 1月および 8月に韓国政府外交通商部

（現、外交部）は同部が管理する日韓国交正常化交

渉（以下、日韓会談）関連外交文書（以下、日韓会

談文書）をすべて開示した。このとき、国務総理

主宰の「韓日会談文書公開後続対策関連民官共同

委員会」が「日本軍慰安婦問題など、日本政府、

軍などの国家権力が関与した反人道的不法行為に

ついては、請求権協定によって解決されたものと

見ることはできず、日本政府の法的責任が残って

いる」という見解を示すとともに、「日本軍慰安

婦問題は日本政府に対して、法的責任の認定など、

持続的な責任追及を行なう一方、国連人権委員会

などの国際機構を通じてこの問題を引き続き提起

する」ことを韓国政府に勧告した。このことは

2011年 8月 30日の憲法裁判所決定、さらに 2012

年 5月 24日の大法院判決、そして 2013年から韓

国各地の裁判所で被害者が勝訴することに繋がる

出発点であった。2014年 1月 1日、韓国国会は

強制連行被害者およびその遺族を支援する財団運

営資金 20億ウォンを含む予算を成立させた。

　一方、日本でも 2005年 12月より日本の市民団

体「日韓会談文書・全面公開を求める会」（以下、

「求める会」）2）による日韓会談文書の情報開示請

求運動が進められてきた。本稿では、上記のよう

な韓国の状況をふまえつつ、日本の現状を紹介す

るとともに、「植民地責任」の観点から、情報公

開が持つ意味や今後の課題について考察する。

2．「求める会」の活動の始まり

　「求める会」は 2005年 12月 18日に結成された。

この運動が始まる背景には次の 2点があった。

　第 1に、日本における裁判の状況である。政府

による強制連行被害者に対する十分な補償が行な

われないまま、日本では長年にわたり戦後補償裁

判が続いており、2005年に至っても原告が相次

いで敗訴していた［李洋秀　2012：194］。とくに

この運動を支えてきた小竹弘子前事務局長は名古

屋三菱・朝鮮女子勤労挺身隊訴訟に関わっており、

同年 2月の名古屋地裁での一審判決で「日韓請求

権および経済協力協定により、完全かつ最終的に

解決された」という理由で原告の請求が棄却され

たことがこの運動を呼びかけるきっかけとなった

［小竹　2011：19］。

　第 2に、日本の情報公開の現状が挙げられる。

日本では 2001年 4月より「行政機関の保有する

情報の公開に関する法律」（いわゆる情報公開法）

が施行されている。しかし、その施行以前に、外

務省をはじめとする主要省庁が大量の文書を廃棄

するなど、「情報公開」の精神はまだまだ日本社

会に浸透していなかった［三木　2005：104］。さ

らに、当該の日韓会談文書の多くは作成から 40

年以上経っているにもかかわらず、日本ではまっ

たく開示されていなかった。このような現状はと

日韓会談関連外交文書公開運動の成果と課題 1）

キルチャビ

吉澤文寿（新潟国際情報大学）
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くに歴史研究者や外交史研究者が問題視していた。

　韓国で日韓会談文書が全面開示されたことはや

はり日本の関係者に大きな衝撃を与えた。市民運

動関係者のみならず、日韓会談をはじめとする関

連分野の研究に携わる者も韓国の動きに注目する

とともに、日本でも同文書の開示を求めることに

なったのである。

3．1 次訴訟

　2006年 4月 25日に、「求める会」は日本政府

が作成した日韓会談に関するすべての公文書の開

示を請求した。それに対し、外務省はその一部を

同年 6月 24日までに、残りを 2年後の 2008年 5

月 26日までに開示決定すると回答した。ところ

が、外務省が初めて開示決定したのは同年 8月

17日であった。しかも、それは第 4次会談本会

談議事録という、ほとんど内容のない文書一件の

みで、その多くが不開示（黒塗り）であった。こ

の決定に対して、「求める会」は 10月 2日に情報

公開審査会へ異議申立てを行い、12月 18日に東

京地裁へ提訴した 3）。

　2007年 12月 26日、東京地裁（杉原則彦裁判長）

は「1年 7ヶ月たっても開示するかどうかの決定

を出さないのは違法」とする判決を下した。判決

は同じ文書の一部に対する開示請求が過去にあっ

たことを挙げて、「前例や成果を利用して期間の

短縮に努めることができた」と指摘した。また、

裁判長は「外務省は他の行政機関と比べて長期間

を要する件数が極めて多く、速やかな開示決定の

ための取組みが不十分だ」と苦言を呈したり、マ

イクロフィルムや電子データ化して保存したりす

るなど「歴史的価値のある文書」の開示請求に対

する具体策にも言及した［『朝日新聞』2007年 12

月 27日、『日韓会談文書・全面公開を求める会ニュー

ス』〔以下、『ニュース』とする〕2008：4］。

　この判決を受けて、外務省は 2008年 5月 9日

までに同省が管理する日韓会談文書についてすべ

て開示決定を行った。また、外交文書を含む公文

書の開示請求について、「不作為の違法判決」を

残すことになったのは画期的であり、情報公開制

度そのものに対する意義も大きかった［瀬畑　

2008：32］。

4．2 次訴訟

　2008年 4月 23日、「求める会」は前年 11月 16

日に開示された 140の文書のうち、ひとつの不開

示文書と 26の文書の不開示部分について、その

開示を求めるために東京地裁に提訴した。2次訴

訟は請求権や竹島領有権などに関する不開示情報

をめぐるものであり、文書の内容を初めて争うこ

とになった。

　裁判の焦点は情報公開法第 5条の不開示理由で

あり、とりわけその第 3項「公にすることにより、

国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機

関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若し

くは国際機関との交渉上不利益を被るおそれがあ

ると行政機関の長が認めることにつき相当の理由

がある情報」を適用する問題である。原告は外務

省側にこの「おそれ」について十分な説明を求め

ていた。例えば、すでに韓国政府が開示している

情報を不開示とすることの不当性などが指摘され

ていた。

　しかし、この訴訟は原告敗訴が続き、2011年 5

月 9日に最高裁が上告不受理を決定し、原告敗訴

が確定した。情報公開法自体が「行政機関の長」

に強大な権限を認めているが、司法は外務省側の

意見をそのまま認めてしまった。とくに 2010年

6月 23日の東京高裁（南敏文裁判長）判決では、

他の公開文書および韓国の外交文書によって不開

示文書の内容が推測できるものについても、「推

測することとこれらの不開示文書を公開すること

とは次元が異なる」と述べ、「仮に推測が可能な

情報であっても推測にとどまる場合と実際に公開

した場合では、外国等との交渉において生じる不

利益には格段の違いがあると考えられる」［『ニ

ュース』2010：7］として、原告の主張を一蹴した。
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5．3 次訴訟

　2008年 10月 14日、「求める会」は東京地裁に

3度目の提訴をした。この裁判の対象は同年に開

示された 1737の文書のうち、不開示、部分開示

決定された 348の文書であった。すなわち、3次

訴訟こそ、本会が開示請求する核心的な内容につ

いて争う裁判である。

　この裁判は 5万ページを超える文書量のため、

審理に約 4年間を要した。争点は 2次訴訟と同様

であったが、その多くが開示されると「韓国ある

いは北朝鮮との間の交渉上不利益となる」「韓国

との信頼関係がなくなる」情報であると外務省が

指定した部分であった［小竹　2011：143］。

　2012年 10月 11日、東京地裁（川神裕裁判長）

は対象の文書の 7割を開示せよとする画期的な判

決を下した。2000ページに及ぶ判決の内容は、

第一に外交文書の 30年原則（30年を経過した文書

は原則公開とすべきこと）を採用したこと、第二

に外務省が抽象的にしか述べてこなかった不開示

理由に対して、その当否を詳細に分類して判断し

たこと、第三に「真摯かつ速やかな」不開示部分

の見直しを外務大臣に求めたことに要約される

［『ニュース』2012：2］。とりわけ、その第一の要

点に関連して、以下の判決文が注目される。

　…当該不開示処分に係る行政文書が、條約

その他の国際約束に関する文書又はこれに準

ずる文書等であって、その作成から当該不開

示処分が行われるまでに少なくとも 30年以

上経過している場合には、被告は〔中略〕同

条 3号又は 4号の不開示情報に該当するとさ

れる当該情報につき、当該行政文書の作成後

における時の経過、社会情勢の変化等の事情

の変化を考慮しても、なお当該不開示処分の

時点において同条 3号又は 4号にいう「おそ

れ」が法的保護に値する蓋然性をもって存在

することを推認するに足りる事情をも主張立

証する必要があると解するのが相当である

［『ニュース』2012：10］。

　すなわち、今回の判決は作成より 30年が経過

した文書を不開示とする場合、その理由を十分に

主張立証する必要があると外務省に告げている。

これは、行政機関の長の判断を最大限尊重した 2

次訴訟の判決を完全に覆す内容である。しかしな

がら、対象の文書の 3割は不開示のままであり、

この判断については外務省の控訴とともに原告も

付帯控訴した。

　なお、この判決を受けて、外務省は 2013年 3

月 29日、4月 1日、11月 26日に、合計 118文書

の不開示部分の一部を開示する決定を行った。ま

た、3次訴訟と並行して、2012年 6月 21日に「求

める会」は不開示および部分開示決定された文書

の開示を、外務省に再請求した。それに対して、

外務省は 2013年 1月 21日に、合計 43文書の不

開示部分の一部を開示する決定を行った。この結

果、外務省が不開示としてきた内容の一部が明ら

かとなった。だが、日本政府の交渉方針の核心に

関わる部分は依然として不開示であり、それこそ

本来の争点であるといえよう。その意味で、「求

める会」の裁判活動はようやくスタートラインに

立ったのである。

　しかしながら、2014年 7月 25日の東京高裁（高

世三郎裁判長）の控訴審判決はほぼ外務省側の主

張を認め、2つの文書の不開示部分のみが新たに

開示されるにとどまった。判決に至るまで 4回の

公判が開かれ、外務省、「求める会」双方から証

人尋問が行われた。それにもかかわらず、この判

決は裁判官が対象文書を閲覧できるインカメラ審

理についても何ら言及しないまま、原告の主張を

退けてしまった。

　その一方で、控訴審判決は上記した一審判決が

設定した判断基準、すなわち 30年以上を経過し

た行政文書については不開示とするために相応の

主張立証を行うべきだとする点を、削除または訂

正することを命じていない。すなわち、一審判決

の判断基準は控訴審判決によって否定されていな

い。この理由に加えて、上告してもさらに原告に
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有利な判決が出る見通しが立たないと判断された

ため、「求める会」は上告しないことを決定した。

これにより、「求める会」の裁判活動は終結する

こととなった 4）。

6．文書公開の成果と今後の課題

　「求める会」の運動の結果、外務省は 1916の文

書の所在を明らかにした。そのうち、部分開示文

書が 525、不開示文書が 23あった。そして、裁

判闘争が終結した 2014年 8月現在、部分開示文

書は 382、不開示文書は 1となった。しかし、「求

める会」が個人情報、法人情報などを敢えて争わ

ない方針をとったため、最後まで争った文書の数

は 114であった。こうして、「求める会」の活動

を通して、多くの不開示部分が開示されたことに

なる。

　では、「植民地責任」という観点から文書公開

にはどのような意味があるだろうか。太田修が指

摘するように、公文書は「国家の専有物」ではな

く、「健全な民主主義の根幹をささえる国民共有

の知的資源として、主権者である国民が主体的に

利用し得る」（「公文書等の管理に関する法律」第 1

条）ものである［太田　2013］。「求める会」の活

動によって得た 2つの判決はその問題を明らかに

したという点で画期的な成果であった。

　そして、本報告の冒頭に述べたような韓国の司

法判断に、日本で開示された外交文書の内容が影

響したことも考えられる。その点でいえば、文書

公開は確実に「植民地責任」の解明および同問題

の解決に向けて前進する力となっている 5）。

　ただし、文書公開によって、複雑な史実が明ら

かになることで、かえって問題解決が容易でなく

なることもあり得る。例えば、1962年の大平・

金鍾泌合意のような「大局的見地」からの政治判

断による解決という手法は実現しにくくなるかも

知れない。

　しかし、文書公開運動が目指すところは、もは

や情報を占有した権力に問題解決を委ねるのでは

なく、市民自身が「現在」、そして「過去」の情

報を利用し、「未来」の社会につなげていくこと

である［瀬畑　2011：312］。「過去清算」を進展さ

せることはもちろんだが、それとともに、私たち

が望む社会の主体となることを以て、文書公開の

真の成果であると考えたい。

　日本では、2013年 12月 13日に「特定秘密の

保護に関する法律」が公布され、2014年 12月 10

日に施行された。同法運用基準では、「外国の政

府又は国際機関との交渉又は協力の方針又は内容

のうち、国民の生命および身体の保護、領域の保

全その他の安全保障に関する重要なもの」など、

防衛、外交等の 55項目が「特定秘密」の指定対

象となっている［『朝日新聞』2014年 10月 14日］。

「特定秘密」情報は最長 60年間不開示とされる。

　情報公開法や公文書管理法が制定されている現

状においても、行政機関が存在しないと主張する

文書について、開示請求者にその存在を立証する

責任があるとする司法判断が下されている 6）。国

民主権に則った情報公開の精神が民主主義の基礎

であり、「植民地責任」問題の解決を前進させる

力であるとするならば、まず日本において、より

いっそうの「情報民主主義」が求められるといえ

よう。

注
1） 本稿は 2014年 3月 22日に慶北大学校法学研究院

日本法センターで行われたシンポジウム「「法」
からみた韓日過去清算（「 」   

）」における報告「日韓会談関連外交文書公
開の現状と課題」および同年 11月 28日に東北亜
歴史財団シンポジウム「植民地責任の清算の世界
的動向と課題」における報告「日韓会談文書公開
と『植民地責任』論」として発表した内容を、本
誌投稿のために整理したものである。

2） 「求める会」関連の資料はホームページ http://
www.f8.wx301.smilestart.ne.jp で閲覧できる。なお、
ウェブサイトの最終アクセスはすべて 2014年 11
月 15日である。

3） この文書については異議申し立てを受けて、2007
年 3月 28日に全面開示された。

4） 日韓会談文書・全面公開を求める会「声明」2014
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年 8月 7日付。
5） これに関連して、2010年 12月 11日に日本弁護

士連合会と大韓弁護士協会が発表した共同宣言に
日韓会談文書を完全に公開して、日韓両国政府が
認識を共有し、「強制動員」被害者の問題を解決
するために、実現可能な解決案の策定を目指すべ
きであるとする内容が盛り込まれたことが指摘で
きる（「日韓弁護士連合会と大韓弁護士協会の共
同宣言」2010年 12月 11日付、「求める会」ホー
ムページより閲覧可能）。

6） 2014年 7月 14日に下された 1972年の沖縄返還
をめぐる日米間の密約文書開示訴訟の上告審判決。
これにより原告敗訴が確定した（「沖縄密約文書、
『開示せず』確定　最高裁判決」『朝日新聞』2014
年 7月 15日付）。
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1．はじめに

　韓国の朴槿恵大統領は、2014年 8月 15日の光

復節の演説において、「日韓両国は今、新しい 50

年を見渡し、未来思考的な友好協力関係をつくら

なければならない」と述べた。そして「特に慰安

婦の被害者のハルモニ（おばあさん）たちが生き

ている間に、その方々が納得できる公的措置を

（日本に）要求してきた。……このような問題を

正しく解決するときに日韓関係が堅実に発展し、

来年の国交正常化 50周年を両国民が心から祝う

ことができる」と日本政府に呼び掛けた。朴槿恵

政権は日本政府に関係改善をアピールする一方、

慰安婦問題の解決なしに、韓国側としては日韓関

係の改善は望めないという方針を改めて日本側に

突きつけた格好だ。

　韓国の対日感情が悪化した理由として、韓国の

人々は日本政府の歴史認識を問題にしていると思

われるが、韓国の大統領のこの演説を読むと、数

ある歴史認識の中でも、韓国側が日本政府の慰安

婦問題への認識や対応にいらだちをもっているこ

とがわかる。韓国側は慰安婦問題の解決にこだわ

り、一方、日本政府はこの問題はすでに解決した

と考えている。こうした日韓のボタンのかけ違い

現象は、どのような経緯で生じたのだろうか。

　多くの日本のマスコミでは、史実に基づかない

吉田清治氏の証言を根拠に「朝鮮人慰安婦強制連

行」説を流布させた朝日新聞の無責任な報道が、

日本政府に対する誤解を世界に拡散し、日韓関係

を悪化させたと言うが、これは事実なのだろうか。

また「慰安婦は戦場で軍が管理した娼婦（公娼）

にすぎない」（池田信夫「朝日の『検証記事』を検

証する」『Voice』2014年 10月号）のであり、慰安

婦問題は朝日新聞が広めた捏造で、もともと慰安

婦問題などなかったという議論もマスコミで流さ

れているが、本当だろうか。

2．慰安婦問題をめぐる日韓の攻防

（1）植民地期に従軍慰安婦として朝鮮の女性が動員さ
れた理由

　そもそも従軍慰安婦問題とは何か。戦時中の日

本軍の慰安所は、1930年代に入って大陸侵攻に

際して、兵士たちの性病予防と現地女性への性暴

力を防ぐために、各占領地に儲けられたものであ

る。1938年に「各部隊に軍慰安所をつくる」と

いう方面軍参謀長の指示が出たのを皮切りに、軍

慰安所は中国華北部にいた日本人慰安婦とは別に、

2万人の朝鮮人慰安婦を集めることを計画したと

言われている（吉見義明『従軍慰安婦』岩波書店、

1995年）。

　このとき、なぜ日本人女性だけでなく朝鮮人女

性がターゲットになったのだろうか。当時、日本

は「婦人と児童の売買に関する国際条約」に批准

していた。同条約は「21歳以下の女性の場合、

本人がたとえ同意しても、売春業に就かせること

慰安婦問題をめぐって迷走する日韓関係
キルチャビ

朴　一（大阪市立大学）
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を禁じていた」ため、新たな若い日本人女性を軍

の慰安婦にすることはできなかった。だが、同条

約には「植民地出身者についてはその限りではな

い」とする「植民地除外」規定が設けられていた。

日本軍はこの除外規定を巧みについて、不足した

若年慰安婦を補うため、植民地朝鮮から 21歳以

下の若い女性を慰安婦として動員しようと画策し

たのである。参謀長は朝鮮総督府に依頼して、業

者を通じて約 8000人の朝鮮人慰安婦を集め、中

国華北部の慰安所に送り込んだと言われている

（同上書）。

　この際、慰安婦として集められた朝鮮人女性の

中には身売りされた者が多かったが、　「戦地に行

って護国のために働かないか」とか、「勉強もで

きてお金も儲かる所に行かせてあげる」というよ

うな勧誘で業者に騙されて連れて行かれた朝鮮人

女性も少なくなかった（川田文子『皇軍慰安婦の女

たち』築摩書房、1993年）。

（2）慰安婦問題への日本軍の関与と「強制」概念

　韓国側がこうした朝鮮人慰安婦問題への対応を

日本に促すようになったきっかけは、朝日新聞の

慰安婦報道が発端ではない。韓国で朝鮮人慰安婦

問題に火がついたのは、「民主化宣言」（1987年）

後の 1990年に韓国の『ハンギョレ新聞』に戦時

中日本軍のために集められた朝鮮人慰安婦に関す

るレポートが掲載されてからである。

　その後、急速に韓国で日本軍慰安婦問題が社会

問題化していった。翌 91年、金学順さん（当時

67歳）という韓国女性が「自分は朝鮮人慰安婦だ

った」と名乗りをあげ、日本軍の慰安婦としての

過酷な体験を証言し、彼女を含む 3名の韓国人女

性が同年 12月に日本政府への謝罪と補償を求め

る裁判を日本で起こしたことで、韓国内で朝鮮人

慰安婦問題に対する日本政府の責任を求める声が

高まっていった。

　こうした韓国側の問題的に対して、日本政府は

当初「民間業者がそうした方々（慰安婦）を軍と

ともに連れ歩いていた」（1990年 6月 6日、参議院

予算委員会における労働省職業安定局長の弁）と日

本軍の関与を否定していた。

　しかし、元慰安婦の提訴を受けて、内閣外政審

議室は、慰安婦関連資料の調査を開始した。そし

て 1992年 1月、防衛研究所にあった『陸軍省業

務日誌摘要』など、当時の慰安所の運営に軍が関

与していたことを裏付ける資料が見つかったこと

で、日本政府の対応が変わった。資料を確認した

日本政府は「当時の軍の関与は否定できない」

（加藤鉱一官房長官談）とし、宮沢首相は同年 1月

17日に開催された日韓首脳会談で公式謝罪した。

　同年 7月、日本政府は、慰安婦問題に関する調

査結果を発表した。加藤鉱一官房長官は「慰安所

の設置、募集に当たる者の取り締まり、軍慰安施

設の築造・増強、慰安所の経営・監督、衛生管理、

身分証明書等の発給で政府の関与があった」と述

べ、当時の慰安所運営への国の関与を正式に認め

た。

　そして韓国側からの要請を受け、日本政府は

1993年から軍や朝鮮総督府、慰安所経営の関係

者にヒアリングを行った。こうしたヒアリング調

査に基づいて、外務省は朝鮮人慰安婦について

「人さらい」的な狭義の「強制性」は認められな

いものの、「自らの意思に反した形で従軍慰安婦

にされた事例があることは否定できない」という

内部文書を作成した（「日韓関係はなぜこじれたか」

『朝日新聞』2014年 8月 6日）。これを受けて、同

年 3月の参院予算委員会で谷野作太郎・外務審議

局長が「（慰安婦に対する）強制は物理的に強制を

加えることのみならず、脅かし、畏怖させ本人の

自由な意思に反した場合も広く含む」という答弁

を行った。従軍慰安婦問題における「強制」概念

を広く捉える方向で議論が始まったのはこの頃か

らである。

（3）「河野談話」は何が目的で、誰のために書かれた
のか

　そして 1993年 8月、日本政府は韓国の関係者

を通じて元「慰安婦」から事情聴取を行い、以下

の内容を骨子とする「河野談話」を発表した。



慰安婦問題をめぐって迷走する日韓関係　　85

①　「慰安所の設置、管理および慰安婦の輸送に

ついては、旧日本軍が直接あるいは間接にこ

れに関与した」

②　「慰安婦の募集については、軍の要請を受け

た業者が主としてこれに当たったが、その場

合も、甘言、強圧による等、本人の意思に反

して集められた事例が多数あり、更に官憲等

が直接これに荷担したこともあったことが明

らかになった」

③　「慰安所における生活は、強制的な状況の下

で痛ましいものであった」

　「河野談話」の前半に書かれた以上の部分は、

朝鮮半島出身の慰安婦のみを対象に書かれたもの

ではなく、植民地を含むさまざまな地域から集め

られた慰安婦に向けて書かれたものであった。と

ころが「河野談話」の中段には、韓国の元「慰安

婦」に向けて特別に書かれたと思われる以下の部

分がある。

　「なお、戦地に移送された慰安婦の出身地につ

いては、日本を別とすれば、朝鮮半島が大きな比

重を占めていたが、当時の朝鮮半島は我が国の統

治下にあり、その募集、移送、管理等も、甘言、

強圧による等、総じて本人たちの意思に反して行

われた」

　こうした記述は、一般的な慰安婦問題が朝鮮人

慰安婦問題にもあてはまることを付言したもので

あるが、「談話」の結びでは出身地を問わないす

べての慰安婦を対象にした以下のような謝罪文で

結ばれている。

　「いずれにしても、本件は、当時の軍の関与の

下に、多数の女性の名誉と尊厳を深く傷つけた問

題である。政府は、この機会に、改めて、その出

身地のいかんを問わず、いわゆる従軍慰安婦とし

て数多の苦痛を経験され、心身にわたり癒しがた

い傷を負われたすべての方々に対し心からのお詫

びと反省の気持ちを申し上げる」

　こうした内容を検討すると、そもそも「河野談

話」は日韓で紛争化した従軍慰安婦問題を収束す

るために作成されたものであるが、決して韓国の

元「慰安婦」（朝鮮半島出身の慰安婦）に限定して

書かれたものではなく、「出身地のいかんを問わ

ず」「本人の意思に反して集められた」すべての

慰安婦への謝罪の表明であったと考えられる。

3．日韓でなぜボタンのかけ違いが生じた
のか

（1）アジア女性基金の設立と韓国の反発

　「河野談話」について、当初韓国外務省が「謝

罪と反省とともに、歴史の教訓としていく意思の

表明を感謝する」という声明を出したことで、日

本政府は日韓の間で従軍慰安婦問題は一応解決し

たと考えたようである。後に日本政府が公表した

『河野談話の検証記録』（河野談話作成過程等に関

する検討チーム報告『慰安婦問題を巡る日韓間のや

りとりの記録』2014年 6月）にも、「河野談話の発

表により、いったん決着した日韓間の過去の問

題」という衆院予算委員会での石原信雄・元官房

長官の発言が紹介されているが、同検証記録を読

むと、日本政府は日韓で紛争化した従軍慰安婦問

題を収束させることを条件に、「河野談話」を作

成したことがわかる。

　しかし、河野談話は「補償なき謝罪」であった

ため、韓国人の元慰安婦や慰安婦問題に取り組む

韓国の支援組織を満足させるものではなかった。

同談話では、慰安婦問題に対する「お詫びと反省

の気持ちをどのように表すかについては今後の課

題」としながらも、日本政府は韓国の女性団体が

求めていた慰安婦への補償については、「1965年

の日韓条約ですでに解決済み」との立場を堅持し

続けたからである。

　元慰安婦に対する謝罪の意思をどう示すかを問

われた日本政府（自民、社会、さきがけ）は、「河
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野談話」を発表した翌 94年 10月、戦後 50年問

題プロジェクトチーム内に「従軍慰安婦問題等小

委員会」を発足させ、慰安婦問題への対応につい

て議論を開始した。こうした経緯を経て、1995

年 6月、五十嵐広三・官房長官は「女性のための

アジア平和友好基金（仮称）」の設置を発表した。

その内容は、基金の原資を日本国民からの募金で

集め、元慰安婦に対して一人 200万円の一時金を

支給するほか、公的資金で一人当たり 300万円相

当の医療・福祉事業を実施するというものである。

元慰安婦への償い金を国民からの募金で捻出する

というアイデアは、1965年の日韓請求権協定で

請求権に関する両国の問題は系決済みとしてきた

日本として、元慰安婦への個人補償は行えないと

する政府の方針に苦慮した村山政権が行き着いた

苦肉の策であった。

　だが、同基金（名称は「女性のためのアジア平和

国民基金」に変更）が発足すると、日本政府に国

家賠償を求めてきた韓国の元慰安婦や支援団体か

ら反発の声が高まった。97年 1月、同基金から

償い金と医療福祉事業費を受け取った韓国人の元

慰安婦 7名の氏名が公表されると、韓国外務省は

「我が政府と大部分の被害者の要求を無視して支

給を強行したことは遺憾である」と日本政府の対

応を批判した。直後に開催された日韓外相会談で

も、柳外相が元慰安婦への償い金の支給手続きの

中断を日本政府に求めるなど、アジア女性基金の

設立によって、日韓の溝はかえって深まることに

なった。

　1998年 5月、韓国の金大中大統領は「被害者

の支援は自分たちが行う」とアジア女性基金とは

別に韓国人の元慰安婦に対する支援金制度を創設

した。韓国政府は、名乗りでた 150余人の元慰安

婦の 9割にあたる 130人のハルモニに、政府支援

金人例 3150万ウオン（約 300万円）を支給した。

この際、アジア女性基金から償い金を受け取った

者は支給対象から外され、支援金は「日本から償

い金を受け取らない」という条件で支給された。

　韓国政府がこうした措置をとった理由について、

金大中大統領は日本の雑誌のインタビューで次の

ように答えた。

　「慰安婦問題は日本政府の責任であって、日本

国民の責任ではない。だから（日本の）国民から

お金をもらう筋合いはない。そういうものをもら

うということは、事の本筋をすり替える事になり

ます」（『世界』1998年 10月号）。

　こうしたアジア女性基金に対する韓国側の反発

によって、同基金を通じて日本から償い金を受け

取った韓国の元慰安婦は 60名にとどまった。日

本側にとって、アジア女性基金事業は「（慰安婦）

女性に加えた損害と苦痛に対する日本国民の謝罪

と償いの実践」（和田春樹「慰安婦問題：現在の争

点と打開への道」『世界』2014年 9月号）であった

かもしれないが、それは慰安婦問題の解決をさら

に複雑化させ、迷走させるものになった。

（2）韓国憲法裁判所決定の衝撃

　とはいえ、金大中政権が「韓国人の元慰安婦の

支援は自分たちが行う」という姿勢を示したこと

は、慰安婦問題において韓国政府は日本政府に

「金銭的要求はしない」という、前政権（金泳三

政権）の基本方針を金大中政権も踏襲することを

示していた。慰安婦問題に対するこうした韓国政

府の方針は、その後の盧武鉉政権にも引き継がれ

た。

　だが、盧武鉉政権が誕生してから、1965年の

日韓基本条約の交渉過程を明らかにせよという市

民運動が高まり、関連文書の公開を求める裁判も

行われるようになった。この裁判判決を受け、

2005年 8月、日韓基本条約の関連文章を公開し

た韓国政府は、元慰安婦等を韓国側の財産請求権

放棄を定めた日韓請求権協定の例外とすることを

認めた。これを受け、韓国の市民団体は翌 2006

年、慰安婦問題について韓国政府が日本側と交渉

する努力を怠ったことを問題にする裁判をおこし

た。

　そして裁判から 5年後の 2011年 8月、韓国の
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憲法裁判所は「請求権協定によって慰安婦問題が

解決されたかどうかについては協定第 3条に基づ

く措置をとらずにいる韓国政府の不作為は違憲」

という判決を下した。協定第 3条とは「協定の解

釈および実施に関する両締約国間の紛争は、まず

外交上の経路を通じて解決する。……これによっ

て解決しない紛争は仲裁委員会に付託する」とい

うものである。韓国の憲法裁判所は韓国政府に慰

安婦問題の解決のため、日本政府と外交交渉を行

うことを命じたのである（趙世暎「可能談話の精

神は継承されたのか」『世界』2014年 9月号）。

　憲法裁判所の判決が出てから、慰安婦問題解決

への韓国世論の高まりが激しさを増す中、2011

年 12月に開催された日韓首脳会談で、李明博大

統領は野田総理に「大きな次元の清治決断を期待

する」と慰安婦問題の解決を迫り、野田総理も

「人道的見地から大統領と知恵を絞っていきたい」

と解決に前向きな姿勢を示した。慰安婦問題の解

決策を模索していた日本側は翌2012年3月、佐々

江賢一郎・外務事務次官が訪韓し、①駐韓日本大

使が元慰安婦を慰問し、②政府予算で元慰安婦へ

の支援事業を行いこと等を打診したが、韓国側は　

「元慰安婦や支援団体が総意として受け入れる案

が必要」として日本側の提案を一旦保留した。同

年 7月、今度は李大統領の指示を受けた申駐日韓

国大使が、日本政府に慰安婦問題解決のための再

提案を行った。しかし、内政に追われていた野田

政権が保留したことで、慰安婦問題の決着をめぐ

る野田政権と李政権の話し合いは決裂することに

なった。李大統領が「慰安婦問題への日本政府の

不誠実な対応」を理由に竹島（韓国名、独島）に

上陸したのは、翌 8月のことである。

4．「河野談話」検証と朝日「慰安婦」誤
報問題の波紋

（1）慰安婦証言はすべて出鱈目か

　2013年、日韓に新政権が誕生したが、安倍首

相の「侵略の定義」をめぐる発言や靖国参拝など、

韓国側から見て「歴史修正主義」ともとれる日本

政府の動きは、慰安婦問題の解決をめぐる日韓対

話にブレーキをかける要因となってきた。さらに

今回の日本政府による「河野談話」の検証と慰安

婦報道をめぐる朝日新聞バッシングの高まりは、

慰安婦問題の解決をますます遠ざけているように

見える。

　まず『河野談話の検証記録』では、繰り返し

「河野談話を継承する」というフレーズが出てく

るが、軍や官憲が慰安婦を「強制連行」した資料

は確認できないと述べられている。確かに慰安婦

の「強制連行」に荷担したと述べた吉田清三氏の

証言が出鱈目であることが判明している現在、慰

安婦の「強制連行」を裏づける加害者（日本）側

からの証言や資料は見つかっていない。

　だが、元慰安婦として名乗りを上げた数多くの

韓国人女性の中には、「拉致」に近い形で慰安婦

された体験を証言された人もいる。慰安婦の「強

制連行」を裏づける資料は、残念ながら被害者で

ある彼女たちの証言だけである。筆者も、これま

で数十回、韓国人の元慰安婦の方々と面談し、聞

き取り調査を行い、確かに信憑性に欠けると判断

される方もいた。しかし、彼女たちのすべてが出

鱈目な話をしているとは思えなかった。

　気になるのは、慰安婦の証言をすべて出鱈目と

言っている日本人ジャーナリストの多くが、実際

に当事者である元慰安婦と一度も面談もせずに、

うそと決めつけていることである。元慰安婦の多

くがすでに亡くなられている中で、彼女たちの証

言をすべて信憑性に欠けるという形で闇に葬るこ

とができるのだろうか。

　また、すでに述べたように、「河野談話」は朝

鮮半島出身の慰安婦だけを対象に発表されたもの

ではない。インドネシアなど日本軍の占領下の地

域では、日本軍が現地の女性を無理やり連行した

ことを示す資料も残されている（テッサ・モーリ

ス＝スズキ「菅官房長官が貶めた『日本の地位』」『週

刊金曜日』2014年 10月 29日）。朝鮮半島における

慰安婦の「強制連行」を偽証した吉田証言が否定

されたからといって、他の地域出身の慰安婦の事
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例において　「強制連行」を完全否定できるのか

疑問に残るところである。

（2）慰安婦問題は朝日新聞の捏造か

　そして何よりも深刻な問題は、朝日新聞が吉田

証言を取り消したことで、慰安婦問題は朝日新聞

が作り上げた捏造事件であり、最初から慰安婦問

題そのものがなかったかのような、偏った報道が

日本のマスコミに氾濫していることである。例え

ば、以下の原稿はその典型的な事例である。

　「要するに、慰安婦が強制連行されて性奴隷に

なったという『従軍慰安婦問題』は存在しないの

だ。慰安婦は、戦場で軍が管理した娼婦（公娼）

にすぎない。これ（従軍慰安婦問題）は『朝日新

聞』が嘘に嘘を重ねてつくった『朝日新聞問題』

である。それが、日韓両国に憎悪循環を生み、外

交を混乱させた弊害の大きさははかりしれない」

（池田信夫　前掲論文）

　元 NHK記者の池田氏が指摘する「慰安婦が強

制連行されて性奴隷になった」という　「慰安婦

強制連行」説については、すでに論じたように、

今後は韓国人の元慰安婦の被害者証言の信憑性を、

十分に検証した上で真偽を確認していく必要があ

るだろう。しかし、朝鮮半島から動員された慰安

婦のすべてを「戦場で軍が管理した娼婦にすぎな

い」とし、あたかも「自らの意思で軍人たちの売

春婦になった」女性だから、彼女たちに謝罪も補

償もする必要はないという考え方に立つのはいか

がなものか。

　朝鮮半島出身者では「人狩り」的な「強制連

行」（狭義の「強制性」）は確認できないものの、

「甘言、強圧による等、総じて本人たちの意思に

反して行われた」という広義な意味での「強制

性」が存在したことは、日本政府も『河野談話の

検証記録』を通じて再確認している。筆者がこれ

まで行ってきた韓国人の元慰安婦への聞き取り調

査で、圧倒的に多ったのは、さまざまな事情で若

年期に「自らの意思ではなく」慰安婦にされてし

まった女性たちである。彼女たちは、ある意味で

「戦場における性暴力の犠牲者」であるといって

もよい。

　朝日新聞が誤った証言に基づいて報道してきた

「慰安婦強制連行」説を否定したい日本人の気持

ちも理解できるが、それが朝日バッシングを通じ

て、「慰安婦問題そのものがなかった」という世

論形成に結びついていくと、日韓の衝突を激化さ

せるだけでなく、「戦場における性暴力」の廃絶

をめざす国際社会からの日本の孤立を招く可能性

もある。日本政府には、これまで以上に慎重な対

応が望まれるところである。

5．結びにかえて：慰安婦問題解決への途

　日本政府が「河野談話」の検証を通じて韓国政

府に伝えたかったことは、三つほどあったと考え

られる。一つ目は、安倍政権は「河野談話」を見

直すつもりはないこと。二つ目は、日本軍が戦時

中に慰安婦を「強制連行」するようなひどいこと

した事実は確認できていないこと、三つ目は、韓

国側の要望を受け入れて作り上げた「河野談話」

を発表することで、日本政府は日韓の間で慰安婦

問題を解決できると考えていたことである（石原

信雄「『河野談話』その本当の舞台裏」『文藝春秋』

2014年 5月号）。

　これに対し、韓国政府は「河野談話」の継承を

再確認した安倍政権の対応を高く評価したが、日

本側がこうした外交交渉の内幕を暴露しても、慰

安婦問題の解決を迫る韓国の憲法裁判所の判決は

翻るものではない。慰安婦問題を解決するために

は、「狭義の強制性」か「広義の強制性」といっ

た議論にこだわるべきではないと考える。従軍慰

安婦に関する膨大な先行研究から明らかになって

いるように、かつて「婦人と児童の売買に関する

国際条約」の盲点（「除外規定」）をついて、軍が

業者に依頼し、朝鮮半島をはじめとする植民地か

ら多くの若い女性たちが集め、本人の意思に反し
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て慰安婦にさせたケースもあったことを、「戦時

下（戦場）の性暴力」ととらえるかどうかが重要

である。日本政府が取り組むべきことは、「河野

談話」の検証でもなく、「河野談話」の継承でも

ない。問われているのは、「河野談話」の実践で

ある。
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1．はじめに

　日本は世界的に見ても科学史研究が盛んである

が、朝鮮科学史への関心は低い。古代に朝鮮から

医学・暦学をはじめとする様々な科学技術が伝来

したことは周知の事実である。また、中世におけ

る両国の文化交流・歴史的事変は、それぞれの科

学技術発展に大きな影響を与えている。それらは

日本科学史の形成と発展に直接関与するものであ

り、その研究が盛んではないというのは単に無関

心ということでは済まされない問題があるといえ

よう。それでも一部の分野では貴重な研究成果が

得られ、単行本として刊行されている。

　ここでは、まず研究史的に重要な南北朝鮮の基

本文献を紹介し、次に出版された書籍を通じて日

本における朝鮮科学史研究の現状について見るこ

とにする。そして、それに基づいて今後の展望に

ついて述べてみたい。なお、本稿は会員諸氏に研

究概観を提示することに目的があり、研究史の詳

しい検討ではないことを予めお断りしておく。

2．朝鮮科学史の三大古典

　朝鮮科学史研究は 1944年に日本の三省堂から

出版された洪以燮『朝鮮科学史』からはじまる。

三省堂といえば英語辞典で有名であるが、そのよ

うな出版社から植民地解放一年前にこのような本

が出版されていたことを意外に思う人も多いので

はないだろうか。後に知ったことであるが、この

本は『朝光』という雑誌に 1942年 6月号から 43

年 3 月号まで連載された古朝鮮から高麗時代まで

と、その後に書き下ろした朝鮮王朝時代までを一

冊にまとめたものであった。

　『朝鮮科学史』はこの分野の嚆矢といえる書籍

であるが、それはその後の展開において重要な意

味を持っている。というのは、近代的学問として

の社会政治学や経済学などは植民地期に日本人学

者によって持ち込まれ、少なからず植民地史観の

影響を受けているが、朝鮮人の手によって研究が

始まった朝鮮科学史は内容自体の特性もあるが、

そのような弊害を免れることができたからである。

解放直後の 1946年にはハングル改訂版が正音社

から出版されているが、洪以燮自身は自然科学の

素養がないとして、それ以上は追究しなかった。

　そして、その 20年後の 1966年にソウル大で化

学を専攻した全相運が出版したのが『韓国科学技

術史』（科学世界社）である。1974年に英語版が

MITプレスから、1978年には京都大学の博士論

文を基にした日本語版が高麗書林から出版されて

いる。全相運によるこれらの著書は研究を促進さ

せただけでなく、英語版・日本語版によって世界

に朝鮮科学史を紹介する上で大きな役割を果たし

た。現在も朝鮮科学史研究の第一人者として精力

的な活動を行っているが、2000年には一般に向

けた『韓国科学史』（サイエンスブック）を出版、

2005年に日本評論社から翻訳出版されている。

日本における朝鮮科学史研究の現状と展望
キルチャビ

任正爀（朝鮮大学校）
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　次に朝鮮民主主義人民共和国（以下、共和国）

における基本文献として、1956・57年に出版さ

れた李容泰編『わが先祖の誇り─科学と技術のは

なし』二巻（国立出版社）がある。洪起文、金炳

済、金錫亨ら当時を代表する学者たちによる分野

別の入門書で、今日においてもその価値を失って

いない。朝鮮科学史について知りたいと思った時

に最初に読んだ本で、筆者による翻訳が明石書店

から出版されている。編者である李容泰は京城帝

大物理学科を卒業、レーニングランド工科大で

「電磁気理論発展におけるロシア物理学者の業績」

で学位を授与されている。おそらく、南北朝鮮を

通じて科学史を本格的に学んだ最初の人である。

共和国の科学史研究をリードしたが 1988年に他

界、その遺稿が 1990年に『朝鮮中世科学技術史』

（科学百科事典総合出版社）として出版された。紀

元前 3世紀から 19世紀までの通史で、共和国に

おける科学技術史研究の到達点を示す著作である。

　筆者は研究の始まりとなった洪以燮『朝鮮科学

史』、研究を本格化させた全相運『韓国科学技術

史』、そしてもっとも優れた入門書である李容泰

編『わが先祖の誇り』の三冊を朝鮮科学史の三大

古典と呼んでいるが、それはその意義とともに、

著者らが朝鮮科学史研究に果たした役割に敬意を

表してのことである。

3．日本人研究者の著書

　前述の三大古典は総合的通史といえるものであ

るが、日本人研究者による著書は特定分野に関す

る専門書という特徴がある。以下、出版年代順に

それらを紹介しよう。

　まずは、植民地期に総督府観測所から刊行され

た和田雄治『朝鮮古代観測記録調査報告』である。

和田雄治は日本気象学の礎を築いた人物の一人で

あるが、1904年から 1915年まで朝鮮地域の観測

所所長を歴任し、業務の傍ら朝鮮の天文・気象・

地震学史に関する論考を発表した。それらを集め

て 1917年に出版されたものが『朝鮮古代観測記

録調査報告』である。世界最初の雨量計である

「測雨器」や現存する最古の天文台として知られ

る瞻星台に関する最初の研究論文を含み、現在で

もこの分野の先駆的業績として必ず取り上げられ

る文献である。

　次は 1955年に出版された三木栄『朝鮮医学史

および疾病史』である。著者は 1922～ 44年まで

京城病院に勤務、その時に関連医書を蒐集し研究

を深めた。この本は彼自身が蒐集した古書籍を中

心に朝鮮医学史の全貌を明らかにしようとしたも

ので、博物学・本草学・獣医学までも包括した厖

大かつ先駆的な研究である。実際、この分野の名

著である金斗鐘『韓国医学史』も三木の著書に触

発されたものといわれている。初版は謄写版によ

る私家版で、1963年に活版印刷本が出版され、

1991年に思文閣出版から再出版されている。ち

なみに、三木栄の蒐集した医学書は大阪武田製薬

の杏雨書屋に寄贈された。

　次は 1983年に私家版で刊行された田村専之助

『李朝鮮気象学史研究』である。『三国史記』、『高

麗史』、『朝鮮王朝実録』をはじめとする膨大な資

料から気象学関係記事を整理し、検討を加えたも

のである。定時制高校に勤めながらの長い年月を

かけた研究であったが、当初は出身校である早稲

田大学に学位を申請したが学問的価値はないとさ

れ、中国科学史研究の第一人者であった藪内清に

認められ京都大学から学位が授与されたという経

緯がある。さらに、その学位論文は当初日本では

出版されず、1960年に平壌の国立出版社から李

容泰による抄訳が出版されている。そして、朝鮮

王朝時代に限定したものが、私家版として出版さ

れた。

　次は 2010年に東京大学出版会から出版された

川原秀城『朝鮮数学史』である。朝鮮で刊行され

た数学書を丹念に読み解き、先人たちが数学とど

のように格闘し、歴史に跡づけたのかを明らかに

したものである。これまで朝鮮数学史の書籍は、

南北朝鮮を通じても後述する金容雲・金容局『韓

国数学史』のみであった。その理由は数学全般と

朝鮮史に関する知識とともに、漢文の素養が必要
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となるからである。著者は中国数学史の専門家で

もあり、『韓国数学史』が朝・日数学の比較分析

を好んで行っているならば、この本は朝・中数学

の分析に重点を置いている。その大部分は朝鮮王

朝時代の数学に当てられているが、前半は中国数

学の受容を基本とした伝統数学が東算として独自

の発展を遂げる過程、後半は東算が西算へと変化

していく過程を追究している。とくに、その根底

にある思想的変容の解明が本書の特色といえるが、

副題の「朱子学的な展開とその終焉」はそれを端

的に表している。

　これらは朝鮮科学史を前面に押し出したもので

あるが、この他にも宇田川武久『東アジア兵器交

流史の研究』（吉川弘文館、1993）や田代和代『江

戸時代朝鮮薬材調査の研究』（慶応義塾大学出版会、

1999）などの科学交流を主題としたものや、佐藤

賢一『数は遥かな海へ─東アジアの数理科学史』

（北樹出版、2005）のように東洋科学史の一部とし

て取り扱った書籍も見られる。しかし、それらを

含めても日本で出版された科学史関係の書籍のな

かでは微々たるものに過ぎない。また、個別の研

究論文もあるが数が少なく、単発的という感は否

めない。

4．朝鮮人研究者の著書と論文

　ここでは単行本とともに、本誌の性格を考慮し

て研究論文にも言及する。その前に、在日朝鮮人

一世である鄭詔文が発行人となった雑誌『日本の

なかの朝鮮文化』（朝鮮文化社）について触れてお

きたい。科学技術を含めて朝日の文化交流を明ら

かにするうえで先駆的な役割を果たし、数多くの

問題提起によってその後の研究を促進させた。例

えば、古代に朝鮮から日本に渡ってきた人たちを

「帰化人」と呼んでいたのを「渡来人」と改めさ

せたのはこの雑誌によるところが大きい。雑誌自

体は 1982年 6月の 50号で刊行を終えたが、その

なかの主なものは後に『日本の朝鮮文化』、『古代

日本と朝鮮』、『朝鮮と古代日本文化』（以上、中

央公論社）、『日本文化と朝鮮』（全 3冊、新人物往

来社）などの単行本として出版され、科学技術と

関連するものも少なからず含まれている。

　次に三冊の単行本を紹介しよう。まずは、1978

年に槙書店から出版された金容雲・金容局『韓国

数学史』である。著者らは朝鮮の数学史はその思

想と社会の連関においてのみ理解できるとし、朝

鮮の数学を儒学者による数学、専門的（職人的）

数学者による数学、そして天文学・暦学としての

数学の三つの範疇に分けられるとし、具体的内容

を記述している。題名は数学史であるが天文学と

しても読める本である。

　二冊目は孫済河『科学百話─文化遺産に見る朝

鮮の知恵』である。文字通り朝鮮科学史の重要事

項を 100項目にまとめた入門書で、見開き二頁の

コンパクトな記述はそれについて知りたいと思っ

た時に便利である。1983年に二月社から出版され、

1992年に啓明書房から再刊された。三冊目は同

じ著者による『古代ハイテク百話─朝鮮と日本の

間』で 1991年に啓明書房から出版された。古代

のみならず朝鮮王朝時代までの朝鮮から日本への

技術の伝来とその影響について解説したもので、

なかにはこんなものまでと思うような事項もある。

冒頭で朝鮮からの科学技術の伝来は、日本科学史

の形成と発展に直接関与するとしたが、この本は

そのことを如実に示している。

　次に姜雄、高成鳳、慎蒼健らの研究に言及しよ

う。三人とも植民地時代の科学技術を主題として

いる共通点があるが、それは在日朝鮮人の生活体

験とけっして無関係ではないだろう。まず、姜雄

であるが 1930年代の朝鮮工業化に焦点を合わせ

た研究を行い、1998年に『植民地朝鮮の工業化

の検討』で東京工業大学から博士号を授与されて

いる。この分野の研究は経済学者によるものが多

かったので、技術史的観点からの研究は貴重であ

る。

　植民地期の科学技術と関連して、「植民地近代

化論」への批判は避けては通れないが、とくに朝

鮮におけるインフラ整備の問題が焦点となる。な

かでも鉄道はその代表的事案であるが、その問題
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に取り組んだのが高成鳳である。朝鮮、満州、台

湾での日本帝国主義者の鉄道政策をテーマとして

法政大学博士論文を完成させ、それをもとに『植

民地鉄道と民衆生活』（法政大出版局、1999）を出

版している。

　現在、日本で朝鮮医学史研究を精力的に行って

いるのが慎蒼健である。「覇道に抗する王道とし

ての医学」をはじめとする論考は科学史の枠を越

えて、STS（科学技術社会学）が強調されているこ

とに特徴があり、内外から注目を浴びている。ち

なみに、後述する『朝鮮近代科学技術史研究』に

彼らの主要論文が収録されている。

5．筆者の研究

　筆者の専攻は物理学であるが、ある時、朝鮮に

は物理学者はいなかったのか？という問いが頭を

よぎった。ところが、その時まで筆者は朝鮮科学

史についてまったく知らなかった。そこで、まず

読んだのが前述の『わが先祖の誇り』で、そこで

出会ったのが実学者として知られる洪大容であり、

彼の地転説および無限宇宙論であった。以降、朝

鮮科学史研究に邁進することになる。今から 25

年ほど前の事である。

　まず、朝鮮科学史の基本知識を蓄積するために

『わが先祖の誇り』を日本語に訳し、『朝鮮の科学

と技術』という題名で 1993年に明石書店から出

版した。同時に朝鮮科学史と関連する様々な情報

を集め、日本科学史学会誌『科学史研究』などに

関連記事などを書いたが、1995年にそれらを一

冊にまとめた『朝鮮科学史文化史へのアプロー

チ』を明石書店から出版した。そのなかには植民

地期から解放以降に活躍した科学者たちについて

の評伝も含まれているが、1997年にはその問題

意識をより発展させて『現代朝鮮の科学者たち』

を彩流社から出版した。

　この頃から、日本における朝鮮科学史研究をよ

り深めるために、南北朝鮮の研究者たちの論文集

を出版したいという思いが強くなった。そこで、

2001年に『朝鮮科学技術史研究─李朝時代の諸

問題』、2010年に『朝鮮近代科学技術史研究─開

化期・植民地期の諸問題』、そして、2014年に

『朝鮮古代中世科学技術史研究─古朝鮮から高麗

時代までの諸問題』をいずれも皓星社から出版し

た。なお、この最終巻には日本における朝鮮科学

史関連の主要文献一覧が掲載されている。

　筆者の研究テーマは洪大容の無限宇宙論である

が、それはどのような伝統のもとで成立し、そこ

に洪大容が持ち込んだ新しい考えとはいったいど

のようなものなのか、さらにそれは朝鮮および世

界の宇宙論発展史においてどのような意味を持つ

のか、という問題意識による数編の論考を書いた。

そして、それらをまとめて 2011年に『朝鮮科学

史における近世─洪大容・カント・志筑忠雄の自

然哲学的宇宙論─』を思文閣出版から出版するこ

とができた。さらに、一般の人たちに朝鮮科学史

を広く知ってほしいという思いから『エピソード

と遺跡をめぐる朝鮮科学史』を 2012年に皓星社

から出版した。研究論文集と自身の専門書、そし

て一般向けの解説書の三つを筆者は勝手に「朝鮮

科学史三部作」と呼んでいる。

6．今後の展望

　前節までで、単行本を中心とした日本における

朝鮮科学史研究の現状を垣間見た。90年代以降

に徐々に増えつつあるが、個人的枠を越えるもの

ではない。本来ならば研究の傾向や問題点を明ら

かにして、今後の課題を具体的に提示すべきとこ

ろだが、現状はそれを行えるには至っていない。

そこで、最後に筆者が考えるところの展望を述べ

ておきたい。

　まずは、研究人力の拡大である。前述のように

日本で朝鮮科学史の専門家といえる人はわずか数

名にすぎず、朝鮮人はむろん、とくに日本人研究

者が増えることが望ましい。そのためには研究者

の朝鮮科学史への基本観点を確立することが重要

と思われる。
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　日本における科学史研究全般をまとめた中山

茂・石山洋『科学史研究入門』（東大出版会、

1984）では、「韓国の動向」という項目で次のよ

うに記述している。

　日本科学史の上でも古代から韓半島から影

響が大きいことはもちろんであるが、日本人

の一流好みのせいか、中国から直接影響を受

けたように扱って、とかく韓半島の影響を過

小評価していたのではないだろうか。例えば、

江戸幕府の初代天文方渋川春海が朝鮮の通信

使螺山から直接天文暦法を習ったことが最近

はっきりとした。まだこういう事が他にある

かもしれない。

　科学史に限らず、日本では大陸文化の影響を強

調し、朝鮮半島からの影響を矮小化したり無視す

る傾向があるが、その根底には停滞論をはじめと

する植民地史学の影響による蔑視感があると筆者

は考えている。上の文章にはそのような問題意識

はまったく見られないばかりか、「日本人の一流

好みのせい」という表現にその問題点が露呈して

いないだろうか？その本が出版されてすでに 30

年近くも経つが、植民地史学の影響は現在でも完

全に克服されたとは言い難い。冒頭で単に無関心

ということでは済まされない問題があるとしたの

は、このことである。これは科学史だけでなく隣

接する分野においても同様である。

　次に、朝鮮科学史に対する一般の関心を高める

ための取り組みが必要だろう。前述の文章にある

渋川春海は日本独自の暦書『貞亨暦』の作成者で

日本天文学史における重要人物の一人であり、彼

が残した『天文分野之図』、『天象列次之図』はそ

の呼称および形式において、明らかに朝鮮の『天

象列次分野之図』の影響を受けている。しかし、

それらについての研究は皆無であり、当然、一般

の人は何も知らない。例えば、映画にもなった冲

方丁の小説『天地明察』（角川書店、2009）でも渋

川春海と朝鮮との関わりは出てこない。関連する

書籍が少ないから一般の関心が低いのか、一般の

関心が低いから関連する書籍が少ないのか、現時

点でそのような問いは無意味であるが、現状を打

破するためにはまず前者から着手すべきだろう。

我田引水になるが、前述の「朝鮮科学史三部作」

の目的の一つはそこにあり、これによって日本に

おける朝鮮科学史研究の環境を整えるうえで少し

は寄与できたのではないかと思っている。

　さらに、そこでも試図としたことであるが、南

北朝鮮の研究成果を積極的に紹介するとともに、

できれば研究交流の深まりを期待したい。実は

1980年から 2006年まで六回にわたって「日韓科

学史セミナー」が開催されたことがあった。筆者

も京都で開催された第六回セミナーに参加したが、

韓国科学史学会の重鎮・中堅の研究者が多数参加

され大きな刺激を受けた。残念ながら第七回は未

定であるが、今後も継続することを願わずにはい

られない。

　以上、展望というよりも願望に近いが、妙案が

あるわけではなく、学会その他の活動を通じた地

道な努力を積み重ねるしかないだろう。本稿がそ

のための一助となれば幸いである。



　　95

　わたしの祖母は、故郷の人々から礼拝堂婆ちゃ

んと呼ばれていた。時には祖母を知らない子供や

曾孫たちからは白髪婆ちゃんとも呼ばれていた。

眼は細いが、毛髪だけは真っ白だった。

　外祖父は平安北道博川石花里出身で、1910年

代の 26歳頃、伝道師として平壌より済州島へ派

遣されてきた。隣村の祖母と出会い、結婚して 4

人の子供を生んだ。78歳の 3男は、大阪の老人

ホームに入所し、わたしが祖母に代わって後見人

の役割を果たしてきたが、5年前に他界された。

　祖母は敬虔なキリスチャンとして食前、就寝前

には必ず神に祈りを捧げていた。私たちもそのよ

うに躾られて育った。

　わたしの祖母は当時、聖書や讃美歌をハングル

で自由自在に解読されていた。ある時、北から避

難民としてこの村に来られた李牧師（故人）を、

他所へいかないようにと気配りをし、冬には行商

人から大きな太刀魚を仕入れて差し上げたりして

いた。

　昔、済州島北部の寒村において、キリスト教を

信ずる者はほとんど居らず、儒教ないし無神教の

方が多かった。祖母はその中にあって、小さなキ

リスト教会を守り、運営し牧師をも招いたりして

いた。教会の鐘やオルガン、柱時計などは日本に

いる娘に依頼して送ってもらい、その上近隣の

人々への伝導を怠らなかった。その鐘の音たるや

日曜日や新年の朝に、村中を響き渡っていた。や

はり祖母は、大きなものを背負っていたように思

われた。

　現在この教会の信徒数は当時の 20数名から約

400余名へと増加している。私たち兄弟三人は、

生まれるとすぐお婆ちゃんに預けられた。母は大

阪に居残り、女一人で男性の役目を果たして、祖

母をはじめ、ご自身の兄弟そして私たち三人の生

活を支えた。わが祖国は他の先進国と異なり、男

性が早死するので母子たちは運命供同体を背負っ

て生きねばならなかったのである。

　そして、わたしの祖母も娘の付き人として、不

平不満を言わず、当然のさだめであるかのように

娘の付託に答えていた。祖母は私にとって親権者、

伝導師そして修身教師であり続けた。常に言って

いた言葉がある。「お前たちは鳥籠の鳥に過ぎな

い。母親がエサを運んでくると、私はそれをお前

たちに配っているだけだ。」当時、日本にいた母

親からの経済援助により、私たちは大きな家屋と

肥沃な畑を与えられ、裕福な生活を送ることがで

きた。

　ある夏の日の朝、夏休みに入り、野に海に走り

回って疲労困憊し深い眠りから覚めやらない少年

を祖母は揺り起こして、教会へ行くよう催促した。

少年が目をこすり、抵抗するものなら、少年は祖

母に容赦なくお尻を叩かれた。祖母は私に向かっ

て「大人になっても、タバコを吸わない、酒を飲

んではならない」とよく言われたものである。お

かげで私は融通のきかない人間になってしまった

ようだ。この年になっても私の心の中にはお婆ち

ゃんのイメ－ジが大きく膨らんでくるようである。

　少年は成長し、勉学のため海を渡らねばならな

わが祖母の追憶
キルチャビ

姜健栄（KMAJ 関西　前会長）
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い時がきた。人生の試練に立ち向かって、大海原

を渡って行こうとする孫を見送ろうと、祖母は済

州市の港に来ていた。やがて船は出港し、陸から

だんだん遠ざかっていくにつれ、白髪の祖母は遠

く航跡をじーっと見つめつつ、いつまでも手を振

っていた。

　祖母は畑仕事と教会へ行くこと、それが一年中

変わらない暮らしであった。また祖母は博愛精神

がとても旺盛であった。ある親戚の婆ちゃんが

80歳をこえ痴呆におちいっていたが、当時その

家庭が貧困でお世話ができなかったため、祖母は

その婆ちゃんを引き取り、死亡するまで面倒をみ

てあげていた。

　小学校 1年生頃より、私は祖母の畑仕事を手伝

った。冬の寒い日に、雪の積もった麦畑を早朝か

ら足踏みをしたが、3センチほど伸びた青い麦苗

は、雪をかぶっていて、小さな足で踏まれるとパ

サ－ッ、パサ－ッという音を出し、とても新鮮で

あった。猛暑の夏、炎天下で帽子もかぶらず栗畑

の雑草取りを手伝ったが、何度も熱射病にかかり

倒れそうになった。それでも祖母は厳しい躾をや

めはしなかった。今にして思えば、懐かしくも貴

重な人生経験であった。

　「働くことは生きることである。働くことは苦

しいけれど、嫌なことではない」ことを教えてく

れたように思う。

　私は幸運にも祖母の祈祷に守られて、第一志望

大学の医学部を卒業し医師になれたが、少年時代

に祖母より教わった人生哲学、そしてあの厳しく

も美しい故郷の自然を一時も忘れたことがない。

　30数年前のことである。故郷を離れて幾千里、

異国から育ての親・祖母に会うため、はじめて故

郷の家に帰った。その時の感想を詩「感動」の中

に綴った。祖母は熱心なキリスチャンとして生涯

を神に祈り続けて、91歳の天寿を全うされた。

日本にいる私ができたことは、村の李前牧師の依

頼を受けて、祖母が眠る教会公園墓地入口に標石

碑と鉄柵門を造成することであった。その自然石

にはわたしの祖母への感謝と追悼の意を込めた、

ささやかな挽歌が彫られている。今でも、祖母の

墓地からある声が伝わってくるようである。

「感動」

人間だれしも一生涯のうち一度は万感胸にせ

まる大きな感動を体験する筈だ。

研究者や芸術家たちのあの学術的で情熱的な

感動もあれば、民衆や独立運動家たちの国家

的次元の感動もある。

私の場合二十数年ぶりの帰郷と再会がそうで

あった。年老いた祖母は杖をつき暗い早朝か

ら正午まで長い時間、故郷の家の門前に座っ

ていた。夢にまで見た育て親との再会。その

瞬間私はそれまで手にしていた荷物をかなぐ

り捨て、無我夢中に号泣した。大人の涙であ

った。この時ほど心身を硬直させ、魂を揺さ

ぶられたことはない。そこには美しい言葉も、

歳月と同じ長さの説明は要らなかった。

祖母も今はなく、私は遠方の地でこの思いを

大切にしている。

 －1987.3.19.－

「記念碑銘」

側面

　故李弘淳勧士のご意志を

　永遠に讃えるため、日本に

　在住する家族一同が建立

　　　　　1994年 4月 5日

前面

　大韓キリスト長老教会

　朝天教会公園墓地

「この小文は、朝天長老教会牧師の求めに応

じて書いたものである。

 －2005.1.2.一部校正－ 2015.4.15. 姜健栄」
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　朴一著『越境する在日コリアン』は、著者によ

る「在日三部作」（『＜在日＞という生き方』、『「在

日コリアン」ってなんでんねん？』、『僕たちのヒー

ローはみんな在日だった』いずれも講談社刊）の流

れに重なる著作である。同書には、1990年代か

ら2010年代までの約25年間に、著者がさまざま

な媒体 ･場所において発表 ･実施した論考 ･対談

などが収録されている。

　この「発言者『朴一』の二五年の思索の軌跡」

（同書4頁）には、一貫しているものがある。それ

は、歴史 ･社会を通観する広く深い視野と、多様

性を尊重する姿勢だ。たとえば、阪神淡路大震災

直後（1995年4月）に発表された「二つの大震災

と在日コリアン」では、関東大震災（1923年）に

おける朝鮮人虐殺によって検挙された数百名の日

本人たちが、翌年の皇太子（当時）の結婚に伴う

「恩赦」によって無罪放免されたことに言及し、

「関東大震災の教訓を日本人学生に本気で学んで

ほしいという、わたしの切ない思い」（45頁）が

述べられている。著者は1995年の大震災時にお

いて日本の主要新聞などに、「『避難所で助け合う

在日コリアン被災者と日本人被災者の国籍を越え

た友情』にまつわる美談が何度も掲載され」（45

頁）る一方で、ベトナム人被災者が露骨に差別さ

れており、その窮状を見かねた一部在日コリアン

グループが、彼らを支援したという事実を指摘し、

「国籍を越えた友情」を手放しで礼賛することに、

強い疑問を呈している（47-48頁）。

　多様性を尊重する著者の舌鋒は、石原慎太郎の

ような人物を自治体の首長として選ぶ日本社会に、

鋭く切り込んでいく。「どのような生まれであっ

ても、どのような国籍であっても、出世や政治参

加の権利を妨げられないようなシステムをどうつ

くっていくのかということを考えないと、石原さ

んみたいなレイシスト（人種差別者、民族差別者）

がまかり通っているような日本では、成熟した政

治は決して生まれないと思います。（中略）アメ

リカでも黒人が大統領になっている時代に、そん

なバカなことを言っている人が日本の首都である

東京都の知事をしているわけですよ。情けないで

すよ」（215頁）という指摘は実に的を射ている。

　しかし著者は、「お前ら日本人は反省しろ！」

と、高みに立って糾弾をしているのでは、決して

ない。「しっかりとした制度をつくって、ある程

度の枠の中で善良な移民を受け入れながら、参政

権を永住外国人に認め、日本人とともに外国人も

暮らしやすい国にすることが、この国のお年寄り

を支えていくことになると私は信じています」

（218頁）という発言が示すように、著者が目指す

ものは、多文化共生社会にほかならない。この発

言における「善良な移民」という表現には、評者

は強い違和感を抱く（「善良」の基準とは何なの

か？そして、そもそも誰が「善良」か「非善良」を

判断できるのか？これは先住者側からの恣意的な選

別ではないのか？等）が、多文化共生社会を目指

す以外に、日本社会が存続する道はないと、評者

朴一著
『越境する在日コリアン』 

 ─日韓の狭間で生きる人々
〔明石書店、2014年〕

書評

綛谷智雄（神戸医療福祉大学）
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も考える。前述の「情けないですよ」という発言

は、著者が目指す多文化共生社会の理念を全く理

解できない愚劣極まりない政治家への心底からの

憤りの「叫び」であり、「ささやき」（4頁）では

ないと、評者は解釈する。ゆえに、著者による日

本社会批判は、多文化共生社会に近づくための課

題を提示しているのである。

　同書には、著者の「ライフワーク」というべき

故新井将敬元議員に関する論考のほか、新井元議

員の夫人と著者の対談も収録されている。この対

談は、著者一流のユーモアを交えながら、夫人か

ら「人間新井将敬」のさまざまな側面を聞き出す

ことに成功しており、新井元議員に対する著者の

真摯な「思い」も強く伝わってくる。質的調査

（インタビュー調査）を行う人たちにも学ぶところ

が極めて多い、貴重なインタビューである。

　同書の刊行により、冒頭に紹介した「在日三部

作」とあわせて、著者は「在日四部作」を持つこ

とになった。この最新作の巻末に掲載されている

「オモニに贈る歌」までをじっくり読んだあと、

できるだけ多くの人たちが、「在日四部作」を再

読 ･熟読されることを、評者は切に願う。
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　朝鮮半島に暮らす人々が米国へ渡り始めるのは、

1903年ハワイのプランテーションの契約社員と

してであった。その後、植民地化によって中止さ

れるまでハワイへの移民は続いた。故金慶海先生

が1980年代にハワイへの資料調査の折に、かれ

らの子孫たちに会われた。先生は「常夏のパイナ

ップル畑で立っているだけでも辛い」過酷な労働

条件で働いていたに違いないと当時の朝鮮人への

思いを語られたことがあった。解放後米国へ渡る

のは、韓国に駐留する米軍の花嫁とその家族であ

ったが、本格的に米国への移民が始まるのは1965

年に米国の移民法改正によるものである。そして、

現在でも米国への移民は続いているのだ。

　本書は在米コリアンのなかでもメインストリー

ムの人々ではなく、ジャパンタウンと呼ばれる日

系人の商空間で繰り広げられている日常的な営み

を対象としている。著者は「現代のサンフランシ

スコ日本街を事例として、米国においてジャパン

タウンと呼ばれる都市街区が日系商空間として

日々、構築されていく過程を、朝鮮半島出身の移

民を中心とした在米アジア系マイノリティがそこ

を拠点として、いかなる生活を営んでいるのかと

いう観点から明らかにする」（P12）ことを目的と

している。つまり本書は、1980年代後半からサ

ンフランシスコの日本街に現れはじめた状況を扱

っている。ジャパンタウンといえば、そこに集う

人たちはほとんどが日系人であると誰もがイメー

ジする、がしかし、現在ではジャパンタウンの住

民の中の半数以上がコリアン系を中心としたアジ

ア系マイノリティである。今、ここで何が起きて

いるのだろうかという問いに、本書は答えようと

している。

　では、本書に内容について触れておこう。著者

は2003年－06年の間に米国カルフォルニア州サ

ンフランシスコ及びその近郊で断続的に9回訪れ、

約14か月半のフィールドワークで得られたイン

タビューや関連資料による知見によって書かれた

ものである。

　まず、序章では「見えない場所の意味を問う」

と題して、本書の目的、著者の視座、調査の概要、

そして本書で使用する用語の定義、構成が叙述さ

れている。第1章「在米アジア系マイノリティの

日本街」では、第一に、「『ジャパニーズ・アメリ

カン研究』の舞台としてのジャパンタウン」に関

する先行研究を通して、これまでのジャパンタウ

ンの研究が日系史の連続性の確認と継承の場とし

て研究されてきたことを確認した。第二に、「『コ

リアン・アメリカン研究』で描かれる在米コリア

ン」で在米コリアン研究動向を概観し、1992年

のロス暴動がきっかけにミドルマンとしての地位

に着目する研究が増加したことを明らかにした。

第三に、「『ジャパニーズ・アメリカン研究』と

『コリアン・アメリカン研究』の狭間を表象する」

で、先行研究からジャパンタウンが在米コリアン

のスモール・ビジネスや生活の場として利用され

ている状況を明らかにした。このような先行研究

河上幸子著
『在米コリアンのサンフランシスコ日本街 

 ─境界領域の人類学』
〔御茶の水書房、2014〕

書評

髙正子（神戸大学非常勤講師）
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を入念に検討することによって、第2章以降が構

成されている。

　第2章から4章まではフィールドワークで得た

データをもとに記述され、第2章では「在米コリ

アン高齢者の日本街」として、日系及びコリアン

系の高齢者がともに利用している福祉施設での参

与観察や聞き取り調査を通して得たデータで、か

れらがいかにジャパンタウンを利用しているのか

を明らかにした。第3章「在米コリアン企業家の

日本街」では、在米コリアン企業家へのインタビ

ューを中心に韓人会の会長選挙や日本街の保存委

員会や商店会、日本街のフェスティバルなどの企

業活動を紹介している。そこから在米コリアンが

ジャパンタウンにおいてどのような位置にあるの

かということを明らかにした。第4章「在米アジ

ア系若年層の日本街」では、若年層のアジア系2

世にとってのジャパンタウンでの活動に注目し、

かれらとジャパンタウンとの関わりについて論じ

ている。第5章「境界領域を人類学する」では、

第2章から4章までのデータをもとに、当事者表

象の対象になりにくいジャパンタウンの在米コリ

アンなどの日常の営みを「境界領域」と規定し分

析している。

　このように本書の特徴は、サンフランシスコ日

本街という日系の商空間に、1980年代から在米

コリアンのスモール・ビジネスや不動産の取得が

顕著になっているという「今、ここ」の状況を解

明しようとした。著者はアフィニティ空間（affini-

ty space）という情報教育技術分野で「ソーシャル

メディアを介した人々の相互関係や学びのプロセ

スを説明」（P14）のために使われた概念からジャ

パンタウンの状況を捉えてみようとした。ここで

いうアフィニティ空間とは「共通の目的や関心に

もとづく関係性が、人種や階層、ジェンダー、年

齢、また障がいの有無にもとづくアイデンティテ

ィよりも優先」（P15）される空間である。つまり、

在米アジア系マイノリティたちにとってサンフラ

ンシスコの日本街というスペースは、生活の利便

性や生業などといった共通の利益を生み出す空間

であり、それには、日系人やコリアンやチャイ

ニーズと言った民族やジェンダーに関わりないの

であるかのように見える。

　このようなアフィニティ空間で繰り広げられて

いる営為を、日系のエスニック空間として捉える

研究では「ジャパンタウンのコリアン化」という

言説で説明しようとしている。これらの言説に対

して著者は、このような捉え方は朝鮮半島出身者

を他者と見なし、かれらをジャパンタウン構築の

行為主体として見ていないと指摘している（P41）。

　他方、在米コリアン研究ではどのように捉えて

いるのだろうか。これまでの在米コリアン研究は、

「なぜ、そしてどのように家族経営中心の食料雑

貨店や衣料品店、酒屋、クリーニング屋といった

小売サービス業を主体とするスモール・ビジネス

に多くの在米コリアンが従事し成功してきたの

か」（P44）という問いに関するものが多い。これ

は、在米コリアンを勤勉な「モデル・マイノリテ

ィ」としてイメージ付けられてきたことに関連し、

そこから「ミドルマン・マイノリティ」という概

念を用いて、低階層の移民であった日本や中国か

らの移民をコリアンと比較し、比較的高学歴の

中・上流の階層であることが強調されてきた。し

かし、1980年代後半以降は韓国でやっていけな

くなった人たちが、アメリカに来るといったケー

スもあり、かれらは教会を中心に構築されている

在米コリアンコミュニティたちからは距離を置い

ている。著者はジャパンタウンでのフィールド

ワークから、このような人たちの姿を発見した。

　本書は、サンフランシスコ日本街という日系人

商空間に、非日系人の参画によって現れたさまざ

まな現象を、マイノリティの営為を中心に解明し

ようとしたものだ。これまでの日系移民研究やエ

スニックタウン研究では看過されてきたマイノリ

ティたち、そして、在米コリアン研究の対象外と

されたてきたコリアンの営みがそれである。複数

のエスニックの境界の狭間に位置する本研究の意

義は決して小さくないだろう。本研究の成果は、

現在大阪のコリアンタウンなどのエスニックタウ

ンで起こっている現象、つまり、多様なアイデン

ティティを持つ人たちがコリアンタウンという商
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空間に集う現象を解明するのに大きな示唆を与え

るだろうと期待している。

　ただ、今後の課題としてサンフランシスコのジ

ャパンタウンのアフィニティ空間として捉えるな

らば、そのような空間を日系人たちはどのように

受け止めているのかについての言及が必要ではな

いだろうか。日系人の営みがもう少し見えてくれ

ば、アフィニティ空間の主役たちが出そろうので

はないだろうか。
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国際高麗学会日本支部
2014 年度
学会活動

◉学術大会
国際高麗学会日本支部　第18回　学術大会
日時：2014 年 6 月 8 日（日）10：00 ～ 17：30
場所：大阪教育大学天王寺キャンパス中央館

プログラム：
〔午前の部〕　10:00 ～ 11:45　　自由論題報告
＜ 212 教室＞　司会　鄭雅英（立命館大学）、蔡徳七（大阪大学）
1．洪じょんうん（大阪大学大学院　人間科学研究科）
「韓国の徴兵制と在日コリアン－「国民」の構成をめぐる包摂と排除の政治学－」
2．鄭育子（東京大学大学院　人文社会系研究科）
「在日韓国学校の変容と在日コリアンのまなざし－在日コリアンが韓国学校で韓国語を学ぶという
こと－」
3．任正爀（朝鮮大学校理工学部）
「1930 年代朝鮮における科学運動と漢医学復興運動」

＜ 213 教室＞　司会　森類臣（立命館大学）、高正子（神戸大学）
1．ソウル支会報告 1　

2．ソウル支会報告 2　
 

◎第 8回理事会 12:00 ～ 12:45　　1階会議室
◎第 18 回総会 13:00 ～ 13:30　　214 教室

〔午後の部〕　13:30 ～ 17:30　　214 教室
シンポジウム　「ヘイト・スピーチ、排外主義の台頭と在日コリアン」
シンポジウム報告者および報告テーマ：
1．金尚均（龍谷大学法科大学院）
　　「京都朝鮮学校襲撃事件と裁判の意味」
2．樋口直人（徳島大学総合科学部）
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　　「日本政治と排外主義運動：剥奪による説明を越えて」
3．師岡康子（弁護士）
　　「国際人権基準におけるヘイト・スピーチ規制と日本」
コメンテーター：文京洙（立命館大学国際関係学部）、中村一成（ジャーナリスト）
司会：伊地知紀子（大阪市立大学）

◉人文社会研究部会
第77回人文社会研究部会
日時：2014 年 5 月 10 日（土）17：00 ～
場所：大阪教育大学天王寺キャンパス中央館 4階 416
報告者：金根植（慶南大学校政治外交学科　教授）
主題：「朴槿恵政権下の南北関係、現状と課題」

第78回人文社会研究部会
日時：2014 年 12 月 13 日（土）15：00 ～
場所：大阪教育大学天王寺キャンパス中央館 4階 415 室
報告者：綛谷智雄（神戸医療福祉大学　教授）
主題：「在日コリアン一世としての作家・立原正秋」

第79回人文社会研究部会
日時：2015 年 1 月 31 日（土）15：00 ～
場所：大阪市立大学梅田サテライト　創造都市研究科 104 教室　
報告者：宮島美花（香川大学経済学部　准教授）
主題「中国朝鮮族の移動と、日本在住の朝鮮族の暮らし」

◉科学技術研究部会
第53回科学技術研究部会
日時：2014 年 8 月 2 日（土）17：00 ～
場所：京都大学理学部 6号館　272 号室
報告者：金秀基（京都大学　大学院医学研究科　消化器内科　博士後期課程　3年）
主題：「肝幹細胞／前駆細胞への遺伝子異常の蓄積が肝癌の発生に果たす役割」

第54回科学技術研究部会
日時：2014 年 12 月 20 日（土）17：00 ～
場所：京都大学理学部 6号館　272 号室
報告者：琴梨世（京都大学　大学院農学研究科 農学専攻　博士後期課程　2年）
主題：「イネ非自律性転移因子mPing が制御する選択的スプライシングの解析」



104　　国際高麗学会日本支部　2014年度学会活動

第55回科学技術研究部会
日時：2015 年 2 月 14 日（土）17：00 ～
場所：京都大学理学部 6号館　272 号室
報告者：裵 晙九（京都大学　大学院農学研究科　博士後期課程　3年）
主題：「セルロースバイオマスの高効率分解系の構築」

◉人文社会研究部会・科学技術研究部会　共同主催
日時：2014 年 5 月 24 日（土）　17：00 ～
場所：京都大学理学部 6号館　272 号室
報告者：柳美佐（京都大学　大学院　人間・環境学研究科）
主題：「移民子女の言語教育とアイデンティー　－朝鮮学校における継承語教育を中心に－」
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国際高麗学会日本支部学会誌『コリアン・スタディーズ』　投稿規定

1．投稿資格
　国際高麗学会日本支部は、学会誌『コリアン・スタディーズ』を年 1回発行する。掲載される原稿は、朝鮮
半島および朝鮮民族に関するあらゆる分野の学術的な論文、研究ノート、書評論文、キルチャビ、書評である。
論文、研究ノートについては、国際高麗学会日本支部会員は自由に投稿できる。投稿については、寄稿規定並
びに執筆規定を熟読すること。ただし、当該年度までの会費納入を要する。投稿論文は常時受け付ける。また、
編集委員会で企画する特集については、非会員にも寄稿を依頼することがある。

2．投稿条件
　投稿される原稿は、未発表の書き下ろし作品のみとする。同一原稿を『コリアン・スタディーズ』以外に同
時に投稿することはできない。

3．審査
　寄稿された原稿を掲載するか否かは、別途定める査読規定に基づいて編集委員会で審査の上決定する。

4．使用言語
　本文は日本語のみとし、注および参照文献に限り外国語を使用できる。要旨およびキーワードは日本語およ
び英語とする。

5．枚数
　原稿枚数は 400字詰め原稿用紙換算で 50枚以内とし、本文（タイトル、氏名含む）、注、参照文献、図表を
含めたものとする。論文には、日本語要旨、英語要旨およびキーワード（日本語および英語）を付けることと
する。ただし、いずれも枚数には含まない。枚数を超過した場合、審査対象としないこともあるので、下記を
確認すること。
論文　50枚以内＋日本語要旨（400～800字）、英語要旨（800～1000語）＋キーワード（日本語および英語）
研究ノート　50枚以内
キルチャビ　20枚以内
書評　5～ 15枚
　
6．投稿形式
　投稿は原則として電子文書とし、マイクロソフト・ワード形式かリッチテキスト形式で作成したものを投稿
規定 10にある提出先の e-mailアドレスに送付すること。図表や写真は可能な限り本文中に挿入すること。マ
イクロソフト・ワード形式かリッチテキスト形式以外での提出については、投稿規定 10にある問い合わせ先
に連絡すること。必要に応じて印刷された原稿の郵送を求めることがある。

7．抜き刷り
　本誌は国際高麗学会日本支部会員には 1部ずつ、論文、研究ノート各 1本につい 1部配布する。抜き刷りを
ご希望の場合は別途有料となるので、投稿の際に申し添えること。

8．校正
　校正は原則として著者校正のみで、内容のみならず、投稿規定および執筆規定に則った形式に訂正すること
も校正作業に含まれる。審査により採用決定となった後に行われる初校段階での誤植以外の修正は原則として
認めない。なお、再校は初校段階の訂正を確認するだけの作業となる。

9．原稿の保管
　投稿原稿の保管や取り扱いについては編集委員会が責任を負う。
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10．提出先および問い合わせ
　投稿原稿は下記宛に提出すること。

　国際高麗学会　日本支部事務局
　〒 530-0047　大阪市北区西天満 4丁目 5-5　マーキス梅田 506号
　tel  06-6314-3775　  fax  06-7660-7980
　isksj@ams.odn.ne.jp  http://www.isks.org/

　投稿などに関する問い合わせは、上記住所の支部事務局にお願いします。

11．著作権
　投稿された原稿の著作権は国際高麗学会日本支部に所属するが、原著者が『コリアン・スタディーズ』に掲
載された当該論文を自著作の単行本や論文集に再掲載することは妨げない。

 （2014年 6月 30日）

国際高麗学会日本支部学会誌『コリアン・スタディーズ』　執筆規定 
 2014年 6月 30日一部改訂

1．本文
（1）　基本用語

a．原稿は日本語、横書きとする。図表や図版は原稿本文に組み込み、紙幅の制限内に含める。
b．朝鮮、中国に関わる人名・地名は漢字（日本の現代漢字も可）で表記し、漢字不明の場合はカタカナ
表記とする。欧米由来の度量衡はカタカナ表記とする。

（2）　数字
a．数字はアラビア表記を原則とし、場合に応じて漢数詞を用いる。
b．年号は西暦を用い、国家・地域固有の年号を使用する際は西暦を（　）で付記する。

（3）　見出し
a．章はアラビア数字で１．２．３・・・と表す。「はじめに」と「おわりに」（あるいはそれ等に該当する見出し）
にも数字を振る。「はじめに」は 1とする。

b．章以下の節は（１）、（２）、（３）の順で表す。
c.  節以下の項は a、b、cの順で表す。
　　（例）第 1章⇒ 1、第 1節⇒（1）、第 1項⇒ a

2．キーワード
　論文、研究ノートには日英 5語以内でキーワードを付けること。キーワード間は読点ではなくコンマを入れ
ること。

3．文献引用
（1） 本文や注、図表で文献を表記する際は、編著者の姓（刊行年：ページ）のみ表記し，文献の詳細は参照
文献リストに表示する。朝鮮人の名は姓名とも表記する。編著者名が付いていない刊行物の場合は、発行機関
名を表記する。

 （例）文献全体を示す場合
 鈴木［2005］，朴統一［2011］によれば・・・
 文献の一部を示す場合
 …投票率は低かったとされる［キムハヌル 2012: 11－ 13］。

（2）2度目以降の引用でも前掲書・前掲論文、同上書・同上論文などの用語は使用せず、上記（1）のように
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表記する。 
（3）新聞・雑誌記事や社説の場合は本文・注・図表に新聞・雑誌名、発行年月日を記した上で、参考文献リ
ストに新聞・雑誌名を入れる。
（例）
…保守言論による歪曲は深刻である［『月刊朝中東』2001年 1月］。
…と指導者は発言している［『労働新聞』2012年 4月 16日］。

4．注
（1）　注は、本文の内容について文脈上の解説や言及をする必要がある場合に用いる。
（2）  すべて文末注とし、方カッコ付アラビア数字で表示する。
（例）1）、2）、3）・・・

5．図表
　図表のタイトルは、図の場合は図の下に、表の場合は表の上に付ける。

6．参照文献
（1）  本文、注記、図表で用いたすべての文献を「参照文献」として本文の最後に一括して表示する。参照文
献とは、本文中または注において引用した文献を指す。 
（2）  文献リストは言語ごとに分け、日本語文献は著者名の 50音順、韓国・朝鮮語文献は著者名のカナダラ順
などに並べる。
（3）  参照文献については、著者名・（刊行年）・書名・号数（発行年月日を入れてもよい）・発行所・頁等で示
す。筆者名のある新聞・雑誌記事は雑誌論文と同様に表記し、発行年月日も記入する。
（4）  英文文献の場合、書名はイタリックで表記する。論文名は単行本所収か雑誌所収かに関わらず一律ク
ォーテーション・マークで括る。
（例）
単行本の場合
・朴一（2005）『朝鮮半島を見る眼─「親日と反日」「親米と反米」の構図』 藤原書店、pp.123－125．
・ （2004）『 』 , pp.153.
・Kim, L. （1997）. Imitation to Innovation: The Dynamics of Korea’s Technological Learning. Boston: Harvard Business 

School Press.

論文の場合
・文京洙（2005）「戦後 60年と在日朝鮮人　“国民”の呪縛を超えて」『思想』No.980、　岩波書店、pp.8－9．
・ （1991）「   」 『 』Vol21, ,　pp. 11－18.
・Min, Pyong Gap. （2001）. “Koreans in New York: An ‘Institutionally Complete’ Community.” New Immigrants in 

New York, edited by Nancy Foner, New York: Columbia University Press, pp.173-200.
・Koh, Y.S . （2008）. “Financial and Corporate Reform in Korea: Survival Strategies of the Korean “Chaebols””, Asian 

Studies, 54 （2）, pp.71-88.





編集後記
学会誌の土台を見事に作り上げた鄭雅英前編集委員長

から編集委員長を引き継ぎ、学会誌編集を 1年かけて

担当させていただきました。今号からは、編集委員長

のサポート役に綛谷智雄先生と森類臣先生に入ってい

ただくことで編集作業も概ね予定通りに進めることが

できました。この場で改めてお二人に御礼申し上げま

す。そして何よりも、創刊号と第 2号という創世記を

生み出すことの困難を一人で乗り越えられた鄭雅英先

生なくしては、見通しを立てて作業を進めることはで

きなかったと強く思う次第です。／さて、第 3号の特

集は「ヘイト・スピーチ、排外主義の台頭と在日コリ

アン」というホット・イッシューをめぐって各分野で

卓越した論考を発信しておられる 3名の方々に文章を

寄せていただき充実した構成になりました。この特集

は 2014年全国大会でのシンポジウムをベースとした

ものですが、その後ヘイト・スピーチ規制に向けた意

見書が各自治体議会で採択されるなど、まだまだ注視

すべき状況です。／一方で、投稿論文についてはすべ

て残念な結果となり、研究ノート 2本にとどまりまし

た。次号への投稿〆切は 2015年 8月末日ですので多

くの投稿をお待ちしております。／今年は朝鮮解放

70年、日韓条約 50年目を迎える節目の年となります。

改めてこの間の歩みを振り返り、「軍靴の音が聞こえ

ない」社会へ向けて各地各界でさまざまな取り組みや

議論が積まれることを願います。 （伊地知紀子）

文京洙
高正子
朴一

高龍秀
鄭雅英
蔡徳七
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裴光雄
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